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もっと広く。もっと深く。  

「夢・遊び・感動」を。

うれしい。たのしい。泣ける。勇気をもらう。 

誰かに伝えたくなる。誰かに会いたくなる。

エンターテインメントが生み出す心の豊かさで、 

人と人、人と社会、人と世界がつながる。 

そんな未来を、バンダイナムコは世界中のすべての人とともに創ります。

バンダイナムコのIPが、ファンの目にどう映っているか。パーパスは

ファンの視点で自分たちの在り方を再認識し、さらなる挑戦に
向かうきっかけとなっています。

“Fun”の形はそれぞれ。私たちが生み出せる
“Fun”を通して、より多くのファンに 
楽しさを届けます。

ファンの心の支えになる
IPを届けるだけでなく、
我々自身も楽しむこと。
これまでも続けてきたことです。

ファンの夢は、我々の夢。
明日を生きる糧となるものを創っていきます。

“All”には私たちも含まれています。
ファンだけでなく、自分たちも楽しむことで、
このパーパスが成り立つのです。

時代が変わっても常に
ファンのことを見て、
声を聞く。これまで私たちが続けてきた
ことが、パーパスとして言語化されました。

すべてはファンに
喜んでいただくため。
私たちは充実感とやりがいを持ち、楽しみながら 
未来を共に作り上げていきます。

Bandai Namco’s Purpose
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What does Bandai Namco’s Purpose mean to you?

あなたにとって
Bandai Namco’s Purposeとは？

注：本統合レポートの特集（P.38～61）出演者のパーパスへの想いをまとめたものです。 

バンダイナムコの社員それぞれが続けてきたことが 

標語化された感覚で、グループとして
向かう方向が統一されました。
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統合レポート2024について

当レポートの編集にあたっては、IFRS財団の「統合報告フレームワーク」および、SASBスタン
ダード分類の「おもちゃ、スポーツ用品」「ソフトウェア・ITサービス」の開示基準、TCFD提言
を参照しています。

見通しに関する留意事項

当レポートに掲載されている将来に関する記述は、バンダイナムコグループが2024年8月時点
で入手可能な情報から得られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおりま
す。従って、実際の業績は様々な要因により、記述されている業績予想とは大きく異なる結果と
なり得ることをご承知おきください。実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、バンダイ
ナムコグループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レートの変動などが含まれます。
（注） 1.  当レポートに記載されている数値は、端数を切り捨てた値です。
 2.  各種数値は、記載があるものを除き2024年8月時点のものです。
 3.  本誌はPDF版を当社WEBサイトに掲載しています。本誌に修正があった場合はPDF版を 

修正します。

サステナビリティ

WEBサイトでは、「IR・投資家情報」や「サス
テナビリティへの取り組み」など、バンダイ 
ナムコグループの様々な情報を掲載してい
ます。当レポートと併せてご覧ください。
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　バンダイナムコグループは、2022年4月、中期計画の

スタートにあわせ、グループの最上位概念「パーパス

“Fun for All into the Future”」を制定しました。パー

パスは、社会における存在意義、すなわちグループのあ

るべき姿を示すものです。この中で、私たちは「つなが

る」と「ともに創る」を特に重要な要素として捉えていま

す。中期計画においても、「パーパス“Fun for All into 

the Future”」が示すあるべき姿の実現に向けて、中期

ビジョンを、パーパスと関連性が深い「Connect with 

Fans」としています。世界中の人々と「つながり」「とも

に創った」結果が『Fun for All into the Future』であり、

私自身は『Fun for All into the Future』とは、笑顔と

幸せあふれる世界をともに創ることだと考えています。

「パーパス“Fun for All into the Future”」にこめた 

思いは、グループ内において常に発信され、従業員一人

ひとりが、自分にとって『Fun for All into the Future』

とは何かを考え自分事化し、実践していくことを目指し

ています。 

　今中期計画では、業績面でも前進がありました。

2023年3月期に営業利益が1,000億円を超えたのに続

き、2024年3月期には売上高が初めて1兆円を超え、

2005年のグループ発足時に掲げた長期目標の達成も

見えてくる位置となりました。しかし、これはあくまでも

通過点であり、私たちはグローバル市場において持続的

に成長し続けるグループを目指しています。私たちは、

今後も、より広く、深く、複雑に、あらゆるステークホル

ダーとつながり、良質なエンターテインメントを提供し

「パーパス“Fun for All into the Future”」の実現に向け、

邁進してまいります。 

 株式会社バンダイナムコホールディングス

 代表取締役社長 グループCEO

 川口 勝

世界中のあらゆる人々とつながり、 
笑顔と幸せあふれる未来をともに創っていきます。 

IR・ 
投資家情報

バンダイナムコグループ理念体系図

グループ

ユニット

各事業会社

事業

Bandai Namco's Purpose

ミッション（ユニットが果たすべき使命）

中期ビジョン（中期で目指す姿）

バリュー（行動規範）

企業理念
・ ミッション（企業が果たすべき使命）／ビジョン（目指す姿）
・ バリュー（行動規範）
 ※ すべてはグループパーパスに紐づく

最上位概念

中期ビジョン
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バンダイナムコグループは、エンターテインメント分野において、有力なIPを軸に、IPの世界観や特性を活かし、
ALL BANDAI NAMCOで多彩な事業領域を展開しています。

多彩な事業領域

PAC-MANTM ©Bandai Namco Entertainment Inc.

 ©バードスタジオ／集英社・東映アニメーション

©創通・サンライズ・MBS

©創通・サンライズ

©創通・サンライズ

©やなせたかし／フレーベル館・TMS・NTV

©創通・サンライズ

©BANDAI
©BANDAI/PLEX

©Bandai Namco Amusement Inc. ©HANAYASHIKI Co., Ltd. All Rights Reserved.
©創通・サンライズ・MBS
CLENA3©BANDAI©尾田栄一郎／集英社　©尾田栄一郎／集英社・フジテレビ・東映アニメーション
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最適な 
タイミング

最適な
地域

最適な
出口

ノウハウの蓄積

IPへの投資

世界観を活かした 
商品・サービスの  

投入

育成 共創

最適な 
タイミング

最適な
地域

最適な
出口

ノウハウの蓄積

IPへの投資

世界観を活かした 
商品・サービスの  

投入

育成 共創

IPの価値を  
最大化

創出

バンダイナムコグループは、3つのユニット体制のもと、ALL BANDAI NAMCOで多彩なエンターテインメントを創出しています。
また、IP（キャラクターなどの知的財産）の世界観や特性を活かし、最適なタイミングで、最適な商品サービスとして、最適な
地域に向けて提供することにより、IPの価値を最大化する「IP軸戦略」を強みとしています。

 デジタル事業
事業統括会社：
（株）バンダイナムコエンターテインメント

ネットワークコンテンツの企画・開発・配信、 
家庭用ゲームなどの企画・開発・販売

事業統括会社：
（株）バンダイナムコフィルムワークス

アニメーションなどの映像・音楽コンテンツの
企画・製作・運用、著作権・版権の管理・運用、
アーティストの発掘・育成、ライブエンターテイン
メント事業

事業統括会社：
（株）バンダイナムコアミューズメント

アミューズメント機器の企画・開発・生産・販売・
アフターサービス、テーマパークやインドアプレ
イグラウンドを含むアミューズメント施設の 
企画・運営など

流通・物流、管理業務など 
各ユニットをサポートする事業

 トイホビー事業
事業統括会社：
（株）バンダイ

玩具、カプセルトイ、カード、菓子・食品、アパ 
レル、生活用品、プラモデル、景品、文具などの
企画・開発・製造・販売

エンターテインメント 
ユニット 
ENTERTAINMENT UNIT

IPプロデュース 
ユニット
IP PRODUCTION UNIT

アミューズメント 
ユニット 
AMUSEMENT UNIT

関連事業会社 
AFFILIATED BUSINESS 
COMPANIES

組織体制とIP軸戦略

注：この概念図は、IP軸展開の一例です。

Bandai Namco Holdings USA Inc.
Bandai Namco Holdings Europe S.A.S.
Bandai Namco Holdings Asia Co., Ltd.
Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.
Bandai Namco Holdings UK Ltd.

地域統括会社

IP軸戦略

組織体制

MOVIES

VISUAL and  
MUSIC CONTENT 

LIVE  
ENTERTAINMENT

NETWORK 
CONTENT

NEW
DEVICES

VIDEO ON DEMAND 
CONTENT

CARDS LIFESTYLE
CONFECTIONERY 

and FOODS

WORKS

AMUSEMENT
MACHINES

HOME CONSOLE 
GAMES

MODEL KITS

CAPSULE TOYS

COLLECTION 
TOYS

LICENSING

TOYS
AMUSEMENT
FACILITIES
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顧客の 
ライフスタイル・ 
嗜好の変化

グローバル市場に
おける 

日本IP人気拡大

グローバル規模 
での競争激化

少子化に伴う 
国内市場の縮小

流通・メディア環
境の変化、プラット
フォームの多様化
や技術進化

デジタルコンテンツ
開発期間の長期化
と投資額の上昇

特定のIP・事業・ 
地域への依存

国内を含む 
グローバルでの 
人材の確保と定着

気候変動・ 
環境変化への 
対応

災害・疫病・テロ 
などの脅威

バ
ン
ダ
イ
ナ
ム
コ
グ
ル
ー
プ
を 

取
り
巻
く
環
境
・
課
題

社会的価値の  
向上

経済的価値の  
向上

バンダイナムコグループの

価値創造プロセス 世界中のファンとともに未来をつくる
バンダイナムコグループは、グループを取り巻く課題に対し、「パーパス“Fun for All into the Future”」のもと独自の経営資源を
融合することで、グループ最大の強みでありビジネスモデルでもある「IP軸戦略」をワールドワイドに展開し、IPの魅力を活かした 
商品・サービスを提供しています。さらにその商品・サービスを通じて、サステナブルな社会の実現に向けた責任を果たすとともに、

中長期における持続的な成長を実現して、ステークホルダーの皆様の期待にお応えしています。バンダイナムコグループはエンター

テインメントが生み出す心の豊かさで、人と人、人と社会、人と世界がつながる未来をあらゆるステークホルダーとともに創ります。

コーポレートガバナンス

連結従業員数

11,159人
（2024年3月末時点）

ゲームコンテンツ開発投資

793億円 （2024年3月期）

IPの魅力を活かした商品・サービス

18以上の事業領域

IP軸戦略強化に向けた戦略投資

3年間で 400億円
（2022年4月～2025年3月）

広告宣伝費

645億円 （2024年3月期）

年間取扱商品点数

20,000点以上

年間取扱IP数

400以上

自己資本比率

72.0% （2024年3月期）

特許保有件数

2,084件
（2024年3月末時点 日本国内のみ）

多様な人材

技術力

多彩な事業領域

挑戦する企業風土

販売・マーケティング力

商品点数

企画・開発力

安定した財務基盤

知的財産

外部とのオープンな 
パートナーシップ

Connect with Fans
 IP軸戦略

IP×Fan（IPでファンとつながる） 
IP×Value（IPの価値を磨く） 
IP×World（IPで世界とつながる）

 人材戦略　
多様な人材の育成

 サステナビリティ
笑顔を未来へつなぐ

マテリアリティ

 地球環境との共生
 適正な商品・サービスの提供
 知的財産の適切な活用と保護
 尊重しあえる職場環境の実現
 コミュニティとの共生

Bandai Namco’s Purpose:

重点戦略

OUTCOME（成果）
INPUT（重要な経営資源）

ビジネスモデル 
（IP軸戦略）

中期計画の推進

バンダイナムコグループは

エンターテインメントが生み出す心の豊かさで、 
人と人、人と社会、人と世界がつながる未来を

あらゆるステークホルダーとともに創ります。

創造する価値

IP軸戦略の 
強化

顧客との 
つながり強化

グローバル 
での事業拡大

IPの価値向上

財務基盤の 
強化

新たな 
エンターテイン 
メントの創出

多様な人材の 
活躍

サステナブル 
活動の推進

従業員

株主

社会

パートナー

お客様  
（ファン）

IPの価値を 
最大化

世界観を活かした 
商品・サービスの 

投入

98

価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス



E   エンターテインメント　　 I   IPプロデュース　  　 A   アミューズメント

バンダイナムコグループでは、年間400以上のIPを活用し、
商品・サービスを展開しています。ここでは定番IPの一部をご紹介します。

IPラインナップ

「ONE PIECE」

　1997年に誕生し、コミックやア
ニメーションが国内外で人気を
集めているIPです。バンダイナム
コグループでは、家庭用ゲーム、
ネットワークコンテンツ、フィギュ
アなど幅広い商品・サービスを
展開しています。

「アイドルマスター」シリーズ

　2005年より展開し、スマート
フォンや家庭用ゲーム向けのアイ
ドルプロデュースゲームコンテン
ツを中心に、男女問わず幅広い
層に人気を集めています。音楽
CD、ライブイベント、アニメ、コ
ミック、WEBラジオ、グッズなど多
彩な商品・サービスを展開してい
ます。

　2015年にスマートフォン向け
ゲームアプリケーションとして誕
生し、女性を中心に高い人気を集
めています。アニメ、ライブイベン
ト、音楽CD、グッズなど多彩な商
品・サービスを展開しています。

「ラブライブ ！」シリーズ

　雑誌、映像、音楽の連動プロ
ジェクトから生まれたIPです。
2010年の誕生以来、誌面連載、
映像や音楽のパッケージソフトに
加え、ライブイベントなども大き
な人気を集めています。

「ウルトラマン」シリーズ

　1966年の誕生以来、2世代、 
3世代にわたって幅広い年齢層
の支持を集めているIPです。バン
ダイナムコグループでは、玩具、
映像パッケージなどの商品・サー
ビスを展開しています。

「機動戦士ガンダム」シリーズ

　1979年の誕生以来、映像作
品を中心に、プラモデルや家庭
用ゲーム、ネットワークコンテン
ツ、業務用ゲームなどが幅広い
年齢層に支持されています。 
日本だけでなく、ハリウッド映画
など世界に展開の場を広げてい
ます。

「仮面ライダー」シリーズ

　50年以上にわたって人気を獲
得し、国内・海外ともに幅広い
年齢層に支持されています。
バンダイナムコグループでは、玩
具を中心に多彩な商品・サービ
スを展開しています。

「DRAGON BALL」シリーズ

　1984年に誕生し、コミックや 
アニメーションが国内外で長く 
支持されているIPです。バンダイ 
ナムコグループでは、家庭用ゲー
ム、ネットワークコンテンツ、カー
ド、フィギュアなど幅広い商品・
サービスを展開しています。

「それいけ ！ アンパンマン」

　30年以上にわたって親子の人
気を集めており、バンダイナムコ 
グループでは、幼児向け玩具を 
中心に商品・サービスを展開して
います。

「プリキュア」シリーズ

　20年にわたって3～6歳のお子
様を中心に人気を集めています。
バンダイナムコグループでは、 
玩具を中心に幅広い商品・サー
ビスを展開しています。

「BORUTO」「NARUTO」

　1999年に誕生し、コミックや 
アニメーションが国内外で人気を
集めているIPです。バンダイナム
コグループでは、家庭用ゲーム、
ネットワークコンテンツを中心に
商品・サービスを展開しています。

「パックマン」

　1980年に「食べる」をテーマに、
「老若男女問わず楽しめるゲー
ム」として誕生して以来、ゲーム
展開はもちろん、キャラクター
マーチャンダイジングや様々な企
業CMでのタレント起用など、世
界中で今もなお愛されている
バンダイナムコを代表するオリジ
ナルIPの1つです。

「たまごっち」シリーズ

　1996年に携帯型育成玩具と
して誕生し、今では親子2世代に
支持されるオリジナルIPとなりま
した。ライセンスアウトの強化に
より世界に向けて活動の幅を広
げています。

「スーパー戦隊」シリーズ

　45作品以上にわたって人気を
獲得し、アジアでも支持されてい
ます。バンダイナムコグループで
は、玩具を中心に幅広い商品・
サービスを展開しています。

注：IPは五十音順で記載

年間取扱IP数   

400以上

「アイドリッシュセブン」

E I A

E I A

E I A

E I A

E A

I A

E A

E A E A

E A E A

E A

E I A

E I A

IPを展開しているユニット
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バンダイナムコグループを取り巻く

リスクと機会 バンダイナムコグループが中長期にわたって持続的な成長を続けるためには、環境変化にスピーディに対応し、グループを
取り巻くリスクと機会を認識するとともに、それらへの対応を検討し実行することで、リスクの低減と機会の最大化をはかる
ことが必要です。トップミーティングや各種委員会において、リスクや機会となり得る情報の分析や共有を行い、対応策を検
討することにより、適切なリスクマネジメント体制を確保します。また、環境の変化により生じた新たな機会をチャンスと捉
え、様々な取り組みを行います。

グループを横断する主なリスクと機会

リスクと機会 対応

IP軸戦略推進に 
伴うもの 

リ
ス
ク

 市場や顧客の急速な変化、技術の進化 
 特定のIPへの依存 
  IP創出や取得、保護に関する投資の増加 
 競争の激化 
  IPを活用した商品・サービスの品質面などに
おける不具合 

 知的財産の侵害などIP価値の毀損 
 IP軸戦略を推進する人材の確保と育成 

「パーパス“Fun for All into the Future”」の浸透によるブランド価値の向上、
中期計画における重点戦略の推進に加えて、下記の取り組みを実施

  フィジカルとデジタル両面の事業カテゴリー展開による連携などの 
相乗効果の発揮 

  新たな事業やビジネスモデル、プラットフォームへの取り組み 
  ユニット間連携などALL BANDAI NAMCOでの総合力発揮に向けた
組織再編の実施 

  外部パートナーとの協業強化 
  バランスのとれたIP・事業・地域ポートフォリオの確立 
  品質管理・検査体制の強化、従業員教育・サプライチェーンマネジメント
の強化

  クオリティ重視の開発体制強化 
  戦略的な投資の実施 
  模倣品排除を含む知的財産の適切な活用と保護、社内外向け啓発活
動の実施 

  多様な人材が活躍できる制度や仕組みの導入を含む尊重しあえる 
職場環境の実現 

  健全な財務体質基盤の強化 

機
会

  地域や事業間の連携促進 
  市場や顧客の急速な変化、技術の進化による 
新たな市場や事業、ビジネスモデル、新規IPの
創出の可能性拡大 

  グローバル市場における日本発IP認知度拡大に
よる市場拡大
  IPの適切な活用と保護によるエンターテイン
メントの持続的発展

人材活用に 
関するもの 

リ
ス
ク

  IP軸戦略をグローバルで推進する人材の確保、
育成 

  外部のクリエイター人材や外部パートナー企
業との関係構築における競争激化 

グループにおける「パーパス“Fun for All into the Future”」の浸透に
加え、下記の取り組みを実施

  多様な人材が活躍できる制度や仕組みの導入を含む尊重しあえる 
職場環境の実現 

  従業員を対象としたエンゲージメントサーベイの実施 
  グループに閉じないオープンな協業の推進 

機
会

 グループ従業員のエンゲージメント向上

気候変動などの 
自然環境の変化 

リ
ス
ク

  炭素規制やプラスチック利用規制による原材
料や生産・調達コストの上昇

  新技術の導入や研究開発、設備投資に伴う 
コストの増加
  自然災害による財物損壊やサプライチェーン
の中断、資源の枯渇 

  外出意欲の低下に伴うライブ、店舗運営事業
の売上減少

 脱炭素施策に向けた取り組みの推進
 サーキュラーエコノミーの推進
 環境配慮商品の推進
 廃棄物削減

注： バンダイナムコグループの5つのマテリアリティに関するリスクと機会については 
当社WEBサイトに掲載しています。

機
会

  省エネルギー化による電力コストの削減 
  効率的な生産・輸送プロセスの導入による 
コストの削減
  顧客の嗜好変化による新しい市場の創出 
  環境配慮の取り組みによる企業イメージの向上
  環境配慮に向けた取り組みに起因する 
ビジネス機会の創出
  グループ従業員のエンゲージメント向上

情報セキュリティ
に関するもの リ

ス
ク

  サイバー攻撃などによる情報流出や事業 
システムへの影響 

  技術の進化、法令などの変化 
  社内の情報リテラシー低下 

  監視の強化や脆弱性対策の強化 
  情報セキュリティ部門の拡充 
  情報セキュリティ教育の強化 
  最新情報の収集、外部専門家との関係強化 
  世界各国の個人情報保護法令に準拠した個人情報管理体制の構築

その他の 
外部要因に 
伴うもの リ

ス
ク

  天災、事故などの災害 
  政情変化 
  法令、規制などの改正 
  為替の変動 
  感染症などの拡大 

  BCP、BCMに基づく訓練などの活動推進、継続的な見直し 
  リスクマネジメント体制の強化 
  各事業や地域の最新情報の収集と共有体制強化 
  各国・地域の政府・自治体の要請や状況に基づいた取り組みの実施 
  衛生管理の徹底 
  支援金の拠出や事業を通じた施策など社会的支援の実施 

各事業における主なリスクと機会

リスクと機会 対応

全事業

機
会

 ネットワーク環境の普及・拡大
 技術の進化
 デジタル化推進による顧客とのタッチポイント拡大

   新技術や新たなプラットフォームへの対応 
   IP認知度向上の取り組みやグローバル展開の強化 
   オンラインイベントなどのデジタルマーケティングやEC
などデジタル対応の強化 

エンターテインメント 
ユニット

デジタル事業

リ
ス
ク

 プラットフォームの多様化
 技術の進化
 開発期間の長期化と投資額の上昇
 タイトル開発における人材の確保、育成

  新技術、新プラットフォームへの積極的な対応 
  新たな技術などの研究や情報収集の強化 
  クオリティ重視の開発体制強化、効率化 
  ビジネスモデルに基づいた開発コントロール強化 
  制作環境の整備、人材の獲得、育成の強化
  タイトルリリース後の継続的なファンコミュニケーション 機

会
  技術進化による新たな市場や事業、ビジネスモデルなど
の可能性拡大

エンターテインメント 
ユニット

トイホビー事業

リ
ス
ク

 国内における少子化の進行
  原油価格の上昇
  脱プラスチックに向けた規制強化
 物流コスト上昇
 生産地域の集中と品質管理

 ターゲット層や展開地域の拡大
 開発生産におけるバリューチェーン改革、効率化
  再資源化への取り組み、新素材の研究開発など脱プラ
スチックへの対応
  生産拠点の分散、品質管理体制強化（品質基準の継続
的な見直し、CoC監査実施など）

IPプロデュース 
ユニット リ

ス
ク

 IP創出における競争激化
 作品制作における人材の育成、確保  スタジオ機能とプロデュース機能の集約

 映像・音楽・ライブイベントのノウハウ集約
 制作環境の整備、人材の獲得、育成の強化
 制作技術向上のための投資
 社内外のあらゆるパートナーとの連携強化機

会
 作品視聴環境の拡大

アミューズメント 
ユニット

リ
ス
ク

  リアルな場を活用したエンターテインメントの多様化
  燃料価格、人件費の上昇

  IPや商品・サービスなどグループリソースとの連携強化 
  効率化の推進、事業の安定基盤強化 
  多様な働き方への対応 
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 ROE（自己資本当期純利益率）

15.0%

売上高

1兆502億円

ROA（総資産経常利益率）  

11.0%

営業利益

906億円

273  279

364
383

227

2020 2021 2022 2023 2024

8,626
9,263

9,718

7,327

14.3

11.0

16.7

13.0

6,198

12.9

2020 2021 2022 2023 2024

総資産
（億円）

ROA
（%）

787

1,254
1,164

906
846

10.9 11.4 11.8

8.6

14.1

2020 2021 2022 2023 2024

営業利益
（億円）

営業利益率
（%）

注：  構成比率は、セグメント間取引消去前売上高で記載しています。

自己資本比率

72.0%

5,425
5,847

4,728

70.4

6,234

72.0
67.7

69.7

4,530

72.5

2020 2021 2022 2023 2024

株主資本
（億円）

IPプロデュース

7.4%

IPプロデュース

9.8%

アミューズメント

10.7%

アミューズメント

6.7%

ROE
（%）

0

6800

6,998

15.0

2020 2021 2022 2023 20242020 2021 2022 2023 2024

4,546

5,842

6,521

5,114

13.1
14.6

16.9

10.2
純資産
（億円）

7,239 7,409

8,892

9,900
10,502

20.0 22.3
29.7 28.5

27.8

2020 2021 2022 2023 2024

売上高
（億円）

海外売上高
比率
（%）

デジタル

33.4%

トイホビー

45.6%

トイホビー

76.5%

その他

2.9%

その他

0.9%

前期比  
+6.1% 

前期比  
–22.1% 

設備投資額
（億円）

「DRAGON BALL」シリーズ

デジタル

6.1%

2023

2023

2024

1,445億円 1,406億円

「ガンダムシリーズ」
2023 2024

1,313億円 1,457億円

「ONE PIECE」

863億円
2024

1,121億円

「仮面ライダー」シリーズ
2023 2024

321億円 315億円
「ウルトラマン」シリーズ

2023 2024

195億円 191億円

アジア（日本を除く）

9.3%

ヨーロッパ

9.8%

アメリカ

8.7%

注： 外部顧客に対する売上高で記載しています。 
管理数値をベースとした概算値です。

日本

72.2%

61

293

225

273

0.01

0.03

277

0.02

0.05 0.05

2020 2021 2022 2023 2024

*1  2020年3月期より、一部の海外連結子会社に 
おいてIFRS第16号「リース」を適用 
2021年3月期は、長期借入金を増額

*2  デット・エクイティ・レシオ： 
有利子負債 ÷ 株主資本

*  2023年4月1日付けで普通株式1株を3株に分割
する株式分割を実施しています。2022年3月期の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定
しています。

有利子負債*1

（億円）

 デット・エクイティ・レシオ*2

0.02倍
1株当たり当期純利益（EPS）

153.85円

262.39

 422.09

140.70 136.88 153.85

222.58

2020 2021 2022 2022 2023 2024

（円）

  IP軸戦略を核に各地域や事業を横断・連携しALL 
BANDAI NAMCOで一体となった取り組みを強化 
  デジタル事業は、オンラインゲームの新作タイトルに
関わる評価損と、タイトル編成の見直しに伴う処分損
を計上

  トイホビー事業は、好調カテゴリーの商品ラインナッ
プやグローバル展開の拡大、生産体制の強化などに
より、引き続き好調に推移 
  IPプロデュース事業は、映像作品が好調に推移した
ほか、ライセンスビジネスや映像配信、ライブイベント
等が安定的に推移 
  アミューズメント事業は、商品・サービスと連携した 
施設展開や、業務用ゲームの新製品販売が好調に 
推移

業績概要

（株）バンダイナムコホールディングスおよび連結子会社
3月31日に終了した会計年度

バンダイナムコグループの1年の成果2024年3月期  

ESG（詳細データは、別冊「FACT BOOK 2024」参照）

産業廃棄物量  

4,321t

リサイクル量  

1,256t
連結従業員数  

11,159名
独立役員数  

5名／ 14名中

デット・ 
エクイティ・ 
レシオ*2

（倍）

セグメント別売上高構成比

IP商品・サービス売上高（グループ合計） ゲームコンテンツ開発等に係る支出 
および設備投資額

所在地別売上高構成比

セグメント別営業利益構成比

自己資本 
比率
（%）

女性管理職  

注： バンダイナムコホールディングス、バンダイナムコ
エンターテインメント、バンダイ、BANDAI SPIRITS、
バンダイナムコフィルムワークス、バンダイナムコミュー
ジックライブ、バンダイナムコアミューズメント、バンダイ
ナムコビジネスアークが対象

18.9

216
195

169

22.1

231

22.8
21.1

174

19.2

2020 2021 2022 2023 2024

女性 
管理職者数
（人）

管理職の 
女性比率
（%）

株式分割前 株式分割後*

ゲームコンテンツ開発等に係る支出
2024

793億円

二酸化炭素排出量  

41,558

49,441

7,882

60,001

66,272

50,978

56,517

6,271

51,878

57,916

6,039 5,540

49,272

55,403

6,131
20212020 2022 2023 2024

Scope2
（t-CO2）

Scope1
（t-CO2）

*  バンダイナムコエンターテインメント、バンダイ、BANDAI 
SPIRITS、バンダイナムコフィルムワークス、バンダイ 
ナムコアミューズメントが対象

Scope3*  

1,202,209（t-CO2）

Scope1＋Scope2 

49,441（t-CO2）
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バンダイナムコホールディングス取締役
2024年6月24日現在

川口 勝       代表取締役社長  
グループCEO

桃井 信彦      取締役

浅沼 誠      取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコフィルムワークス　 
代表取締役社長

浅古 有寿      取締役

宇田川 南欧      取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコエンターテインメント　 
代表取締役社長

竹中 一博      取締役（非常勤）
株式会社バンダイ　 
代表取締役社長

川﨑 寛      取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコアミューズメント　 
代表取締役社長

大津 修二       取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコビジネスアーク 
代表取締役社長

川名 浩一       取締役（非常勤、社外）

篠田 徹       取締役 監査等委員 
（社外）　

島田 俊夫      取締役（非常勤、社外）

金子 秀      取締役 監査等委員　

桑原 聡子       取締役 監査等委員 
（非常勤、社外）　

小宮 孝之       取締役 監査等委員 
（非常勤、社外）
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売上高は4期連続で過去最高を更新、 
1兆円の大台を突破
 
　2024年3月期（以下、当期）は、「機動戦士ガンダム」
「DRAGON BALL」「ONE PIECE」といった定番IPを軸に、
ワールドワイドでALL BANDAI NAMCOでの取り組みを推進
してくれた従業員の頑張りにより、売上高は、1兆502億円と
4期連続で過去最高を更新し、1兆円の大台に達しました。
振り返れば2005年の経営統合によるグループ発足時に掲げ
た長期目標が「売上高1兆円、営業利益1,000億円」でした。
当時の実績値の2倍以上に当たる売上高目標を、約20年越
しに達成できたことに感慨深い思いです。

　一方、一足早く1,000億円を超えた営業利益は、当期906億円
と減益となりました。これはデジタル事業で、新作オンラインゲー

ム関連の評価損や次期中期計画を見据えたタイトル編成見直し

による処分損を計上したことなどによるものです。なお、親会社

株主に帰属する当期純利益については、政策保有株式の売却に

伴う特別利益の計上により、初めて1,000億円を突破しました。
　事業別では、トイホビー事業とアミューズメント事業が引

き続き過去最高業績を更新しました。特にトイホビー事業

は、ハイターゲット（大人）層向け商品をはじめ、カード、カプ

セルトイ、菓子など幅広いカテゴリーが業績に貢献しました。

アミューズメント事業は、業務用ゲームの人気シリーズや、グ

ループの商品・サービスと連動した施設が国内外で好調に

推移しました。IPプロデュース事業は、ガンダムシリーズの複
数の映像作品の公開がグループの商品・サービスに波及し

たほか、ライブイベントも好調でした。一方、デジタル事業は、

大幅な減益となりました。先ほど触れた評価損等の計上な

どによるものですが、すでにタイトル審査体制のさらなる強

化などにスピーディに手を打っており、中長期での成長を目

指し立て直しをはかります。

今中期計画（2022年4月～2025年3月）の  
進捗状況
 
　進行中の2025年3月期は、今中期計画の最終年度です。
期初の業績予想は中期計画スタート時の目標をやや下回っ

ていますが、売上高・営業利益とも、あと一歩で当初目標に

手が届く水準です。

　また、環境変化の激しい市場において、将来に向けた投資を

実行しつつ安定した収益を確保できる基盤を着実に厚くしてい

ます。過去からの中期計画期間中の年間平均営業利益を比較

すると、前々回626億円、前回824億円、今回1,073億円（予想
を含む）と、順調にステップアップしています。これは、IP軸戦略
のもと、市場の変化に応じて業績の牽引役が入れ替わり、相互

に補完し合う幅広い事業ポートフォリオの強みによるものです。

この安定基盤をさらに厚くするとともに、新たな挑戦を続けて

いきます。

　次に、IP軸戦略の観点から、中期計画の進捗状況を整理
します。

IP×Fan（IPでファンとつながる）
IP×Value（IPの価値を磨く）

　今中期計画では、データユニバース構想や新規IP創出な
どのIP価値最大化に向け、累計400億円の戦略投資を推進
しています。

　データユニバースとは、従来、事業領域ごとに分散してい

た顧客（ファン）データを、グループ共通IDで一元管理する
ものです。質・量ともに当社グループならではのデータベー

スであり、大きな武器になっていくはずです。次期中期計画

では、このデータユニバースを活用した、具体的な施策を 
推進していきます。

次のステージを目指し、

ユニークな発想とスピードで

挑戦し続けていきます。
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グループ連結営業利益の推移
3月31日に終了した会計年度

今中期計画

年平均1,073億円前中期計画
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　IP価値最大化の取り組みの成果のひとつに、グループ横
断IPプロジェクトが挙げられます。これは、IPを軸にした横
断プロジェクトで、意思決定の権限も付与しています。中長

期の視点でIP価値最大化を最優先することで近年の業績
向上に大きく寄与しています。例えば、定番IPのガンダムシ
リーズの売上高は、プロジェクトのもと事業間連携とグロー

バル展開を強化したことで、2022年3月期の1,017億円か
ら、当期1,457億円に拡大しています。新規IP創出につい
ては、今後も映像や商品・サービス発、グループのプロジェ

クト発、外部パートナーとの協業発などあらゆる方向から

取り組み続けます。また、自社IPと他社IP、定番IPと新規
IPによるIPポートフォリオをより強固なものとしていきます。

IP×World（IPで世界とつながる）

　動画配信の普及などにより、日本発IPの人気が世界的に高
まり、全世界でタイムラグなく事業推進できる環境が整ってき

ました。すでにデジタル事業ではワールドワイドを視野に入れ

た企画開発とマーケティングを行っていますが、トイホビー事

業においても、全世界の需要に対応すべく生産体制の強化や

ECを含めた流通網の整備に取り組んでいます。地域別では、
海外展開の拡大が重要な戦略となりますが、少子高齢化が進

む国内においても早くからターゲットや商品カテゴリーの拡大

に舵を切った当社グループでは、まだ伸びる余地は十分にあ

ると考えています。国内でIPや商品・サービスのラインナップ
を拡充します。また、海外においては各地域で事業間連携を

深めつつ、それらをスピーディに展開するというビジネスモデ

ルの構築を目指します。

　今中期計画において、海外事業は順調に推移しているも

のの、国内も大きく伸びたこと、またもともと海外の比重が

高いデジタル事業が足踏みしたことから、現地子会社ベー

スの海外売上高比率は当期27.8%となりました。これに対
し、仕向け地ベースの海外売上高比率は、すでに40.5%に
達しており、今後この数値をできるだけ早期に50%へ引き
上げる方針です。

組織・人材戦略：従業員が生き生きと働ける 
環境整備を推進
 
　当社グループは、多彩なエンターテインメントを創出する

ため、様々な独自性を持つ会社と、多彩な才能、個性、価

値観などを持つ人材が生き生きと働くことができる「同魂

異才」の集団でありたいと考えています。そのためにも最も

重要な財産である人材が個性を発揮し、心身ともに健康で

働くことができる環境づくりに注力しています。組織再編や、

海外の各地域における拠点の統一、さらには地域や事業を

横断した人材交流の活性化、チャレンジを推奨する制度や

風土の醸成により、様々なプロジェクトやチャレンジが自然

発生的に現場から生まれています。

　従業員の士気の高さは、当社グループの大きな特徴で

す。直近のエンゲージメントサーベイでは、“自分の仕事に

やりがいを感じる”、“バンダイナムコグループでは多様な

価値観や考え方を尊重している”などのエンゲージメントや

ダイバーシティに関する複数の設問で高いスコアを記録し

ました。この数字の背後にあるのは、IPや事業に対する強
い愛、さらには「バンダイナムコ」の存在意義そのものへの

支持ではないでしょうか。バンダイナムコはチャンスに満ち

あふれた会社です。従業員たちが世界を舞台に羽ばたける

よう、その頑張りがグループの最上位概念である「パーパス

“Fun for All into the Future”」につながっていくよう、経
営者として最大限後押ししていきます。

非財務の経営基盤強化に向けて
 
　サステナビリティの取り組みにおいては、2022年4月に
司令塔の役割を担うサステナビリティ推進室を新設、さら

に同年より取締役報酬の評価指標にサステナビリティ評価

を導入しました。こうした施策により、グループ全体の意識

改革が着々と進みつつあります。

　当社グループの目指すサステナブル活動とは、IP軸戦略
のもと、ファンとともにつくり上げていく活動です。ガンプラ

のランナー回収やカプセルトイのカプセル回収などが、そ

の好例です。こうした取り組みから生まれた一人ひとりの

小さな気づきが、様々な業務に波及していくことを期待し

ています。

　ガバナンス面では、2022年6月より監査等委員会設置 
会社へ移行しました。すべての役員が取締役会の議決権を

持つことで、同じ課題に向き合うという一体感が一層強まっ

ています。また、業務執行に関する一部権限を常勤役員会

に委譲した結果、取締役会においても中長期のテーマを議

論する機会が増えました。取締役会の議論は非常に活発

で、社外取締役からの意見・質問も多く受けます。さらに長

期で議論すべきテーマについては、独立役員会の提言を踏

まえVision Meetingを設置するなど、様々な形で充実した
議論を行っていると感じています。

真のグローバルIP企業を目指して
 
　当社の代表取締役社長に就任して、3年余りが過ぎまし
た。グループはこの間さらに成長し、売上高1兆円、時価総
額2兆円へ成長しました。このことが持つ意味を、私たちは
十分に自覚する必要があります。1兆円企業となった当社
グループは、これまで以上に重い社会的責任があります。ス

テークホルダーからの注目、期待度もより大きくなっていま

す。こうした期待に私たちは、2つの側面から応えていかね
ばなりません。

　それは第1に、より良質なエンターテインメントの提供で
す。エンターテインメントは生活必需品ではありませんが、

生きていくうえで無くてはならないものです。エンターテイン

メントは文化であり、人々に活力や安らぎ、未来への希望

を与えてくれます。その力は、通常考えられているより、は

るかに大きなものです。「パーパス“Fun for All into the 
Future”」が示す通り、私たちが商品・サービスを通じて提
供する“夢・遊び・感動”は、世界中をつなぎ、人々の人生

を豊かにするうえで、かけがえのない役割を担っていると自

負しています。

　そして第2に、さらなる事業成長です。率直に言って、私は
現在の業績水準に満足していません。リアルとデジタルの 

両輪を保持し、大きなポテンシャルを私たちバンダイナムコ

グループは有しています。経営者として、そのポテンシャルを

引き出し、次のステージへとグループは成長していかなけれ

ばならない。そうした思いで私自身、日々取り組んでいます。

　国内外を問わず、バンダイナムコのポテンシャルを発揮

しきれていない地域や事業領域は数多くあります。こうした

領域にIP軸戦略のもと挑んでいくことで、もう一段上のス
テージが見えてきます。全世界でALL BANDAI NAMCOで
一体となり成長のための基盤を強くし、日本発IPと海外発
IPが相互乗り入れを果たすことで、真のグローバル企業へ
と進化を遂げるはずです。

　こうした新たなステージで、IP軸戦略もさらに進化させ
ていきます。これからはIPを取り巻く競争環境はさらに激し
くなります。その時問われるのは、事業体としての強みです。

私はバンダイナムコの強みとは、「ユニークな発想」と「ス

ピード感」だと思います。「ユニークな発想」とはバンダイ

ナムコならではのIP軸戦略であり、これを推進するうえで
「スピード」が非常に重要です。この両者を研ぎ澄まし、環

境の変化にも機動力を発揮し対応する機敏にして柔軟な

バンダイナムコでありたいと思います。私たちは今後とも、

良質なエンターテインメントの提供を通じ、笑顔と幸せあ

ふれる未来を従業員や世界中のファン、あらゆるパートナー

やステークホルダーの皆様とともに創っていきたいと思い

ます。ワールドワイドでさらなる進化を目指す私たちの挑戦

に、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

 2024年9月

社長メッセージ

私たちが商品・サービスを通じて提供する

“夢・遊び・感動”は、世界中をつなぎ、

人々の人生を豊かにするうえで、

かけがえのない役割を担っていると自負しています。
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チャレンジを支える戦略投資
 
　今中期計画では、各事業における通常投資とは別に

400億円の戦略投資枠を設定しています。内訳は ➀IP価
値最大化に向けた投資250億円、➁IPメタバース関連に向
けた投資150億円 で、いずれも計画通りに進捗しています。
➀に関しては、新規IP創出、グループ横断IPプロジェクト関
連のほか、スタートアップ投資ファンドによる出資も行って

います。➁については、メタバースの基盤となるデータユニ

バースの整備がほぼ終わり、活用に向けたフェーズに入っ

ています。

財務体質強化と資本効率の両立 
 
　ボラティリティの高い業界において、当社グループは、ヒッ

トの有無に左右されにくい安定的な収益基盤の構築に努め

てきました。3カ年の中期計画における年間の平均営業利益
は、前々回から前回、今回と中期計画ごとに約200億円ずつ
上積みすることができ、一連の施策の効果を裏付けていま

す。今後もこの基盤をさらに強固なものとしていきます。

　利益率については、今中期計画では営業利益率10%以
上、ROE 12%以上の安定的確保を目指しており、いずれの
年度も目標値をクリアしています。また、変化の激しい当業

界においては一定の財務的余力が必要だと認識していま

す。常時保有したい資金としては、従業員雇用維持のため

の1年分の人件費、パートナー企業を含めた安定的な事業
運営のための運転資金、1年分のゲームコンテンツ開発費
などとなります。また、足元では将来の成長に向け、トイホ

ビーの生産工場やライブイベントホールの建設も行ってお

り、このような投資案件にもスピーディに対応できる状態と

しておきたいと思います。

　バランスシート戦略としては、充実した自己資本を確保

するとともに、資本効率との両立をはかっています。政策保

有株式については、取締役会で年1回、事業戦略遂行上の
効果に加え資本コストを意識した様々な指標をもとに継続

保有の是非を検証しており、着実に削減を進める一方、IP
軸戦略推進に必要な株式保有は継続しています。当期は、 
東映アニメーション（株）の株式につき、同社の売出しに参

加したことにより一部売却を実施しました。

　株主還元においては、長期安定配当の維持とともに資本

コストを意識し、安定的な配当額であるDOE（純資産配当
率）2%をベースに、総還元性向50%以上を目指す基本方
針を採用しています。これに基づき、当期の年間配当金は

1株当たり60円（ベース配当20円、業績連動配当40円）、
DOEは5.8%となりました。また、172億円の自己株式の取
得を実施した結果、総還元性向は55.7%となりました。引
き続き、株価や手元資金の状況などを総合的に勘案し、 
適切な還元を実施していきます。

幅広い事業によるポートフォリオ経営が強みを発揮
 
　2024年3月期（以下、当期）は、デジタル事業が苦戦タイ
トルの評価損やタイトル編成見直しに伴う処分損計上など

により、大幅な減益となりました。他方、グループ全体では、

過去最高業績を更新したトイホビー事業とアミューズメン

ト事業の貢献などにより売上高が1兆円を超え、幅広い事
業領域によるポートフォリオ経営の強みを発揮することが

できました。なお、デジタル事業では、市場環境の変化を踏

まえ、前期から開発審査体制のさらなる強化を進めていま

す。具体的には経営視点により開発初期段階で着手すべき

タイトルの判断を行う会議体を新たに設置するなどの施策

を導入しましたが、開発期間の長期化により、本格的な効

果が表れるのは次期中期計画以降となる見通しです。

総還元性向
（%）

１株当たり配当金
（円）

3月31日に終了した会計年度

1株当たり配当金／総還元性向

2020 2021 2022 2023 2024

50.3 50.3 50.2 55.7

132
112

50.2

212 206

60

システムと人の両面でのセキュリティ対策
 
　情報セキュリティについては、2022年の不正アクセス事
案の教訓を踏まえ、➀システム上の対策、➁ヒューマンエ

ラー防止の両側面から、グループ全体で取り組みを進めて

います。➀については、各社のセキュリティレベルを一定水

準に標準化するとともに、事案発生時に被害の深刻度を直

ちに把握できるよう、保有する情報の棚卸し・整理を進め

ています。➁については、初動対応を分かりやすく整理し、

社内啓発活動を行っているほか、グループ各社CISOを対
象に情報共有の場を定期的に設け責任者の意識の統一を

はかっています。

次期中期計画への橋渡し
 
　進行中の2025年3月期は、売上高1兆800億円、営業利益
1,150億円と、増収増益を見込んでいます（2024年5月公表
数値）。中期計画策定時の最終年度目標をやや下回る数

値ですが、少しでも上積みし、中期計画目標の達成に最後

までこだわっていきたいと思います。また、2025年3月期は
次期中期計画への橋渡しとなる1年です。具体的な戦略・
施策の立案や必要な体制整備など、将来にわたるグループ

発展の土台づくりを進め、株主の皆様のご期待に応えてま

いります。

財務・システム基盤の強化を通じて
攻めの事業経営を支え、
グループのさらなる発展に貢献していきます。

C FO／C I S Oメッセージ

CFO/CISO’S 
MESSAGE

YUJI  ASAKO
浅古 有寿
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役 
チーフファイナンシャルオフィサー（CFO） 
チーフインフォメーションセキュリティオフィサー（CISO）

注：当社は、2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。
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IPを軸にデジタルとフィジカルの両面で 
ファンとより強くつながる

　エンターテインメントユニットでは、グループ全体と同じく「Connect 
with Fans」を中期ビジョンに掲げ、IPを軸にデジタルとフィジカルの
両面で、ファンとより強くつながることを目指しています。

　重点戦略として、「大規模な長期的投資×短期サイクルでの 
スピード投資」を推進しており、デジタル事業とトイホビー事業、

それぞれのビジネスモデルの特徴を活かした投資サイクルでの

成長をはかりながら、事業間の連携をさらに深めていきます。

　また、IPそのものの価値を最大化することが、事業の成長・ 
拡大に直結します。重点戦略「IP価値最大化思考」のもと、特に
グループを横断してワールドワイド展開しているIPについては、
外部パートナーとも協業し、IP価値最大化につなげていきます。

デジタル事業： 

開発体制の立て直しと強化をはかることで、長く深く 
遊べる良質なコンテンツをお届けしていきます

　デジタル事業では、2つの基本方針として「長く深く遊べる良
質なコンテンツ」と「多彩なエンターテインメント」のもと、ファン

の皆様の期待を超える、ワールドワイドに通用する高品質なゲー

ムや、様々なエンターテインメントを届けていきます。

　2024年3月期は、「鉄拳8」などワールドワイド向けタイトルがヒッ
トしましたが、家庭用ゲーム全体では「ELDEN RING」のリピート販
売が貢献した前期とのプロダクトミックスの違いが業績に影響しま

した。また、新作オンラインゲームなどに関わる評価損、タイトル編

成の見直しによるタイトルの開発中止に伴う処分損の計上などで

大幅な減益となりました。中期計画最終年度は、中長期での成長

につなげるべく、体制の立て直しをはかる1年と位置付けています
（特集P.50も併せてご覧ください）。
　世界のゲーム市場は今後も成長が持続すると考えていますが、

ゲーム開発は大規模化が進み、開発期間も長期化しており、環境

の変化に適応するための体制強化が必要です。優先すべきはタイ

トルポートフォリオを定め、デジタル事業全体として“何をつくるべ

きか”の明確化です。そのうえで、開発中のタイトルも含めて着実

につくりきる力、そしてタイトルを長く売り、伸ばす力の強化に注

力します。この新たな開発体制の構築による効果の発揮には、

一定期間が必要ですが、すでに開発中のタイトルについてはス

ピード感を持って施策を実施していきます。さらに発売したタイ

トルをファンに長く深く遊んでいただくためのマーケティング・販

売力の強化を目指し、日本と北米の連携で全世界マーケティング

・ 大規模な長期的投資×短期サイクルでのスピード投資
・IP価値最大化思考

NAO UDAGAWA
宇田川 南欧 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役（非常勤）

エンターテインメントユニット デジタル事業担当

株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
代表取締役社長

K AZUHIRO TAKENAK A
竹中 一博 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役（非常勤）

エンターテインメントユニット トイホビー事業担当

株式会社バンダイ  
代表取締役社長

を統括し、各地域のニーズに沿った施策とリソースの投下を戦

略的に検討していきます。

　私たちにとって、IPそのものの価値を最大化することが事業
の成長・拡大に直結します。グループ各社の強みを掛け合わせ、

デジタルとフィジカルの両面で、バンダイナムコにしか実現でき

ない、世界中のファンがつながる、まだ誰も体験したことのない 
新しい世界をファンとともに追求していきます。

トイホビー事業：   
各地域やターゲットに合わせたIPを軸にした戦略を 
実行し、多くのファンに商品をお届けしていきます

　トイホビー事業では、IPを軸に幅広い商品カテゴリーを展開し
ており、主力定番IPの強化やスピーディーかつタイムリーな商品
展開が奏功し、2024年3月期は過去最高業績を更新しました。
　重点戦略である「ワールドワイドIPの商品・サービス展開」に
ついては、世界的に人気が高まっている日本発IPの高いポテン
シャルを背景に、引き続き、ガンダムなどの主力定番IPの商品展
開を加速し、ファン層の拡大をはかっていきます。

　トイホビー事業では将来的に海外売上高比率50%を目指しており、
グループ全体戦略と同様に北米・中国事業の強化に取り組んでいま

す。これまで海外展開については、各エリア特性に合わせ、カテゴリー

の強みを活かして拡大してきました。IPを軸にした豊富なカテゴリー
で展開する、バンダイナムコならではの優位性を明確に打ち出すこと

で、独自の強みを発揮することができると考えています。

　このほか、「デジタル・ダイレクトマーケティング世界展開」を推

進しており、グループ公式通販サイト「プレミアムバンダイ」は、

2023年に国内会員数555万人を突破し、海外の会員数も順調に
拡大しています。今後もエリア特性に合わせたきめ細かなマーケ

ティングにより、幅広くファンに商品をお届けしていきます。

　エンターテインメントユニット内の連携にも、より戦略的に投

資していきます。大規模長期投資のデジタル事業、短期サイクル

でスピード投資のトイホビー事業と、それぞれのビジネスの利点

を活かした異なる投資サイクルで連携し、エンターテインメント

ユニット一丸となって、IP価値の最大化を目指します。
　また、次期中期計画での成長を見据えた大型投資として、より 
安定的なプラモデルの生産体制を構築することを目的に、バンダイ

ホビーセンターの新工場を建設中です（特集P.51も併せてご覧くだ
さい）。

　中期計画最終年度においても、各地域やターゲットに合わせ

たIPを軸にした戦略を実行し、全世界に向けてより多くのファン
に私たちの商品・サービスをお届けしていきます。

Connect with Fans
ユニット中期ビジョン

ユニット重点戦略

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ� MESSAGE

ENTERTAINMENT UNIT
エンターテインメントユニット
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他ユニット 他ユニット

 ENTERTAINMENT UNIT
エンターテインメントユニット

ダウンロードコンテンツ・ 
アップデート・イベント開催

協業

IP使用許諾

デジタル事業重点戦略

  ワールドワイドタイトル編成、大規模開発の
推進

  海外現地発コンテンツ強化
  メタバース構想の実現

2025年3月期計数目標

売上高� 3,700億円

セグメント利益� 300億円

 主要カテゴリー別売上高

ネットワークコンテンツ

1,879億円

家庭用ゲーム

1,515億円

販売本数

39,682千本
海外売上高比率*

44%
フルパッケージの 
ダウンロード販売比率

56%

 ネットワークコンテンツ  家庭用ゲーム

ダウンロードコンテンツ・ 
アップデート・イベント開催

ゲーム
コンテンツ

ゲーム
コンテンツ

お客様（ファン）

クリエイター

開発パートナー

他社

デジタル 
事業

プロモーション・
メディア展開

プラットフォーム

*  ネットワークコンテンツ売上高の 
うち海外での発生比率

2024年3月期業績関連データ

連動

協業

開発・生産パートナー

商品・サービス提供

商品・サービス提供

「それいけ！アンパンマン」 

94億円

「ウルトラマン」 
シリーズ

83億円
「仮面ライダー」 
シリーズ

234億円

「ガンダムシリーズ」 

687億円
「スーパー戦隊」 
シリーズ

54億円

「DRAGON BALL」 
シリーズ

230億円

「プリキュア」 
シリーズ

64億円

「ポケモン」 

119億円

「ONE PIECE」 

603億円

トイホビー 
事業 版権元

店舗・Eコマース

お客様（ファン）

メディア

TV
映画 
配信
出版
WEB
イベント 
 等

メディア

TV
映画 
配信
出版
WEB
イベント 
 等

商品化許諾

番組提供・出資 IP使用許諾

プロモーション・
メディア展開

プロモーション・
メディア展開

トイホビー事業重点戦略

  ワールドワイドIPの商品・サービス展開
  北米・中国事業強化
  デジタル・ダイレクトマーケティング世界 
展開

2025年3月期計数目標

売上高� 5,300億円

セグメント利益� 800億円

 IP商品・サービス売上高（国内トイホビー）

2024年3月期業績関連データ

トイホビー事業におけるビジネスモデルの一例（他社IPを活用する場合）デジタル事業におけるビジネスモデルの一例（自社IPを活用する場合）

注：2024年5月時点の業績予想を記載 注：2024年5月時点の業績予想を記載

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ� MESSAGE

連動

バンダイナムコグループ バンダイナムコグループ
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連動

協業

プロモーション・
メディア展開

製作作品 
提供

商品・ 
サービス
提供

製作作品
販売

プロモーション・
メディア展開

IP使用許諾

プロモーション・
メディア展開

世界をつなぐ多彩な物語を提供し続ける
IPプロデュースNo.1集団への進化

“いいもの”をつくり続けることに妥協なく 
挑戦し続けます

　IPプロデュースユニットは、映像・音楽・ライブイベント事業
を担うユニットとして作品や音楽を生み出すための創出力、制

作力を強化し続けます。中期計画最終年度は、映像事業全体

が転換期を迎える中、映像作品のポートフォリオ経営を着実

に実行し、利益の最大化をはかります。

　アニメーション制作・販売ビジネスの市場環境は大きく変

化しており、制作本数が増加する一方、アニメーター人材の不

足により、制作スケジュール調整の難易度が高まり、制作コス

トも上昇しています。そうした環境に対応すべく、自社内の制

作力強化とともに、外部パートナーとも連携し、創出力・制作

力の強化をはかっていきます。社内に制作スタジオを持つ強

みを最大限活用し、ノウハウの蓄積や長期的な技術力の強化

に加え、内部クリエイターの育成にも力を注ぎます。並行して、

（株）エイトビットのグループ入りをはじめ、複数のアニメー

ション制作会社との業務提携により、制作力は着実に強化して

います。今後も外部スタジオとの連携、協業を積極的に実行 
していきます。

　出口戦略としては、作品の方向性に応じてTV・映画・映像
配信などの映像展開、番組販売、パッケージ販売、ライブイ

ベントでの活用など映像事業の全方位的な可能性を探り、

様々な形で価値を広げていきます。また、もう1つの強みであ
るライセンスビジネスにおいては、ライセンス機能を持つユニッ

ト各社の拠点を集約し、連携向上をはかることで、よりライ

センサーとしての機能も強化していきます。

　音楽・ライブイベント事業では、拡大するライブ需要を取り

込むべく、2026年の完成に向けて収容客数2,000人規模の
コンサートホールを東京都渋谷区に建設中です。多種多様な

音楽・ライブイベントを通じて、IPやアーティスト育成の場とし
ても活用していきます。

　IPプロデュースユニットでは、IPそのものを生み出し続ける
ことが、私たちの成長だけでなく、今後の映像・音楽業界の進

化にもつながると信じています。これからも“いいもの”をつく

り続けることに妥協なく挑戦し、世界中から注目される作品を

多くのファンにお届けすることで、IPプロデュースNo.1集団へ
と進化していきます。

ユニット中期ビジョン

IPプロデュースユニットにおけるビジネスモデルの一例

重点戦略

  多面的プロデュース力強化によるヒット 
創出加速

  多角的マネジメント力強化による作品価値
最大化

  戦略を遂行し、継続的に成長・発展する 
ための強固なユニット体制の確立

2025年3月期計数目標

売上高� 830億円

セグメント利益� 120億円

2024年3月期業績関連データ  

 ライブイベント開催回数

*  （ 株）バンダイナムコミュージックライブ
が実施した公演回数

管理楽曲数

（株）バンダイナムコミュージックライブ

原盤管理楽曲数 

約72,700曲
出版管理楽曲数  

約40,400曲

公演回数*

イベント799回

  IPプロデュース事業の 
著作権保有数（2024年3月末現在）

著作権保有コンテンツ数／ 
総時間数
（株）バンダイナムコフィルムワークス、 
（株）バンダイナムコピクチャーズ 
（株）SUNRISE BEYOND

1,137作品／
5,902時間

パッケージ 
ライブイベント 

等

商品・ 
サービス
提供

他社

他ユニット

外部パートナー・クリエイター・ 
アーティスト

メディア

TV
映画
配信
出版
WEB 等

映像

音楽 ライブ 
イベント

IPプロデュースIPプロデュース

注：2024年5月時点の業績予想を記載

お客様（ファン）

MAKOTO ASANUMA
浅沼 誠 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役（非常勤） 
IPプロデュースユニット担当

株式会社バンダイナムコフィルムワークス 
代表取締役社長

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ� MESSAGE

バンダイナムコグループ

IP PRODUCTION UNIT
IPプロデュースユニット
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“Responsive to Change”  
未来へ向けて、「変化」に適応し 
進化するユニットへ

組織能力を活かし、ファンと直接つながることで、 
Fun for All into the Futureを実践していきます

　コロナ禍において人々が巣籠り生活を経験したことから、

顧客にとってのリアルエンターテインメントの重要性は増した

と感じています。しかしながら、ユニークさを追求し、進化発

展し続けることができなければ、事業を継続することは厳しい

業界で、今後も施設開発・運営や業務用ゲーム開発において、

様々なアイデアやグループの強みを活かした、独自の新規創

出が非常に大切です。

　アミューズメントユニットは、中期計画最終年度においても

「TRANSFORM」「UNITE」「CONTROL」の3つの重点戦略の
柱を推進することに変わりはありません。

　「TRANSFORM」では、事業内の組織改編を進めて事業に対
する取り組み方を変えたことで、成果が上がってきています。国

内における労働力不足や新規出店機会の減少などの課題は継

続しており、油断することなくさらなるTRANSFORMを進めて
いきます。

　「UNITE」では、アミューズメントユニット内にとどまること
なく、グループ各社との連携も深化しており、私たちユニットの

「リアルな顧客接点の存在」という役割の重要度は増してきて

いると捉えています。日本発IPの海外での活躍、グループの商
品・サービスの海外展開が加速する中、グループの公式ショッ

プの海外展開を拡大させています。また、業務用ゲーム開発

においてはユニット内での連携をより深め、その製品をワール

ドワイドで拡販する体制を強化します。

　「CONTROL」では、キャッシュ・フローを重視した経営意識
を高めつつ、ユニット内のガバナンス強化に努めており、継続

的に取り組みを推進していきます。

　IP軸戦略において、“場”を通じてファンの熱量を直に感じ、共有で
きることがアミューズメントユニットの強みです。アミューズメント

ユニットでは、“遊び”や“場” 、“人的オペレーション”といった私た
ちの組織能力を活かし、ファンと直接つながることで、「パーパス

“Fun for All into the Future”」を実践していきます。

ユニット中期ビジョン

重点戦略

  TRANSFORM  事業の取り組み方を変える
  UNITE  ユニット一体となり常に 

最適化していく
  CONTROL  状況に合わせて迅速・ 

柔軟に対応する

2025年3月期計数目標

売上高� 1,250億円

セグメント利益� 70億円

2024年3月期業績関連データ

  主要カテゴリー別売上高

業務用ゲーム

340億円

アミューズメント施設

854億円

商品・ 
サービス提供

  アミューズメント施設数 
（国内外合計）

直営店 

 240施設
レベニューシェア* 
� 803施設
その他 
� 78施設
合計 
� 1,121施設

*  業務用ゲームのオペレーション売上歩率配分方式による契約店舗

販売・バージョンアップ

協業

お客様（ファン）

アミューズメント 
ユニット

他社運営施設

デベロッパー

自社運営施設商品・サービス
提供

出店

業務用ゲーム開発

生産・開発パートナー

商品化・イベント・キャンペーン・
施設企画の許諾

アミューズメントユニットにおけるビジネスモデルの一例

注：2024年5月時点の業績予想を記載

協業

バンダイナムコ 
グループ

他ユニット

HIROSHI K AWASAKI
川﨑 寛 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役（非常勤） 
アミューズメントユニット担当

株式会社バンダイナムコアミューズメント 
代表取締役社長

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ� MESSAGE

版権元

AMUSEMENT UNIT
アミューズメントユニット
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Connect with Fans
バンダイナムコグループは、2022年4月より3カ年

の中期計画を推進しています。

「パーパス“Fun for All into the Future”」のも

と、目指す姿に向けて、世界中のIPファン、あらゆ

るパートナー、グループ社員、そして地域・社会と

常に向き合い、広く、深く、複雑につながる存在を

目指します。

P.38からの特集では、多彩な事業とエリアでプロ

ジェクトを推進する現場担当者からのメッセージ

をお届けするほか、さらなる事業拡大を目指す 

グローバルでの取り組みについてご紹介します。

中期ビジョン

重点戦略　

2025年3月期 計数目標（2022年2月の中期計画発表時点）

推進体制

・ガバナンス体制を強化    監査等委員会設置会社への移行
・ユニット体制の一部変更    IPプロデュースユニット内の再編

売上高　1兆1,000億円 営業利益　1,250億円 ROE　12.0%以上

38  IP×Fan
 38  45周年を迎え、進化を続けるガンダムシリーズ 

チーフガンダムオフィサー（CGO）からのメッセージ

 40  IP価値拡大に貢献した 
「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」

 41 ガンダム映像作品の海外展開

 42  ファンとのつながりを広げる、新しい形の音楽ライブイベント 
「異次元フェス」

 44  「異次元フェス アイドルマスター★♥ラブライブ！歌合戦」　 
現場担当者座談会 
音楽ライブイベント「異次元フェス」が提示した新たな価値

詳細はP.36

ESGセクション：社外取締役座談会 P.64

バンダイナムコグループ中期計画（2022年4月～2025年3月）

C
O

N
T
E
N
T
S

IP軸戦略 

人材戦略

IP×Fan
IPでファンとつながる 

ファンとつながるための新しい仕組み IP軸戦略の進化 ALL BANDAI NAMCOでの事業構築

IP×Value
IPの価値を磨く

IP×World
IPで世界とつながる

サステナビリティ

Connect with Fans  ～多彩な事業・エリアでファンとつながる～
SPECIAL  
FEATURE

P.38～61

P.72～73

P.70～101

46  IP×Value
 46 ファンと向き合い、長く深く楽しめる『鉄拳』シリーズ

50  COLUMN
 50 01    ゲーム開発における体制強化の取り組み

 51 02    プラモデル生産体制強化の取り組み

 52 03    アニメーターの育成と制作体制強化

54  IP×World
 54  市場を牽引する「回す」エンターテインメント 

「ガシャポン」 

 57  開けた時の驚きをカプセルトイ「ガシャポン」の 
商品開発を通じて提供

 58  ALL BANDAI NAMCOでのグローバル事業拡大

 60  デジタル事業の拡大をはかる北米事業

 61  ALL BANDAI NAMCOで現地ニーズを捉えて展開する
中国事業
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中期計画の軌跡
2005年9月、（株）バンダイと（株）ナムコの経営統合により、バンダイナムコグループが誕生しました。
統合後、相乗効果の発揮に向け社内整備を急ぐ一方で、市場や顧客の変化に対応できずスピードが低下するとともに各社の
強みを活かしきれず、業績が低迷しました。2010年4月に「IP軸戦略」のもと、スピードあるグループへの変革を目指す 
「リスタートプラン」を導入し、IPという共通価値の最大化に向けて、グループ一丸となって取り組むことで業績が回復しました。

2022年3月期は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大を受け、事業基盤や組織体制を整備する期間と位置付け、
2023年3月期より現中期計画をスタートしています。

3,785
3,941

4,542

4,872

5,654
5,755

7,323 7,239

7,409

営業利益
（単位：億円）

売上高
（単位：億円）

422
356

334

223
163

346

486
446

4,5914,508 4,604

4,263

5,076

18

6,783

2006 2019 2020 2023 20242022 20252021

6,200

2016.3–2018.3 中期計画

2007 2008 2009 20122010 2013 201620152014 201820172011

2007.3–2009.3 中期計画

2010.3–2012.3 中期計画

スピードの低下
社会の変化に対応できず

2023.3–2025.3 
中期計画

2013.3–2015.3 中期計画

2019.3–2021.3 中期計画

2021.4–
2022.3 
次期中期計画 
に向けた 
事業基盤・ 
体制整備

リスタートプラン導入
 スピードあるグループへの変革
 「IP軸戦略」がグループへ浸透

RESTART!

Connect with Fans

テーマ：ポートフォリオ経営の
強化・充実・拡大
 コーポレートガバナンスの強化
人的資源の有効活用
最適な経営体制の構築

 「エンターテインメント・ハブ構想」の推進
海外事業の強化

テーマ：グローバル成長基盤の整備
成長領域への経営資源の先行投資
事業の収益性強化

中期ビジョン：
NEXT STAGE　挑戦・成長・進化
 IP軸戦略の進化
グローバル市場での成長
ビジネスモデル革新への挑戦

中期ビジョン：挑戦・成長・進化
事業に関わる3つの事業領域戦略と、
グループを横断する2つの機能戦略を
推進

中期ビジョン：
CHANGE for the NEXT
挑戦・成長・進化
 「IP軸戦略」のさらなる進化
新たなエンターテインメントへの挑戦

 ALL BANDAI NAMCOでの成長
 「人」を核とした企業グループへ

8,892

9,900

10,502

「IP軸戦略」の浸透から進化へ

中期ビジョン

バンダイナムコグループ中期計画（2022年4月～2025年3月）

906

1,254 1,164

563 496

840
787

846

750

632

経
営
統
合

3月31日に終了した会計年度
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中期計画重点戦略の概要と進捗

IP軸戦略

人材戦略 サステナビリティ
多様な人材の育成
　バンダイナムコグループは、様々な才能、個性、価値観を持つ人材が生き生きと活躍することができる企業グループの集団であることを
目指します。マーケッター人材、クリエイター・エンジニア人材、管理系人材など、多様な人材の登用・育成をはかるとともに、社員のチャ
レンジ支援やグローバルで活躍する人材育成など様々な働き方ができる環境づくりを推進します。 

笑顔を未来へつなぐ
　パーパスのもと、ファンとともに持続可能な社会の実現に向けた 
サステナブル活動を推進します。また、エネルギー由来の二酸化炭素
排出量削減目標を掲げ、脱炭素化に向けた取り組みを推進します。

今中期計画の3年間

合計 400億円

　長期的な視点であらゆるパートナーとオープンに協業するほか、
事業の最大化はもちろんのこと、IPの可能性を拡大するための取
り組みを推進します。地域や事業を横断して展開するIPにおいて
は、グループ横断プロジェクトによりIP価値最大化を目指します。

2024年3月期 取り組み事例 
グループ横断
 「 ガンダムシリーズ」のアニメーションや劇場作品の公開と連動し、商品・サー
ビスやマーケティングをグループ横断で展開

  「DRAGON BALL」「ONE PIECE」の商品・サービスやマーケティングをグループ
横断プロジェクトのもと展開
 データユニバース構想の推進

デジタル事業
  バランスの取れた最適なタイトルポートフォリオの構築、開発体制の強化
を推進

トイホビー事業
 グローバル展開拡大のため、展開カテゴリーの拡大、EC、生産体制を強化
  リアルイベントや店舗によるタッチポイントの拡大、オンラインを活用した 
展開強化

IPプロデュース
  アニメーション制作会社およびデジタルコンテンツ制作会社の子会社化
 自社制作／他社との協業映像作品のグローバル展開強化

アミューズメント
 グループのIPや商品・サービスと連動した施設展開の強化
 グループと協業した施設展開のグローバル拡大強化

　組織再編や戦略投資などによりIP創出とプロデュース力を
さらに強化します。また、外部パートナーとの協業や各地域・
各事業の連携を通じて、より長期的な視点でIP価値最大化を
目指します。

　グローバル市場において、ALL BANDAI NAMCOで一体となり戦略を推進するため、世界の各地域で組織再編や各事業の拠点集約
などを行いました。この体制のもと、グローバル展開の拡大や、事業を横断したマーケティング面の連携を強化したことにより、 2024
年3月期の海外売上高比率は27.8%となりました。前年同期比で、0.7ポイント低下しましたが、これは国内売上高が拡大したことで
比率が下がったもので、海外売上高自体は拡大しています。中期計画最終年度の2025年3月期には、海外売上高比率35%を目標とし、
さらにできるだけ早期に50%への拡大を目指します。

IP軸戦略の進化に向けた投資計画 

IP×Value IPの価値を磨く IP×Fan IPでファンとつながる IP×World IPで世界とつながる

 IP価値最大化に向けた戦略投資 

 250億円

2024年3月期　取り組み事例

・定番IP商品・サービスの強化
・新規IP創出

「IPメタバース」開発に向けた投資 

150億円

2024年3月期　取り組み事例

・ データユニバース構想に向けた 
グループデータ基盤整備

IP軸でIP価値最大化を目指すIPプロジェクト
　地域や複数事業を横断して展開しているIPにおいては、グ
ループ横断プロジェクト（=IPプロジェクト）により、長期的か
つ全体最適の視点でIP価値の最大化を目指します。幅広い
商品・サービスの出口、デジタルとフィジカルの双方で連携
できる強みを活かし、IPの商品・サービス展開、配信、PR、イ
ベント開催などをIPプロデューサーが司令塔となり、ALL 
BANDAI NAMCOで推進します。

中長期での事業成長を支えるための投資 
　中長期での成長を支える基盤を強固にするため各事業で様々な取り組みを行って
います。トイホビー事業では、グローバル市場での需要に対応すべく生産体制の増強
を行っています。プラモデルでは、国内生産拠点バンダイホビーセンター（BHC）に加
え、国内グループ会社の生産拠点の活用やパートナー企業との連携により、生産体制
の強化をはかっています。また、BHCの隣接地に新工場の建設を行っており、さらなる
生産体制の増強を目指します。IPプロデュース事業では、ライブイベント需要の拡大
に対応すべく、自社のコンサートホールを建設しています。新たに完成予定のコンサート
ホールは、イベントの開催だけでなく、IPやアーティストの育成の場としても活用を 
行います。

  バンダイナムコグループのサステナビリティ方針
  マテリアリティの特定
マテリアリティ5項目
- 地球環境との共生 - 適正な商品・サービスの提供　 
- 知的財産の適切な活用と保護 - 尊重しあえる職場環境の実現　　 
- コミュニティとの共生
  脱炭素化に向けた中長期目標

国内

2021年3月期（実績）

海外売上高比率 22.3%

2024年3月期（実績）

海外売上高比率 27.8%

2025年3月期（中期計画目標）

海外売上高比率 35%

長期目標

海外売上高比率 50%

国内 国内
国内

海外 海外 海外
海外

バンダイナムコグループ中期計画（2022年4月～2025年3月）

ESGセクション：社員とともに P.92～95 各マテリアリティの取り組みについては、 P.96～101をご覧ください。

特集：IP×Worldの取り組み P.54～61

ESGセクション：バンダイナムコグループの人材戦略 P.72～73

TOPICS
注：グループ会社の所在地別売上高で日本からの輸出は日本の売上高に含まれます。
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  チーフガンダムオフィサー（CGO）からのメッセージ

ガンプラを中心とした商品・サービスの展開が大きく拡大しまし

た。2021年のガンダムカンファレンスで掲げた2026年3月期売
上高1,500億円という目標が視野に入ってきた状況です。
　2024年3月期においては、映像作品としてTVシリーズ「機動
戦士ガンダム 水星の魔女」の放送や劇場版「機動戦士ガンダム
SEED FREEDOM」の公開などにより、多くの新規ファンを獲得
することができました。特に最近では、国内外で映像配信プラッ

トフォームが普及し、多言語対応も進んだことで、日本アニメの

配信拡大に伴いガンダムの認知度も向上しています。さらに、

ガンダムの世界観を活かした施策として象徴的とも言えるのが

実物大立像の展開です。2009年に初めて東京都の潮風公園に
設置した実物大ガンダム立像は、52日間でおよそ415万人を動
員し、大変な反響を呼びました。その後、実物大立像は国内の

45周年を迎え、進化を続けるガンダムシリーズ

　2024年4月より、4代目となるチーフガンダムオフィサーに就
任しました。ガンダムシリーズが45周年を迎えた年での就任と
なりましたが、次の節目に向けてガンダムのグローバルでの認

知度向上をはかり、長期的な視点でガンダムのIP価値最大化に
向けて取り組んでまいります。

　ガンダムシリーズのグループ全体の売上高は、2020年3月期
の781億円から、2024年3月期に1,457億円と、5年間で187%
の成長を果たしました。この5年間は、国内市場が引き続き好調
だったことに加え、ワールドワイドにおける映像作品の提供やイ

ベント出展などを推進し、グローバルでの認知度向上に伴って、

みならず、中国上海にも設置するなど、作品の世界観や魅力を

多くの方に伝える取り組みとして大きな貢献を果たしています。

映像作品を起点に、こうした革新的な施策を推進していること

も、ガンダムIPの認知度向上につながっていると思います。

グローバル事業の成長をさらに加速

　ガンダムのグローバル展開においては、これまで同様にグルー

プの中期計画と合わせて北米および中国市場が重点地域です。

アジア市場でのガンダムへの認知度は以前から比較的高い状

況でしたが、中国における事業規模は順調に拡大しており、さ

らなる発展が期待できます。北米においてはさらに認知度を拡

大していきます。市場性の高さや消費動向からも大きな可能性

を感じています。今後は、順調に拡大を続けるガンプラと、映像

展開や店舗展開、SNSを活用したプロモーションなどの各種施
策により、ファンとのつながりを深めていきます。今秋Netflixで
世界配信される映像作品「機動戦士ガンダム 復讐のレクイエ
ム」のほか、実写版ガンダムの制作もハリウッドで進行中であり、

北米での認知度向上の機会として期待しています。

　今後も、日本市場の成長を続けていく一方で、持続的成長に

向けて、グローバル展開の拡大は欠かせない要素です。ALL 
BANDAI NAMCOで連携し、総合力を発揮して取り組んでいき
ます。また、今後はより分かりやすい、多言語化されたファンコ

ミュニティの形成も求められるでしょう。エリアごとに求められ

る映像作品、商品・サービスを、現地の文化や嗜好性も考慮し

た綿密なマーケティングにより把握し、戦略的に展開することで

グローバルでのファン層拡大を強力に進めていきます。

ファンとともに創るガンダムの未来

　ガンダムシリーズ45周年を迎え、日本全国で展開するイベン
ト「GUNDAM NEXT FUTURE -ROAD TO 2025-」を開催してい
ます。これは、日本国際博覧会（大阪・関西万博）を開催する

2025年に向けて、次なるガンダムの未来をファンとともに創造
していくという想いも込めています。その一環として、ファンの皆

様から募ったガンダムへのメッセージの一部を、大阪・関西万

博の「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」関連の施策にも
活用します。

　「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」は、グループの「パー
パス“Fun for All into the Future”」のもと、ガンダムを通して 

世界中の人々とつながり、ともに「未来」を考えるきっかけの場と

なることを目指しています。また、パビリオンには「GUNDAM 
FACTORY YOKOHAMA」で展
示した、動く実物大ガンダムの

資材を再活用した実物大ガン

ダム像を展示します。高さ約17
ｍの静止像で、片膝を立てて腕

を大きく上げるポーズは、宇宙、

そして未来に向けて手を差し伸

べているイメージとなっていま

す。ファンの皆様とともに創る

「GUNDAM NEXT FUTURE 
PAVILION」にぜひご期待くだ
さい。

ガンダムIPをさらに進化させるために

　ガンダムシリーズには45年紡いできた歴史があり、それぞれ
のファンにそれぞれ思い入れのあるガンダム作品があります。ま

た、長い歴史と様々な作品群があることで、国や地域、ファンの

年齢などによって初めて触れるガンダム作品が異なり、ファンご

とに異なる“ファーストガンダム”があります。こうした背景を前

提に、多様な世界観の作品が連綿と制作されてきたことで、IP
としての深さや奥行きが生まれ、今もなお多くのファンの皆様を

魅了し続けているのだと思います。

　ガンダムシリーズの今後に向けては、ワールドワイドにおける

ブランディングの強化と、これまで以上に幅広いカテゴリーでの

事業展開、そして外部パートナー との連携を含め様々な取り組
みを推進していきます。来るべき50周年に向け、ガンダムの魅力
をグローバルに波及し、さらに進化させていくことが私の使命だ

と考えています。

2020年3月期 2021年3月期

 Connect with Fans  ～多彩な事業・エリアでファンとつながる～

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2026年3月期 
（計画）

781億円
950億円 1,017億円

1,313億円
1,457億円 1,500億円

「ガンダムシリーズ」売上高（グループ全体）
2020年3月期対比で

187%

SPECIAL FEATURE

38 3939

IP Fan

HIROSHI SAKAKIBARA

榊原 博 
株式会社BANDAI SPIRITS  
代表取締役社長  
チーフガンダムオフィサー 
（CGO） 

45周年を迎え、進化を続ける
ガンダムシリーズ
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  IP価値拡大に貢献した  
「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」

が挙げられます。加えて、20年を経たことで、制作技術も格段
に進歩し、CG技術の活用で全編にわたって見ごたえのある映
像表現を実現できたことも要因です。

　商品・サービス展開としては、TVアニメーション「機動戦士
ガンダム 水星の魔女」と同様、ガンダムプロジェクトが中心とな
り、公開前からバンダイナムコグループ全体でプロモーションを

仕掛け、公開と同時に多くの商品・サービスを展開しています。

特にガンプラは、映像作品とともに車の両輪のように連携し、

「SEED FREEDOM」の新商品だけでなく過去のSEEDシリーズ
のリピート商品の販売も好調に推移するなど、作品のファン層

の広がりと連動する形で大きな相乗効果が発揮されました。

　2004年からSEEDシリーズに携わってきましたが、様々な想
いが詰まった作品として、20年を経て完成に至ったことは、グ
ループ全体の協力があってこそです。また、長くお待たせしな

がらも、ファンから多くの支持を得られたことで、ガンダムと

ファンのつながりの深さを改めて感じることができました。今

後は若い世代にしっかりとバトンをつなぎながら、これからの

ガンダムが時代とともにどのように変化し、新たな姿を見せて

いくのか楽しみにしています。

　こうした「SEED FREEDOM」の成功には、2023年のTVシリー
ズ「機動戦士ガンダム 水星の魔女」の展開が背景にあります。
TVアニメの海外展開は配信を中心としていましたが、インター
ネット配信の普及もあり、これまでのガンダム映像作品と比べて

も転換点とも言えるほどの反響とファン層の拡大につながりま

した。こうしたことが下地になり、「SEED FREEDOM」への興味・
関心が醸成され、様々なプロモーション効果も合わさり、成功に

つながったと考えています。また、ALL BANDAI NAMCOでグルー
プ各社が連動し、劇場公開に合わせた商品・サービスの展開が

できました。これは、公開前の早い段階から海外のグループ各社

と情報共有を行い、現地配給会社と連携することで、グループと

してのクロスプロモーションを実行できた効果だと思います。

　昨今は、日本発アニメーションへの人気の高まりもあり、市場

が拡大しています。ただ、ガンダムの認知度や人気は、各国でま

だばらつきがあります。新たな地域への開拓は、私としても挑

戦すべきミッションだと捉えています。今後も映像作品のさらな

るグローバル展開に向け、現地の状況に応じた施策を行うこと

で、ガンダムの認知度向上に貢献していきたいと考えています。

新たなファン層を拡大し、過去最高の興行収入を達成

　私は企画プロデューサーとして、劇場版「機動戦士ガンダム

SEED FREEDOM」（以下、「SEED FREEDOM」）の完成に向け、
制作プロデューサーとともに映像本編の制作に関わり、完成後

はグループ横断の商品・サービス展開、宣伝展開の統括として

の役割を担いました。

　今回の「SEED FREEDOM」はTVアニメーション「機動戦
士ガンダムSEED DESTINY」から20年ぶりの新作となります。
様々な事情で制作に時間を要しましたが、公開後は、非常に

多くのファンに足を運んでいただき、劇場版のガンダムシリー

ズとしては過去最高となる、国内約49億円（2024年7月22日
時点）超の興行収入となりました。20年前からのファンに加
え、10代から20代の若年層も多く来場いただき、新たなファン
層の拡大を感じることもできました。

ALL BANDAI NAMCOの展開が成功を実現

　成功の要因としては、まず、グループ各社がSEEDシリーズの
商品・サービスを20年にわたって展開し続けていたことにより、
作品が忘れ去られることなくファンの心をつかみ続け、「SEED 
FREEDOM」への期待感の醸成につながったと考えています。
また、近年のインターネット配信の普及拡大により、SEEDシ
リーズの多くの過去作品が配信され、幅広い世代が手軽に作

品を視聴できる環境が整い、作品への理解が促進されたこと

ワールドワイドでも大きな反響を獲得した 
「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」

　グローバルライセンス部は、ガンダムシリーズをはじめとする

映像作品の海外展開の窓口を担い、ライセンスの管理・販売を

実行する役割です。「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」（以下、
「SEED FREEDOM」）においては、劇場作品として海外への配給
を行い、ワールドワイドでの劇場公開やプロモーション活動を推

進しました。

　「SEED FREEDOM」は、全世界22の国と地域で上映、配給・
配信を含めると合計82 以上の国と地域で展開しています
（2024年7月時点）。配給にあたっては、国や地域ごとに、文化
の違いなど様々な事情を考慮した展開が必要です。重要なの

は、世界各国のグループ会社と連携を取りながら、現地に合っ

た最適な公開のタイミングをはかることです。また、プロモー

ション活動においても、各国に合わせて上映会やイベント展開

を行うなど、丁寧な対応を心がけました。結果、国内同様に海

外各国においても、多くのファンにご来場いただき、大きな反響

を得ることができました。過去作品からのファンをはじめ、海外

においても着実に新しいファン層の拡大ができたと思います。

S P E C I A L  F E AT U R E

ガンダム映像作品の海外展開
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SPECIAL FEATURE

KAORI SHIDA

志田 香織 
株式会社バンダイナムコフィルムワークス  
IP事業本部　 
ガンダム事業部 企画製作課 
マネージャー

AI TAKAI

髙井 愛 
株式会社バンダイナムコフィルムワークス 
執行役員

マネジメント事業本部　副本部長　 
兼　グローバルライセンス部　ゼネラルマネージャー
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S P E C I A L  F E AT U R E

超えて広がり続ける2次元×音楽の世界でそれぞれ拡大してき
た「アイドルマスター」と「ラブライブ！」による、IPの垣根を越え
たグループ横断のコラボレーションを実現しました。

　全く、別々のIPを組み合わせてコラボレーションすること自体
が非常にチャレンジであり、各方面から様々な懸念もありまし

たが、（株）バンダイナムコエンターテインメント、（株）バンダイ

ナムコフィルムワークス、（株）バンダイナムコミュージックライ

ブのグループ３社が緊密に協力し合うことで実現に至りました。

まさに今までに見たことがない取り組みとして、ファンの興味を

惹き、驚きを与える新しい体験を提供できたと思っています。ま

た、本ライブは、国内のみならず海外向けにも配信を行い、ワー

ルドワイドで大きな注目を集めるライブイベントとなりました。

今まで開催したことのない、ファンの興味を誘う 
イベントシリーズ「異次元フェス」の展開

　2023年12月、「アイドルマスター」シリーズと「ラブライブ！」
シリーズによるコラボレーションライブ「異次元フェス アイドルマ
スター★♥ラブライブ！歌合戦」を東京ドーム（東京都文京区）

にて開催しました。

　「異次元フェス」は、今まで開催したことのない、異種なもの

をマッチメイクし、ファンの興味を惹くイベントを開催したいとい

う想いから生まれました。「異次元」という名前を付けたからに

はどのようなコラボレーションにするかと考え、アニソンの枠を

それぞれのIPファンの気持ちに寄り添い、 
キャスト自身も楽しむ

　「アイドルマスター」と「ラブライブ！」の組み合わせについて

は、ともにアイドルで、歌や踊りの共通項もあり、さらにそれぞ

れが単独で東京ドーム公演を実施しているノウハウもあること

から、親和性の高いイベントを実現できる見通しがありました。

また、2025年は「アイドルマスター」シリーズ20周年、「ラブライ
ブ！」シリーズは15周年を迎え、IP価値の最大化としてさらなる
起爆剤となる取り組みを実行したいという背景もありました。

　とはいえ、何よりも重視すべきは、それぞれのIPファンの思い
に寄り添うこと、そして現場で実際にパフォーマンスを披露する

100人を超えるキャストたち自身が楽しめることです。そのため
に「異次元フェス」開催に向けて、コラボ番組を配信するなどの

取り組みを行いながら、雰囲気の醸成に努めました。結果、「異

次元フェス」のコンセプトを高い完成度で実現できたことで、多

くのファンに支持を受け、第2回の開催を待ち望む声も上がるな
ど、大きな反響を得ることができました。

　また、ファンへのインパクトもさることながら、グループ3社間
の手法や仕組み、ノウハウを共有できたことで、それぞれのIP同
士で良い刺激を与えることもできました。お互いに敬意を払い

ながら、ALL BANDAI NAMCOとしてグループの力を結集できた
ことは、私たちにとっても、新しい切り口、新しい体験に結びつ

いたと捉えています。

「異次元フェス」を通じてIPの価値最大化に貢献

　今後は、期待が高まる第2回「異次元フェス」の開催が大きな
テーマになります。「異次元フェス」で掲げたのは、今まで開催した

ことのない、ファンの興味を惹くイベントをやろう、ということです。 
1度開催してしまうと異次元ではなくなってしまうジレンマもありま
すが、どのようなIPの組み合わせでコラボレーションするか、ファン
が望むIP同士、意外性のあるIP同士など、様々な組み合わせの可
能性を探りつつ、新しい挑戦をしていきたいと考えています。

　また、グローバル展開の挑戦もテーマの1つです。例えば、 
今回の「異次元フェス」をそのまま海外で実施するには、100人
を超えるキャストの遠征やグッズの販売方法など、解決すべき課

題も多いです。海外でのライブ事業展開は、実績が少なく、まず

は様々なライブイベントで実施回数を重ねながら、各社で経験

値を積み上げていく必要があります。

　さらに、東京都渋谷区に収容客数2,000人規模のコンサート
ホールを建設中で2026年に開業予定です。今も成長し続けて
いる流行の発信地である渋谷で、多種多様な音楽・ライブイベン

トを通じ、人と、社会と、そして世界とつながる場を提供したい

と考えています。加えて、グループの新しいIPの創出、アーティス
トの育成の場として、自社のホールだからこそ、実験的な様々

な挑戦を行う場として活用できればと思います。

　「異次元フェス」の第1回の成功は、これまでにないライブ 
イベントの形をファンに提示できたと同時にIPの価値最大化に
も寄与したと考えています。今後もIP軸戦略の新たな可能性を
切り拓く取り組みの実現に向けて、様々な可能性を探りながら

挑戦し続けていきます。

「ラブライブ！」シリーズ
女子高校生が学校で活動するアイドル・“スクー

ルアイドル”を通して夢を叶えていく姿を描くプ

ロジェクト。「みんなで叶える物語」をテーマに、

オールメディアで展開しています。 2010年よ
り、最初のシリーズとなる「ラブライブ！」を皮切

りに、新たな作品を次々と展開し、メンバーのス

トーリーを描いたテレビアニメの放送や、メン

バーを担当するキャストによるライブイベントの

開催など、多岐にわたる活動を行っています。

「アイドルマスター」シリーズ
プレイヤーが芸能プロダクションの“プロデュー

サー”という立場でアイドルを育成する「アイド

ルプロデュース」ゲームコンテンツ。2005年7
月にアミューズメント施設向けゲームからスター

トし、スマートフォン向けゲームアプリ、家庭用

ゲーム、ライブイベント、楽曲CD、テレビアニメ、
劇場版、ラジオ、グッズなど、多岐にわたり展開

しています。2025年に誕生から20年目を迎え
ます。
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ファンとのつながりを広げる、
新しい形の音楽ライブイベント

「異次元フェス」

SHIN SASAKI

佐々木 新（左） 
株式会社バンダイナムコフィルムワークス 
常務取締役　IP事業本部本部長

TAKAAKI SUZUKI

鈴木 孝明（右） 
株式会社バンダイナムコミュージックライブ 
常務取締役　ライブ事業本部本部長

株式会社バンダイナムコベース 
代表取締役社長

IP Fan

担当者から一言

次の「異次元フェス」では、どのようなIPを組み合わ
せることで、これまでに見たことのないイベントが実

現できるか、深く突き詰めていきたいと思います。

  
今後の「異次元フェス」では、新たなスタッフも参加 
することで、新しいアイデア、新しい切り口の出現に期

待し、様々な挑戦をしていきたいと思います。  

佐々木 新

鈴木 孝明
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それぞれの役割

 槙本   私は、主に「ラブライブ！」シリーズの社内音楽チームの統

括と、ライブチームをはじめとした関係各所との連携の窓口を担当

しました。また、今回組成した製作委員会の代表も務めました。
 有吉   私は、ライブイベントの制作を担当しました。スタッフの手

配やキャストとスタッフ間の様々な調整を槙本とともに連携しなが

ら実行しました。
 梅木   私は、「アイドルマスター」シリーズの出演に関する事柄全

般、製作委員会における議事進行など、当イベントの演出家と製作

委員会とのコミュニケーション促進を担当しました。
 若林   私は、「ラブライブ！」シリーズの統括者として、「ラブライ

ブ！」シリーズに関わる業務を担当しました。製作委員会の中では

主に企画制作に携わりました。

コラボレーションライブ「異次元フェス  
アイドルマスター★♥ラブライブ！歌合戦」の誕生

 若林   今まで開催したことのない、ファンの興味を惹くイベントを

開催したいという想いから生まれた「異次元フェス」。その第1回 
開催にあたり、すでに認知されているようなフェスの形ではなく、バン

ダイナムコらしいフェスの形を追求しました。その結果、IPこそが私
たちの軸であり、IP同士のコラボレーションを主体にした音楽ライブ
イベントの企画として動き出しました。

 梅木   もともと「アイドルマスター」と「ラブライブ！」の担当者と

の間では、これまでのイベントなどでの協力等により定期的なコミュ

ニケーションがあり、以前から、いつか一緒にライブをしたいという

想いもありました。
 若林   2つのIPをコラボレーションさせることに対して、周囲から

はファン同士のコンフリクトを心配する声もありました。ただ、私た

ち製作委員会メンバーとしては、様々なデータを参照することで、2
つのIP間でファンの重なりが一定数あると感じていました。むしろ、
潜在的には親和性の高いIPであり、どのようにお互いのファンに喜ん
でいただこうか？ということを考えていました。

 梅木   お互いのファンに対する信頼やお互いのIPに対してのリス

ペクトをベースに企画に取り組みました。今まで開催したことのな

い異次元のフェスだからこそ、お越しいただくファンの興味を惹き、

驚きを与える企画の実現に向け、「普段できないことをやりましょう」

と意見が一致しました。

「異次元フェス」の効果とファンの反響

 槙本  音楽面とキャストのマネジメントに携わる中、「異次元フェ

ス」という大きな挑戦に向けて、100名を超えるキャストへの負担が
1つの不安要素でした。しかし、これまでにない大きな取り組みだか
らこそ、キャストも前向きな姿勢で取り組んでくれましたし、そのお

かげもあってファンの皆様の想像を超えるイベントになったのでは

ないかと思います。キャストからも楽しかったという声を多くいただ

いてホッとしました。
 有吉   これまで様々なライブイベントを制作してきた立場として、

2つのIPファン同士がライバル視してしまうのではないかという不安
はありました。しかし、実際にはそれぞれのファンのパワーが相乗

効果となって大いに盛り上がり、それぞれの単独ライブよりも圧倒

的に大きな声援を感じました。私にとっても、これほどの盛り上がり

は初めての体験でした。
 槙本  東京ドームという大規模な会場での「異次元フェス」という

挑戦に、立場や業務範囲を超えて関係者総動員で取り組み、大きな

達成感を味わうことができました。まさにALL BANDAI NAMCOで
挑んだことで、現場のメンバー間で必然的に密度の濃いコミュニ

ケーションが生まれたことも良かった点です。
 有吉   各分野の統括者も含めて、2つの IPにおけるマネジメント

層がフル稼働で現場に向き合ったことで、様々なアイデアを形にし

ていくパワーとスピードが圧倒的でした。また、それぞれのIPを非常
に尊敬し合っているからこそ、スムーズに決まっていくことも実感し

ました。
 若林   「異次元フェス」の今後については、いかにファン層を広げ

られるかが課題です。普段コラボレーションしないようなIPや全く
ジャンルの異なるIP、この組み合わせは無理だろうと思われている
IPなど、様々なコラボレーションの可能性について期待感は醸成で

きたと思います。ファン同士の交流が盛んになり、ファン層が広がる

ことでコラボレーションの可能性の幅も広がると思っています。
 梅木   ライブイベントのプロデュースから映像配信、グッズの企

画販売など、グループにあるノウハウやリソースをフルで活用し、と

ても良いシナジー効果にもつながりました。ファンの喜ぶ顔や感謝

の声を聞けたこと、事業面でも大きな成功になったことは非常に良

かったです。

今後の挑戦に向けて

 若林   「ラブライブ！」シリーズは、2025年に15周年を迎えます。

既存の作品はもとより、引き続き新しい展開を叶えていけるよう、

ファンの皆様とともにチーム一丸となって全力を尽くします。
 梅木   「アイドルマスター」シリーズは2025年に20年目を迎えま

す。これまで通り、ファンや関係者とともに創るイベント・コンテン

ツとして、ファンとより深くつながることを意識しつつ、ファンも自分

たちも楽しいことに挑戦していきたいと思います。長く愛されるIPと
なるよう、若い世代の担当者にも様々な経験を積んでもらいたいと

思います。これからも、ファンの皆様が驚く、想像の斜め上を行く挑

戦をしていきます。
 有吉   「異次元フェス」では、これまでにないステージセットをつ

くることも目標に、湾曲した全面LEDスクリーンなどを採用し、制作
しました。今後のライブイベントにおいても、新しい技術、アイデア

を取り入れることで、ファンに心から楽しんでもらえるよう、常に新

たな演出ができるステージ制作の実現に挑戦していきます。
 槙本  「異次元フェス」への取り組みは、そこに関わった様々な

メンバー、スタッフにとって貴重な経験となりました。こうした経験

やノウハウを次の活動に活かし、世代を問わず新たな作品を生み

出してほしいと願っています。私自身も新しいIPに関わってみたい
想いはまだまだありますので、挑戦する心を忘れずに頑張りたい

と思います。
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YUKI MAKIMOTO
槙本 裕紀 
株式会社バンダイナムコミュージックライブ 
音楽事業本部　ラブライブ！プロデュース部 
ゼネラルマネージャー

HIROKI ARIYOSHI
有吉 浩樹 
株式会社バンダイナムコミュージックライブ 
ライブ事業本部　ライブ制作部 
エグゼクティブエキスパート

KEI UMEKI
梅木 馨 
株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
AE事業部　プラットフォームプロダクション 
イベントプロデュース1課 
上級スペシャリスト

YUKI WAKABAYASHI
若林 悠紀 
株式会社バンダイナムコフィルムワークス 
IP事業本部　第2事業部　 
デピュティゼネラルマネージャー

音楽ライブイベント「異次元フェス」が

提示した新たな価値

「異次元フェス アイドルマスター★♥ラブライブ！歌合戦」  現場担当者座談会

IP Fan
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3D対戦格闘ゲームとしての『鉄拳』シリーズ

　1994年の業務用ゲームでの稼働を起源とする『鉄拳』シリー
ズは、2024年12月に30周年を迎えます。2017年には「最も長く
続く3D格闘ビデオゲームシリーズ」、「最も長く続くビデオゲーム
の物語」としてギネス世界記録にも認定されましたが、過去か

ら数多くの3D対戦格闘ゲームが世に誕生してきた中で、長きに
わたって新作を創り続けてきた結果、3D対戦格闘ゲームを代表
するタイトルに成長しました。

　これは、30年の歴史の中で、『鉄拳』シリーズがテクノロジー
ドリブンで進化を遂げてきたことや、ゲーム業界のビジネスモデ

ルの変革に対応し続けてきたこと、さらには徹底したファン、 
コミュニティ起点のマーケティング手法を採用し続けてきたこと、

などに起因しています。長年継続して蓄積してきたノウハウを持

つ私たちは、業界内で存在感を十分に発揮できる歴史ある自社

IPを優位に展開することができています。

新作『鉄拳8』の反響

　2024年1月に発売した最新作『鉄拳8』は、前作の業務用版
『鉄拳7』からは約9年ぶり、家庭用版からは約6年半ぶりとなる
シリーズ完全新作です。発売初日に世界累計出荷本数が100
万本、1か月で200万本を突破し、前作『鉄拳7』の同時期と比
較すると販売数・売上ともに大きく上回るスタートとなりました。

これは（株）バンダイナムコスタジオが開発したプロダクトのク

オリティが高く評価されたことはもちろん、ナンバリングタイトル

としては初めて業務用展開を経ずに世界同時で家庭用版展開

を行ったことにより、新規ファンの参入ハードルが下がったこと

も一因だと分析しています。今後も引き続き、様々な施策を通

じて新規ファンと過去シリーズの購入ファンを獲得し、販売ペー

スを加速させていきたいと考えています。

　前作『鉄拳7』は、無料アップデートやダウンロードコンテンツ
などの継続的な提供によるゲームのGaaS（Games as a 
Service）の一般化や、ゲームプレイの配信文化とeスポーツの
広がりによるプレイヤー以外の視聴者・観戦者の増加、

COVID-19の流行による家庭用ゲーム需要の増加といった外部
要因の変化に対応した結果、売上が発売当初の予想を大きく

上回り続けました。これを踏まえ『鉄拳8』では、長く深く遊んで
いただけることを前提としたプロダクト設計を行い、発売から

長期間の運営を見据えた運営体制を構築しました。『鉄拳7』か
ら本格化したeスポーツ展開をさらに進化させ、コアファンの囲
い込みと視聴層の新規獲得を進めるとともに、音楽やライセン

ス事業などゲーム事業にとどまらない展開を通じて、オンライン

とオフラインの両面からIPの経済圏を拡大させる施策を本格化
しています。

長く深く続くIPとしての『鉄拳』 
（ブランディングの転換点とファンマーケティング）

　『鉄拳』シリーズが30年にわたって新作を創り続け、支持され
てきた要因は、ゲームそのものの完成度に加え、継続して実施

してきた独自のブランディング、およびファンマーケティングによ

るものです。

　ブランディングの変遷において転換点となったのは、市場にお

いて1990年代に始まった業務用ビジネスから家庭用ビジネス
への移行でした。当時日本では、業務用ゲームで人気が出たタ

イトルを家庭用に移植することが当たり前でしたが、『鉄拳』の

開発メンバーは海外視察などを通して、欧米地域を中心に年々

業務用ゲームの文化が縮小し、ビジネスモデルの変遷が起きて

いる事実を認識していました。そして『鉄拳』はアミューズメント

施設だけでなく家庭でも繰り返し遊ばれる時代へ移りゆくこと

を見越し、家庭用ゲームタイトルならではの新しい体験価値の

提供に試行錯誤したことが、今に至る『鉄拳』のスタイルにつな

がっています。例えば、登場キャラクターそれぞれにナラティブ

なバックグラウンドを持たせることにより、キャラクターそのもの

を好きになってもらうこと、そしてそれらのキャラクターを用いて

プレイできる対人戦モード以外のストーリーモードやミニゲーム

の要素を加えること。この2点は家庭用ゲーム機に移行したこ
とにより生まれたアイデアであり、新たなファン層の拡大につな

がりました。ゲームの在り方はビジネスモデルやプラットフォー

ムの変化といった時代の変遷に沿って変化してきましたが、『鉄

拳』のDNAに刻まれた「プレイヤーと観戦者が一体となって楽
しむ」という本質的な面白さは変えずに、常にユーザー起点で
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ファンと向き合い、

長く深く楽しめる『鉄拳』シリーズ

IP Value

KATSUHIRO HARADA

原田 勝弘（左） 
株式会社バンダイナムコスタジオ 
第1スタジオ第1グループ  
グループリーダー

『鉄拳』シリーズ チーフプロデューサー／ 
エグゼクティブゲームディレクター

NAOYA YASUDA

安田 直矢（右） 
株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
CE事業部 第3プロダクション 1課 
上級スペシャリスト

『鉄拳』シリーズ シニアプロデューサー

 Connect with Fans  ～多彩な事業・エリアでファンとつながる～SPECIAL FEATURE

TEKKEN™8 & ©Bandai Namco Entertainment Inc.

『鉄拳』シリーズは、1994年12月に稼働した業務用ゲーム『鉄拳』
を皮切りに、現在は家庭用ゲームを中心に展開を行う3D対戦格
闘ゲーム。2017年8月には「最も長く続く3D対戦格闘ビデオゲー
ムシリーズ（21年179日）」、「最も長く続くビデオゲームの物語（20
年99日）」としてギネス世界記録に認定され、2024年で誕生30周
年を迎えます。
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 Connect with Fans  ～多彩な事業・エリアでファンとつながる～SPECIAL FEATURE

ゲームの設計を見直してきたからこそ、ここまで長く支持される

IPとなっているのだと思います。
　『鉄拳』シリーズのマーケティングにおいて最も大切にしてき

たことは、常にファンの声に耳を傾け、密度の高い情報を集め

ることです。『鉄拳』が遊ばれている世界各地の“場”に自ら足を

運ぶことで、遊ばれ方、ファンの年齢層、リアルな反応、熱量や

ニーズの変化といった生の情報を1つずつ吸収し、開発やマーケ
ティングの戦略に落とし込んできました。まだSNSという言葉す
ら存在しなかった時代であっても、インターネットの掲示板で

ファンと直接コミュニケーションをとり、賛否両論を直に受け止

めることで、使命感を持って開発に反映することができました。

こうしたファンマーケティングを地道に30年間続けてきたことで、
ファンとの密度の高いつながりが築かれ、『鉄拳』シリーズは長

きにわたってファンに支えられるIPとしてその存在が確立したと
考えています。

海外売上比率95%を超える人気の理由 

　前作『鉄拳7』は、売上の95%以上を海外が占めていますが、
シリーズの海外人気は前作から始まったことではありません。

『鉄拳』や『鉄拳2』が発売された1995年頃から家庭用ゲーム 

　またeスポーツは、従来の「パブリッシャー」と「ユーザー」と
いう二者間で完結してきた経済圏にも影響を与えています。eス
ポーツ市場の発展により、視聴者や観戦者はもちろん、大会主

催者や大会や選手のスポンサーといった、「ゲームを購入せずに

楽しむ第三者」が新たに『鉄拳』の経済圏に加わる構造ができ

つつあります。2024年8月には、サウジアラビアで賞金総額100
万ドルの「Esports World Cup」が開催され、国家単位で大会
が開催されるまでに至りました。eスポーツの拡大を通して、『鉄
拳』の経済圏の拡大が最終的にはファンに還元されるエコシス

テムが構築されることを目指し、今後もインフラとしてのeスポー
ツの拡大に注力していきます。 

リアル×オンラインの両面から、 
IPの価値を高めていく

　30年経っても変わらない、ファンが『鉄拳』シリーズに求める
体験価値とは、対戦文化を礎としたファン同士の関わりだと捉

えています。新作『鉄拳8』においては、ゲーム内にメタバースラ
イクな大規模オンラインビジュアルロビーを用意しました。プレ

イヤーはアバターを通してコミュニケーションをはかることがで

き、かつてアミューズメント施設というリアルな場で得られた「プ

レイヤーと観戦者が一体となって楽しむ」体験と同様のコミュニ

ティ文化を、オンライン上でも楽しむことができます。

　コロナ禍を経て人が集うことに対する価値が高まっている中

で、オフラインとオンラインの両方にコミュニティ形成の場を設

け、運営体制を構築できたことは、長くファンに楽しんでもらうう

えでの強みになると考えています。これからもゲームの枠組みに

とらわれず、ゲーム外への事業領域の拡大も含めて、『鉄拳』の

IP価値を最大化していきます。

タイトルにおける海外売上比率がすでに半数以上を占めていた

ため、当時としては多額な費用をかけて世界各地でマーケティン

グ調査を実施し、地域ごとの細かなニーズを把握し、開発・ブ

ランディングに反映してきました。また、先述の通り業務用ゲー

ムの需要の変化を予測し世界各地へのローカライズを含め家

庭用ゲームを主体とした展開への移行をはかるため、いち早く

海外人材の獲得に動きました。業務用と家庭用の統括部署が

同じだったので、IPの全体戦略が描きやすかったことも、『鉄拳』
のグローバルなブランド拡大に寄与しました。 
　今後、より多くの人に『鉄拳』シリーズを手に取ってもらうため

には、全体戦略を各地域のスタッフに正確に伝達し、現地の裁

量でそれぞれの特性に合った戦術に落とし込んで確度高く実行

できる体制構築が重要です。

eスポーツと『鉄拳』シリーズの高い親和性 

　『鉄拳』シリーズのeスポーツ展開は、2019年に大きな転換点
を迎えました。それまで自社主催のワールドツアー「TEKKEN 
World Tour」を含め『鉄拳』シリーズの競技シーンは日本や韓
国の強豪選手が目立っていたのですが、ここに欧米はもちろん、

それまで全く実力が明らかにされていなかったパキスタンやペ

ルー、コートジボワールなどの選手が加わることになり、ワール

ドワイドで『鉄拳』の広がりを実感できる、ほかのどのゲームタイ

トルにもない特色を持った展開となりました。その後、COVID-19
の流行によりゲームプレイの配信文化の普及が加速し「観戦者

としての鉄拳ファン」が増加したことや、ステイホームからの反

動によるオフラインイベントの価値の高まりにより、現在グロー

バルのeスポーツ市場における『鉄拳』の存在感はさらに高まっ
ています。 
　eスポーツという言葉は近年になって注目されましたが、根底
にある「プレイヤーが対面で対戦し、周りに集まった観戦者も一

体となって楽しむ」という体験は、『鉄拳』が業務用ゲームとして

古くからファンに提供してきたものです。また、『鉄拳』が業務用

ゲームとして「いかに初見の方にインパクトを残してプレイして

もらうか」を常に意識して開発されてきたことも、eスポーツとの
親和性の高さにつながっています。これまで『鉄拳』というタイ

トルの価値は、常にリアルな場で起こるドラマによって高められ

てきた歴史があり、今ではeスポーツという舞台で生まれる無数
のドラマが、『鉄拳』というIPの価値を高めてきたのです。

48

担当者から一言

我々が続けてきたブランディングを次の世代にどうつな

げるかが課題です。世代を超えても面白いと思ってもら

うために、次の10年、15年につながるものへと挑戦し
ます。

世界中のファンの期待を裏切らず、楽しみ続けられる環

境を提供し続ける役割を全うするため、ゲーム事業は

当然のことeスポーツやライセンス事業を中心とした 
アソビ事業領域においても拡大・成長を続け、IPそのも
のの価値を高めていきます。

原田 勝弘 安田 直矢
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人材取り組み事例

5150

中長期の成長を目指し、 
体制の強化をはかる

　近年、ゲーム産業においては、ゲーム自

体の開発の高度化による技術対応、マル

チプラットフォーム化や言語などのワール

ドワイド対応、ユーザーニーズの多様化な

ど、大型タイトルを中心に開発の難易度は

高まっています。それに伴い、開発期間が

長期化し、開発コストが増え、よりスピード

感を持って対応していく必要性が高まって

います。

　こうした中、適切なリソース配分やスケ

ジュール管理などにより、計画通りにつくり

きり、リピート販売の強化やダウンロード

コンテンツなどにより運営タイトルを長期

化する体制構築が必要不可欠だと考えて

います。（株）バンダイナムコエンターテイン

メントでは2024年3月期から、投資額と 

開発進行のバランスの取れたタイトルポー

トフォリオの構築を実現すべく、体制面の整

備を進めています。すでに着手している開

発中タイトルの審査強化に加え、バンダイ

ナムコならではの強みを活かした新規開発

タイトルを初期段階で判断する組織体として

「ポートフォリオ会」を設置。（株）バンダイ 
ナムコエンターテインメント代表取締役社

長が議長となり、事業全体を俯瞰する全体

視点で、戦略的にタイトルポートフォリオの

編成を判断しています。

　とはいえ、こうした新たな開発体制による

効果の発揮には、一定期間が必要です。昨

今のゲーム開発には3年から5年程度の期
間を要するため、中長期視点で着実に取り

組み、成果に結びつけたいと考えています。

　また、ゲーム開発が長期化する中、若手

クリエイターの開発経験を積み上げる仕組

みも必要です。（株）バンダイナムコスタジオ

では、2019年よりゲーム開発の一連の流
れを3～4カ月で経験する新人研修
「GEMiniプロジェクト」を実施しています。

2021年には、若手クリエイターがより自由
な発想で開発に取り組める場として、ゲー

ムレーベル「GYAAR Studio」を立ち上げま
した。本レーベルでは、開発経験1年ほど
でゲームをリリースし、ファンの声を聞くと

いう経験を早いサイクルで行っています。

　このほか、私にとっても非常に重要な

ミッションとして位置付けているのが、（株）

バンダイナムコスタジオを中心にグループ

内スタジオで蓄積されたノウハウをグルー

プ内外と組み合わせることです。自社開発

で蓄積されたノウハウを、グループのほか

の事業やパートナーである外部開発会社

とも接続し、グループ内外の様々な知見を

得ることで開発スタジオのレベルアップを

はかりたいと考えています。こうした全体

としての課題解決への取り組みが、クオリ

ティの向上だけでなく、効率化による開発

スピードの向上にもつながります。

　そして、何よりも大事なことは、他社に

はできないバンダイナムコならではのゲー

ムづくりにこだわることです。IPの魅力を
活かしたゲームづくりという私たちの強み

を最大限伸ばすことで、ファンが求める

ゲーム開発を今後も追求していきます。

ワールドワイドでの需要拡大に対応
すべく、体制の強化をはかる

　現在も、ガンプラを中心としたプラモデル

の需要拡大が続いています。ガンプラについ

ては、ワールドワイドでの人気を背景に海外

売上高比率はおよそ50%になっています。
また最近では、「30 MINUTES MISSIONS
シリーズ」などオリジナルブランド商品の

人気も大きく拡大しています。

　こうした需要に応えるため、継続的に生

産体制強化に取り組んできました。中核で

ある静岡県のバンダイホビーセンター

（BHC）における生産効率化の推進に加え、
（株）バンダイロジパルや栃木県の（株）バン

ダイナムコクラフトとの連携により、生産キャ

パシティを拡大しています。今後もパート

ナー企業との連携をより一層強化し、各エリ

アにおける生産能力拡大に努めていきます。

中長期の成長を見据え新工場を 
建設中

　また、次期中期計画での本格稼働を予

定する、BHCの新工場建設も進行してい
ます。新工場の目的の1つは生産能力の
拡大ですが、ブランディングの一環として、

モノづくりの最前線の人材に焦点をあてる

ことも検討しています。私たちがこだわり

続けているBHC品質をさらに進化させて
いくための新工場の在り方を定義し、そこ

で働いている人にもスポットをあて、モノづ

くりの魅力を伝えていく。そうすることで、

未来を担う子どもたちが将来なりたい職

業の選択肢に挙げてもらえるよう、中長期

視点の人材確保にもつなげたいと考えて

います。新工場は、ファンを創る工場にも

したいと考えています。

　プラモデルの需要は、今後もワールドワ

イドで拡大が続くと予想しています。次期

中期計画だけでなく、その先を見据えた、

中長期で安定した生産体制の強化に取り

組む必要があります。成形機の増設や増

床による生産能力増強も必要ですが、最

新技術の導入やデジタル化など、様々な

効率化も並行して推進していくことが非常

に大切です。また、コア技術である金型技

術の継承も優先すべき喫緊の課題です。

職人の確保、育成の強化にも早急に取り

組んでいきたいと考えています。

　私たちのプラモデルが支持される理由

は、常にファンの皆様の意見に耳を傾け、

期待を超える製品を提供したいという強

い想いを持っていること、そして40年以上
にわたり、技術の進化を追求し続けてきた

からだと思います。引き続き生産体制強

化に全力で取り組み、世界中のファンの皆

様に満足いただけるプラモデルをお届け

していきます。

DAISUKE UCHIYAMA
内山 大輔 
株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
取締役

株式会社バンダイナムコスタジオ 
代表取締役社長 

YUKIO MATSUHASHI
松橋 幸男 
株式会社BANDAI SPIRITS
ホビーディビジョン グローバルビジネス部　 
兼　クリエイション部

デピュティゼネラルマネージャー 

「GEMiniプロジェクト」で開発されたタイトルの1つ
「DORONKO WANKO」

ゲーム開発における体制強化の  
取り組み

プラモデル生産体制強化の取り組み
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イ スビン

A1    すぐに緊張して落ち込んでしまう私に、“毎日一つ一つ小さ
な目標を立てて、やり遂げたという小さな達成感を得ると
良い”という講師の言葉です。

A2     伝える力が大切だと思います。アニメを見る人に何を見せ
て何を伝えたいかを考えることを心がけています。

A3    ゼロから作品を生み出すことができる点が強みだと感じ
ています

永井 一成 

A1     様々な角度から撮影した写真を参考に、写真にはない位
置・アングルから見える風景を想定してレイアウトに描き
起こすという課題において、私が思いつかなかった部分に、
講師が線を数本引くだけで気づけたことです。

A2     アニメは複数人で制作しますので、私が描いた画の後工程
が少しでもスムーズに進行できるように心がけています。

A3   レジェンドといわれるアニメーターの方々の仕事を間近で
見ることができる機会が多く、勉強になります。また、制作
スタジオごとに特色があることも強みであると感じます。

須藤 唯 

A1     美術設定は図形を組み合わせるという内容です。建物や
構造物はもちろん、道や自然物などの形についても、図形
で考える意識が生まれ、街を歩くときの目が変わりました。

A2      背景美術とは、キャラクターが演技をする舞台をつくる仕
事だと考えています。視聴するファンが演技に集中して見
ていただけるよう、違和感のないキャラクターが引き立つ
背景を描くことを心がけています。

A3    美術塾という育成機関を持っていることが強みだと思いま
す。私たち新人も1年目から多くの経験を積めたことが大
きな力になりました。今後もさらに成長して、自社IPに貢
献できる存在になれたらと思います。

現場で活躍する塾生たち

人材取り組み事例

独自の育成と外部連携推進で制作
体制の強化・底上げをはかる

　アニメーション産業の拡大におけるア

ニメーターの人材不足に加え、高齢化が

進む中、現場の人材の世代交代も視野

に、（株）バンダイナムコフィルムワークス

では早い段階から人材育成の取り組みを

強化してきました。現在では、図にある通

り4つの「塾」を運営し、それぞれの領域
で育成に取り組みつつ、実践的な人材育

成の観点で挑戦できる機会を創出し、

様々な経験ができる取り組みを推進して

います。

　こうした活動を通じて、当社内および外

部で監督やメインアニメーターなど、制作

現場の第一線で活躍する卒業生を数多く

輩出しています。例えばシナリオ塾を卒業

した生徒は文芸制作としてプロデューサー

とともにプリプロダクション開発をします。

数タイトルを掛け持ちするなど多忙を極め

るプロデューサー、シナリオ開発が不得手

なプロデューサー、初経験のプロデュー

サーなどのケースもある中、専門的に学ん

だ人材が文芸制作の役割を担うことで、作

品の品質向上、工数管理とともに厚みの

ある制作人員構成へとつながっています。

　同時に、制作体制強化として、外部スタ

ジオとの連携強化も推進しています。

2024年4月には、主力IPのさらなる拡大
と制作ライン拡充による継続的なIP創出
の促進を目的に、アニメスタジオの（株） 
エイトビットがグループの一員になりまし

た。（株）エイトビットは、2008年の創立時
から当社グループの作品を制作し、2020
年6月の業務提携開始を経て、緊密な関

係性を構築してきました。今後は（株）エイ

トビットの特徴を融合させ、双方のスキル

を共有していくことで、新たな価値が創出

できると考えています。

　（株）バンダイナムコフィルムワークスと

しては、人材育成と外部スタジオとの連携

強化による2軸で制作体制の強化・底上げ
をはかる考えですが、私たちの特徴でもあ

るオリジナリティとクオリティは変わらず追

求し、こだわり続けていきます。新規IP創
出がユニットとしての使命であり、オリジ

ナル作品をつくるには、優秀な人材を生み

出し続けることが必要不可欠です。今後

も育成システムについては、業界に影響を

与えられるような、私たちならではの育成

活動を推進し、世代交代も実現しながら、

持続的な制作体制の構築を目指していき

ます。さらに私としては、海外の制作スタ

ジオの設立と現地人材の育成に携わるこ

とに挑戦したいと考えています。海外にお

ける経験を国内に還元し、刺激を与えな

がらさらなる進化に結びつけていきます。
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アニメーターの育成と 
制作体制強化
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N0303

OSAMU TANIGUCHI
谷口 理 
株式会社バンダイナムコフィルムワークス

IP制作本部　副本部長

制作部／制作管理部　ゼネラルマネージャー

クリエイターを志す人材の獲得

国内外で活躍する 
クリエイターの輩出

クリエイターを志す人材の育成・登用

（株）バンダイナムコフィルムワークス

挑戦機会の創出と実践的な人材育成

社内の人材発掘・育成

作画塾・美術塾
募集要項に基づいて外部公募
を実施し、アニメーションの作画
または美術に関する実習を提供
する制度。現役のアニメーター
や美術監督・美術スタッフが講
師となり、塾生は奨励金による
生活面のサポートを受けながら、
半年から1年間の実習期間を経
て、実際の仕事現場で活用でき
る技能や知識の習得を目指す

WBスタジオ
オリジナルIP企画募集 

プロジェクト

シナリオ塾・演出塾
シナリオライターや演出スタッフ
を志す社員を対象に、経験豊富
な演出家や著名な脚本家を招い
ての取り組み。社員のキャリア
チェンジへの挑戦支援にもつな
がり、社内にとどまらず、業界全
体の底上げも視野においた人材
育成プログラム

制作部　制作クリエイション課 
卒業した塾：サンライズ作画塾

制作部　サンライズ第1スタジオ  
卒業した塾：サンライズ作画塾 

制作管理部 制作推進課（SUNRISE arte） 
卒業した塾：サンライズ美術塾 

Q1  授業内容で印象的だったことは? 
Q2  アニメ制作において、心がけていること、大切だと思うことは? 
Q3  バンダイナムコでアニメ制作をする強みは? 
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市場を牽引する「回す」エンターテインメント
「ガシャポン」

IP World

 滝口　カプセルトイ市場に（株）バンダイが参入したのは1977
年、今から半世紀近く前のことです。ハンドルを「ガシャ」と回す

とプラスチック製カプセルが「ポン」と飛

び出す様子から、自社のカプセルトイを

「ガシャポン」と命名しました。多彩なIP
と時代のトレンドをつかんだラインナッ

プで数々のヒットを生み出し、自販機

（筐体）の性能も年々進化させています。

転機となったのは、高額な価格帯設定

にもチャレンジし、価格に見合った「価

値」の提供で勝負したことです。こうし

た取り組みにより、ガシャポン事業は国

内市場で約6割のトップシェアを獲得す
るに至りました。

国内トップシェアのカプセルトイ事業「ガシャポン」

 滝口　長く子どもたちに親しまれてきた、オリジナルのカプ
セルトイブランド「ガシャポン🄬」は、近年、ハイターゲット（大人）

層向けの商品開発も進み、子どもから大人まで幅広い年齢層

の支持を集めています。

 前田　訪日外国人の間での認知度も高く、帰国前の手土産

購入場所として、成田空港の旅客ターミナル内に設置されたカ

プセルトイは国内最大の売上を記録していると言われています。

国内の市場規模も2023年3月期650億円（前年比44%増）、
2024年3月期800億円（前年比23%増）*と急拡大し、1,000億
円突破が間近に迫っています。

新たな市場を創造した「カプセルトイ専門店」

 前田　カプセルトイ業界は活況を呈していますが、かつての

市場規模は300億円近辺で推移し、2010年代後半になっても
350億円前後の水準でした。状況を大きく変えたのは、相次ぎ
「カプセルトイ専門店」が誕生したことです。

 滝口　従来のカプセルトイ販売と言えば、空きスペースを活
用するビジネスが中心でした。店舗の一角や施設内の共用通

路に自販機を置くこの手法は、設置できる台数に自ずと限りが

あります。熱心なファンが新商品発売のニュースを知っても、「ど

こに・いつ・どれだけ」入荷されるのか分かりませんでした。自

販機を多数取り揃え、商品と関連情報を集約した常設のス

テーション＝「専門店」の創設は、「そこに行けば、欲しい商品

がきっとある」というファンの期待にお応えできます。単なる機

会損失の防止ではなく、隠れた潜在需要の掘り起こしに貢献す

るとの考えから、（株）バンダイと（株）バンダイナムコアミューズ

メントの協業による専門店の拡大に踏み切りました。

 前田　最初は、2020年8月の博多と横浜でのオープンを皮

切りに、全国各地に「ガシャポンのデパート」を展開しました。店

内のガシャポンコーナーには最新の人気商品が入荷し、来店前

に店舗の品揃えを確認できるWEB在庫検索の仕組みも導入し
ました。撮影自由な「ガシャ撮りスポット」の設置、アプリを用い

た来店時のポイント付与など、ファンの「ガシャ活（ガシャポン活

動）」支援に向けた様々な取り組みも推進しています。

 滝口　2021年9月には、新たに東京都内に「ガシャポンバン
ダイオフィシャルショップ（GBO）」の1号店をオープンし、展開
を開始しました。GBOはバンダイ商品のみを取り扱う本格的
な専門店です。「ガシャポンのデパート」の特徴に加え、バンダ

イの新商品の網羅的な品揃え、同時期に立ち上げた「ガシャ

ポンオンライン」との連携（店舗受け取りなど）、ファン参加型の

イベント開催といった新機軸を打ち出しています。

 前田　転機となった2020年は、ちょうどCOVID-19が日本経

済を直撃した時期に当たります。都心や繫華街など好立地の

施設でテナント撤退が相次いだことで、有利な条件での出店が

可能になりました。2024年3月末現在、「ガシャポンのデパー
ト」の店舗数は101店、GBOは211店*です。4年弱で計312店
舗を展開するハイペースの出店が、新たな市場を切り開き、 
業界全体を盛り上げました。
*  2024年3月末現在。GBOとガシャポンのデパートの併設店はGBOとしてカウントしてい
ます。

日本・アジア・北米、世界3極の成長戦略

 前田　現状として、日本国内での有望な立地への出店は一

巡しつつあり、今後はより戦略的なアプローチが求められます。

国内出店の伸びはいずれ緩やかになり、競争激化の時代を 
迎えるはずです。こうした環境変化を見据え、当社グループは 
国内・アジア・北米3極+欧州の成長戦略を推進しています。

ガシャポンのデパート

ガシャポンバンダイオフィシャルショップ

ガシャポンステーション*  一般社団法人日本玩具協会「玩具市場規模データ」より
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YUSUKE TAKIGUCHI

滝口 雄介 
株式会社バンダイ  
執行役員　

ベンダー事業部 ゼネラルマネージャー

KAZUYA MAEDA
前田 一也 
株式会社バンダイナムコアミューズメント 
執行役員

ソリューション事業ディビジョン　 
ディビジョンマネージャー

バンダイシェア
（%）

市場規模 
（億円）

資料：バンダイ調査（金額は小売価格ベース）
表記年は3月31日に終了した年度

カプセルトイ市場の推移
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58.6
55.0

54.4 55.0
56.0

353
385

450

650

800

55555554

特
集
：

特
集
：Connect w

ith Fans ―
Connect w

ith Fans ―

多
彩
な
事
業
・
エ
リ
ア
で
フ
ァ
ン
と
つ
な
が
る

多
彩
な
事
業
・
エ
リ
ア
で
フ
ァ
ン
と
つ
な
が
る



面白さと驚きを与える商品開発 

　ガシャポンの開発にあたっては、新しいものを創ることを 
大切にしています。安定的な販売が期待できる定番シリーズ

だけではなく、常に新仕様、新素材、新IPなど変化に挑戦する
意識を持っています。また、ただ新しいのではなく、驚きがある

か、面白いか、目を惹くか、という視点も非常に重要です。 
毎月大量のアイテムが市場に送り出される中、既視感のある

商品だけではすぐに埋もれてしまいます。いかにファンに選ば

れる魅力的な商品を生み出すか、カプセルを開けた時の驚き

や楽しさを伝えるかは、企画開発チームの間で共通目標になっ

ていると思います。 
　今後は「カプキャラ」などに代表される、ガシャポンを回して

出てきたものすべてが商品になるカプセルレスシリーズに注

力したいと考えています。カプセルレス商品は綺麗な球体に

はならないものも多く、自販機からうまく排出できるかなどの

検証が必要な開発難度の高い仕様ですが、自販機の開発を

行っているバンダイナムコだからこそ開発できる商品でもあり

ます。カプセルレスシリーズは、バンダイナムコらしいサステナ

ビリティを実現した商品でもあるように、ガシャポンを瞬間的

なブームではなく、継続的にファンを増やしエンタメとして定

着させられるよう、手に取った人の琴線に触れる商品開発を

行っていきたいと思います。 

市場規模の拡大とともに、ファンが求める商品を 
スピーディに開発 

　カプセルトイ専門店の展開が急激に増加するとともに、当社

のカプセルトイ（ガシャポン）のアイテム数も増加しています。ガ

シャポンは年間で約1,200以上のアイテムが投入されますが、商
品サイクルとして早いものは約1～2カ月で入れ替わります。人
気商品は半年ほどのペースで再販されることもありますが、基

本的には次々と新商品に入れ替えていきます。こうした商品サイ

クルにより、開発面ではファンが求める新商品をいかに早く投入

できるかが求められます。開発にあたっては、POS自販機からの
販売データを入手し開発に活かしていますが、常にアイデアを出

し続けなければ、間に合わないほどのスピードが求められます。 
　またガシャポンのターゲット層も変化しており、子どもだけで

なく、最近では女性を中心に大人層にも拡大し、全世代がター

ゲットになっています。その結果、人気のIP商品だけでなく、大人
も楽しめるノンIPの商品開発も重要なテーマです。 
　海外においては、地域ごとに人気商品の傾向が異なるため、

国内同様に現地専門店からのファンの購入データを分析しなが

ら、海外認知度の高いIPの活用や、全世界共通で受け入れられ
る動物などをコンセプトとした商品を投入しています。海外市場

は、国内ほどのカプセルトイ文化が確立されていませんが、まだ

まだ大きなポテンシャルがあるとみています。国内で販売好調

だったアイテムを海外向けに展開するだけでなく、世界同時展

開を見据えた商品開発に取り組んでいます。 
 

開けた時の驚きをカプセルトイ「ガシャポン」の 
商品開発を通じて提供

イギリス・ロンドンの「バンダイナムコ Cross Store」内GBO

国内：グループ間連携で差別化を追求

 滝口　国内では圧倒的シェアを強みに、GBOを軸とした差
別化を追求していきます。その際、鍵を握るのがグループ間連携

です。現在すでに、ライフスタイル事業の入浴剤や化粧品など、

もともとガシャポンのアイテムとして開発された商品以外のもの

をラインナップに追加するなど、ブランド横断の拡販施策を積極

的に実施しています。

 前田　グループ各社の商品・イベントを集結した体験型リ

テール施設「バンダイナムコ Cross Store」に「ガシャポン」の店
舗を設置したことも、こうした取り組みの一環です。

アジア：国内市場のノウハウを水平展開

 滝口　日本アニメの人気がかねてから根強いアジアでは、ア
ニメファンを中心に、お目当てのIP商品を気軽に入手できる喜
びが支持を集めています。地理的・文化的な近さもあり、国内

市場のノウハウを水平展開するアプローチがここでは有効です。

中国内地やマレーシア、フィリピンなどに現在GBOを23店舗展
開しています。さらにグローバル供給体制の確立に向け、中国

内地やフィリピン、タイでの自販機製造を強化していく方針です。

北米：着実なプロモーションで巨大市場にアプローチ

 滝口　重点地域の北米には、現在GBOを16店舗展開して
います。店舗当たり売上が国内を上回るなど、市場のポテンシャ

ルは非常に大きいものがあります。国土の広いエリアだけに、

集客力のある立地を厳選し、まずは50店舗を目標に店舗網を
拡大していきます。一方、一般消費者の認知度はまだ低いこと

から、自販機ハンドルの操作法など遊び方の紹介動画の制作

や、SNSやインフルエンサーを活用したマーケティングといった、
きめ細かいプロモーションを展開していきます。さらに、ここで

獲得した知見を欧州地域にも展開していきます。

 前田　欧州についてもイギリス・ロンドンを中心に8店舗展

開しており、今後も拡大予定です。

「ガシャポン」を世界の共通語に

 滝口　海外にも類似の業態は存在するものの、まだ自販機の
性能も低く、カプセルトイという文化は根付いていないため、遊び

方の認知度もまだまだ低い状況です。だからこそ、他社に先駆け

たグローバル展開を行い、ブランディングをスタートできるチャン

スでもあります。各国でカプセル入り玩具がすべて「ガシャポン」

と総称されるような、「世界の共通語」化を目指していきます。

　時代とともにガシャポンの形も進化を続けていますが、ハン

ドルを「ガシャ」と回す遊び心、クオリティの高い商品が自販機

から「ポン」と出てくる面白さは普遍です。日本発の「回す」エン

ターテインメント「ガシャポン」の普及に向け、グループ一丸で取

り組みを加速していきます。

RAN MATSUMOTO
松本 蘭  
株式会社バンダイ  
ベンダー事業部　企画開発第1チーム  
アシスタントマネージャー 
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ライフスタイル事業の化粧品アイテム

担当者から一言

日本発のエンターテインメント「ガシャポン」を世界の 
共通語とするべく、普及を加速していきます。

店舗というリアルな体験の「場」の提供を通じ、バンダイ

ナムコのファンを着実に増やしていきます。

滝口 雄介 前田 一也

IP World
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2024年3月期（実績）

海外売上高比率 27.8%

長期目標

海外売上高比率 50%

に散らばる課題を取りこぼしなく拾い上げ、グローバル展開の

後押しに貢献していきたいと思います。

人材育成への取り組み

　基盤として最も重要なテーマと捉えている活動の1つに、「0
から1」を生み出すプロデューサー人材の育成があります。育成
にあたって活用しているのが、「バンダイナムココンテンツファン

ド（BNCF）」です。BNCFは、IPを生み出す映像作品などのコン
テンツに対し、グループとして積極的な投資およびプロデュース

を、長期的かつ全体最適の視点で行うことを目的に2018年に
設立しました。BNCFは、これまで映像作品が中心となっていま
したが、私は例えばトイやゲームなどをIPととらえ、映像以外 

 グループ事業戦略本部のミッションは横断的課題解決

　バンダイナムコグループは各ユニット、各事業、各社が自主独

立の精神のもと、それぞれの個性を発揮した事業を展開してい

ますが、ユニット間や事業間、地域間などの連動・連携を深める

ための課題や、その間に存在する課題などに横断的な視点で関

与し、改善や解決へと導くことが私たち本部のミッションです。グ

ループ事業戦略本部の新設からの2年間で、グループ間に存在
する多くの課題に向き合ってきました。今後のグローバル展開

の加速には、事業会社が生き生きと活動できるような環境づく

りが不可欠であり、グループ全体の成長の伸びしろにつながる

はずです。長期目標である海外売上高比率50%の実現のため
に、ALL BANDAI NAMCOでの総合力発揮に向け、グループ内

ALL BANDAI NAMCOでの 
グローバル事業拡大

にも幅を広げる形へと方針を変更しました。さらにこれまで応

募型で作品を募集していましたが、独創性や尖鋭性を持つ人

材をグループ全体から探し出し、作品への投資をしながら支援

することで育成につなげています。こうして支援した人材が、所

属先に戻ってから周囲に良い影響を与え、新たな育成候補人

材が生まれるという循環ができると、全体的な人材の底上げに

つながると考えています。

　また、育成という観点では、グローバル事業の拡大に直結す

るグローバル経営人材の育成も重要なテーマです。現在、当社

では日本から派遣された人材と現地の経営人材が協調して事

業運営を行っています。日本の文化輸出というテーマの理解度

を含め、現地人材は着実に成長しています。今後は、成長した

現地人材がこれまで以上に経営の中心を担い、日本からの若

手社員を育成し、現地だけで業務を推進するサイクルを確立す

ることで、さらなる発展を目指していきます。このような相互育

成の循環が生まれることで、組織全体のスキル向上と持続的

な成長が期待できます。

データユニバース構想の進捗

　従前から進行していたグループ全体視点の統一的なプラット

フォームである、データユニバース構想については、システムそ

のものの基盤構築がほぼ完了しました。今後は、いかに活用

し、事業面に好影響を与えていくかが重要となります。

　まずは、版権元様からの許諾を受けて商品・サービスを展開

するライセンシーとしては、様々な交渉や協議の場において、

ファンの年齢層や購入する商品の種類、購入商品の活用など

データ分析を活用することで、IPやファンに対する私たちの理
解度の高さを示し、強い信頼関係を築いていきたいと思います。

私たちには、多様な幅広い事業領域を活用した出口戦略があ

り、出口ごとにファンの行動・嗜好をデータとして集約、掛け合

わせた分析力は、IP軸戦略を推進するうえで大きな強みとなり
ます。一方で、自社IPに対しても様々な角度からデータ分析が
可能であり、ライセンスアウトする際の開発、販売、地域展開な

どあらゆるマーケティング情報として活用していきます。こうし

たデータ分析の活用は、グループ内における商品企画やマー

ケティングにおける向上も実現できるはずであり、次期中期計

画に向けて有効性を検証したいと考えています。

　中長期的な観点で考えると、グループ内に分散する様々な

データを集約し、分析することで未来予測もある程度可能にな

ります。次期中期計画ではより有効にこれらデータを活用するこ
国内

国内

海外

海外

とを目指していますが、それぞれの事業で集計データのカテゴ

リー分類に違いがあるため、今後はグループ全体で共通化した

マスターデータの確立が課題です。これには、中長期での取り組

みが必要だと見込んでいますが、全体最適の観点で各ユニット・

各事業の利害を調整しながら、実現したいと考えています。

国内外で境目なく、横断的な活動を通じて、 
グループの成長に貢献

　私にとって、海外と国内での課題解決に境目は存在しま

せん。グループ横断での取り組みは、おのずとグローバル事業

拡大に直結し、大きな影響を及ぼすはずです。私は、高い頻度

で国内と海外を行き来しており、海外現地グループ会社の経営

層と密に交流し、国内と海外、海外地域間のつながりを深める

努力をしています。現中期計画の重点地域は、北米と中国です

が、将来的に成長余地の大きさで個人的に最も期待している

地域は、メキシコをはじめとした中南米地域です。こうした地

域での事業拡大には、育成による現地経営人材が成長し、主

導的に事業を推進する体制を構築、現地経済圏で自社の位置

付けを理解しながら戦略を効果的に展開することで、持続可能

な成長が可能だと考えています。

　最後にグループ事業戦略本部として、2025年度の大きなテー
マは、大阪で開催される日本国際博覧会（大阪・関西万博）での

パビリオン出展です。本パビリオンは「GUNDAM NEXT FUTURE 
PAVILION」の名称で、ガンダムと人類が共存する「次なる未来」を
見据えることをテーマとしています。このパビリオンやガンダムと

いうIPを通じて、子どもたちが宇宙や科学に興味・関心を持つきっ
かけとなることが最大の目的です。運営は色々と苦労もあります

が、ぜひ成功に導きたいと思っています。このように、ALL BANDAI 
NAMCOでグループ全体を巻き込みながら、様々な課題を解決し
ていくことを使命と捉え、全力を尽くしていきます。
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NOBUHIKO MOMOI

桃井 信彦 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
取締役 
グループ事業戦略本部長 

IP World

59595858

注： グループ会社の所在地別売上高で日本からの輸出は日本の売上高に含まれます。

「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」のジオラマ
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IP World

注： グループ会社の所在地別売上高で日本からの輸出は日本の売上高に含まれます。

注： グループ会社の所在地別売上高で日本からの輸出は日本の売上高に含まれます。

デジタル事業の拡大をはかる北米事業

　タイトル選定においては、映像配信サービスの普及に伴う、日

本発IPの人気がワールドワイドで上昇している環境は、バンダイ
ナムコにとって追い風です。旬のIPを活用したタイトル展開がバン
ダイナムコの強みであり、今後はいかに展開IPを多彩なものにで
きるかが、私たちの存在感を高めることにつながります。

　中期計画最終年度の2025年3月期において、柱となる家庭用
ゲームタイトルは、2024年6月発売の大型ダウンロードコンテン
ツ「ELDEN RING SHADOW OF THE ERDTREE」、10月発売の
「ドラゴンボール Sparking! ZERO」などです。特にリピートの販
売も好調な両IPのタイトルは、次期中期計画においても販売が
継続できるよう、マーケティングやプロモーションプランを推進し、

中長期的な販売計画を立案・推進していきます。

　また、2022年4月のデジタル事業とトイホビー事業のワンオフィ
ス化に伴って、事業間コミュニケーションはさらに深化していま

す。イベント開催や共同出展も頻繁に行うことで、幅広いプロ

モーションが実施できています。こうした活動は、IPに対するタッ
チポイントや選択の幅を広げ、確実にファンに対して付加価値を

生んでいるはずです。デジタルとトイホビーのノウハウをよりオー

プンに共有していくことで相乗効果を発揮し、ALL BANDAI 
NAMCOで北米事業全体をより強くしていきたいと考えています。

北米地域のマーケティングを推進する体制へと変更

　デジタル事業の北米におけるこれまでのビジネスモデルは、日

本で開発したゲームを日本のマーケティングプランに沿った形で

海外でも実施する形でした。しかしながら、ゲームの販売は海外

が主要な市場であり、ゲームに対する文化や効果があるマーケ

ティング施策も国や地域により様々です。そこで、2025年3月期か
らは日本と連携しつつ、北米起点のマーケティングにてワールド

ワイドに販売を拡大していく体制に変更しました。地域ごとの特

性に合った施策やリソースの配分を戦略的に検討し、長期で売上

拡大をはかる考えです。ただし、ゲーム開発期間の長期化という

背景から、海外が起点となるゲームタイトルで成果を上げるには

一定期間が必要です。次期中期計画で体制変更の成果を本格

的に発揮できるよう、全力を尽くす考えです。

　グループ内で唯一、デジタルとトイホビーを1つの会社に 
統合しているBandai Namco Entertainment（Shanghai）
Co., Ltd.では、「機動戦士ガンダム」シリーズのネットワーク
コンテンツとトイホビーを連携させるなど具体的な商品・サー

ビスの融合展開が広がりつつあります。また、「機動戦士ガン

ダム」シリーズの認知拡大への重要な取り組みとして、共同イ

ベント開催などの機会が年々増加しています。「ONE PIECE」
については、中国市場における認知度も高く、デジタルとトイ

ホビーの融合効果を発揮すべく展開を強化していく予定です。

　中国市場における課題としては、バンダイナムコに対する認

知度向上も挙げられます。ブランドの認知度を高めることは事

業の成長にも直結すると思っており、SNSなどオンラインでのブ
ランディング活動をはじめ、様々な取り組みを通じて向上に努め

ています。また、地域統括会社として、課題への共通認識を持ち、

中国内地におけるガバナンス体制をより強固にしていきます。 
事業成長の基盤として、IT基盤の整備による効率性の向上や、
情報セキュリティ管理の強化も同時に取り組んでいます。また、

コンプライアンス面でもルールづくりから、第三者視点の確認を

含めてプロセスを構築しました。全従業員が緊張感を持って遵

守しており、全体の統制も利いていると認識しています。

　中国市場は変化が速く、スピードを持った展開が非常に大

切です。消費者のライフスタイルが変化する中、デジタルとトイ

ホビーの両事業がそれぞれの強みを掛け合わせながら、スピー

ド感を持って新たな商品・サービスの提供に努めていきます。

現地における認知度向上とデジタル・トイホビーの融合を
進め、新たな商品・サービスを提供

　2024年3月期における中国展開について、ネットワークコン
テンツを展開しているデジタル事業は、前年対比で好調に推移

しました。幅広く商品展開しているトイホビー事業は、市場の

変化の影響を受けながらも前年より伸長することができました。

　今後のデジタル事業の展開としては、2023年に過去最高の
売上高となった「NARUTO」のネットワークコンテンツのバー
ジョンアップを実施しながら、息の長いコンテンツとして育成

していきます。また、今後の期待タイトルとして、「ONE PIECE」
のネットワークコンテンツの投入を予定しています。トイホビー

事業では、玩具、プラモデル、フィギュア、カプセルトイなどが

好調ですが、中でも、2023年から展開を強化した菓子事業が
好調で、引き続き拡大に向け注力していきます。このほか、地

産地消の観点で中国市場独自のオリジナル商品も展開強化し

ており、現地IPと取り組みながら拡大を目指します。

 ALL BANDAI NAMCOで現地ニーズを捉えて 
展開する中国事業

北米地域におけるグループ全体の売上高推移
3月31日に終了した会計年度

2023 2024202220212020

993
億円 914

億円
さらなる 

成長を目指す
992
億円

584
億円

535 
億円

さらなる 
成長を目指す

アジア地域におけるグループ全体の売上高推移
3月31日に終了した会計年度

2023 2024202220212020

887
億円

973
億円820

億円
522
億円

473 
億円
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藤原 孝史 
Bandai Namco Entertainment America Inc. 
President and CEO 

DAIKI MIYATANI
宮谷 大樹 （右） 
Bandai Namco Entertainment  
（Shanghai）Co., Ltd. 

CEO & COO

WANG KAI
王 恺 （左） 
Bandai Namco Holdings China Co., Ltd. 
Administration Department 
General Manager

IP World
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担当者から一言

  中国市場の状況をグループに共有し、統括会社としての守りと、事業成長
としての攻めの姿勢を持ち続けたいと思っています。

スピードと適応力を意識し、地産地消の事業とガンダムを中国市場
で拡大させることが、私にとっての挑戦だと考えています。

宮谷 大樹王 恺
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　その一環として先般、取締役会の実効性評価における質

問票に手直しを加えました。取締役会の機能・機能を支え

る基盤・取締役の実効性という建て付けのもと、自己評価

や相互評価を含む幅広い質問項目を準備し、この質問票

により全取締役へのアンケートを実施しました。

　独立役員会ではアンケート結果から認識された課題に

対して、資本収益性や人的資本に関する ➀今年度（2025
年3月期）の取締役会やVision Meetingでの議論、➁来年
度以降の年間アジェンダ採択に向けた議論、などを提言し

ました。執行側のフィードバックを踏まえ、さらに議論を深

めていく方針です。

　取締役会評価は、評点の高さ低さだけにとらわれず、 
実態（項目ごとの評点）を認識し、当社の企業価値向上に

向けての改善について、執行側と課題意識を共有し、改革

への取り組みを進めていく流れにつなげる起点としていき

ます。 

取締役会実効性評価のアンケート改訂
 
　近年、企業経営に求められるテーマとして、資本収益性

や人的資本、サステナビリティなどが注目されています。一

方で、コーポレートガバナンス・コードの改訂動向は、取締

役会における「個」の実効性を厳しく問うものとなっていま

す。こうした状況のもと、当社取締役会は、さらなるガバ

ナンスの改善に向けた検討を進めています。

スキルマトリクスの将来的見直しへ
 
　当社を含め、多くの日本企業がスキルマトリクスを開示

しています。ただ、その様式は会社によりまちまちです。そ

のこと自体は問題ないものの、評価項目の設定は恣意性

を排した、客観的フレームに基づくものでなければなりま

せん。スキルマトリクスの改善と活用は、前述のアンケート

と同様に実施すべきことと捉えています。

　当社グループでは、持株会社（当社）の社内取締役の多く

が、事業統括会社の代表者を兼務しています。議論が分か

れるところですが、これら事業統括会社にスキルマトリクス

の導入と活用を進めることも、今後の検討テーマだと思い

ます。グループガバナンスの強化、人材登用のストーリーが

生まれ、スキルマトリクスと役員人事が連動し、有機的なピ

ラミッドの構築につながるのでは、という考えが、当社の躍

動的な価値と親和するかどうかなども議論をしていければ

と思っています。 

スキルマトリクスと新たな後継者育成
 
　社長・役員の後継者育成（サクセッションプラン）とは、ス

キルマトリクスに規定された人材をどう育てていくか、とい

う問題そのものです。ここでいう「スキル」とは、人を動かし

業績を上げる力を含む、より広義の概念です。一般に企業

の昇進人事には、現役職での実績を重視する「卒業方式」、

上位の役職に必要なスキル習得を重視する「入学方式」の

2つの考え方があります。当社も含め多くの日本企業では
従来、前者が一般的でした。ただ、スキルマトリクスの整備

が進めば、後者への転換も見えてくるかもしれません。

　次世代のグループを担う経営者育成は、人事報酬委員会を

中心にグループ全体のプログラム設計とモニタリングが進め

られています。従来は次世代までを育成対象としていました

が、さらにその次の世代まで育成対象を広げました。リスク管

理の観点から、あえて事業環境の急激な悪化という“有事”に

備え、少しでも多くの人材プールを確保しようという施策です。

好調な時こそ、危機感とスピード感で対処 
 
　当社取締役会は、議長を務める川口社長が進行役・聞

き役に徹し、誰もが率直に発言しやすい空気が生み出され

ています。ただ、私たち社外取締役と対照的に、社内取締

役の発言はそれほど多くありません。各自がユニットの代

表者だけに、他領域のことには口を出しづらい側面や、別

の社内会議体で議論をしているということもあるのでしょ

う。中長期の課題を議論するVision Meetingは、双方向
の意見交換の場としても活用されています。

　社内取締役に新たな視点や気づきを与えるためには、私

たち自身が絶えず研鑽を積まねばなりません。私は年に 
6～7回、出前授業で中高生たちと接する機会があり、顧客
である彼らの“タイパ”（タイムパフォーマンス：時間対効果）

重視の文化に強い衝撃を受けました。こうした経験からの

学びは、次期中期計画に向けた議論にも活かしていくつも

りです。

　当社グループは近年、驚くべき急成長を遂げました。だ

からこそ、ここからが重要です。成功体験への固執は、往々

にして転落の遠因となります。2023年に開示したいくつか
の不祥事に対しては、その後の対応は適切になされました

が、好調な時だからこそ、今後はより危機感とスピード感を

持って課題に対処していく必要があります。

協同・共創の経営へ
 
　バンダイナムコの強さを支える最大の原動力は、「ファンと

つながり、ともに創る」パーパスの精神です。当社の株主の

中にも商品・サービスのファンである方が多くいらっしゃいま

すが、その方々との一体化が生み出す熱量の大きさは、株主

総会などで常々実感しています。この熱量が企業価値の向上

にそのまま結びつくよう適切な施策が取られているか、短期

の数字に気を取られてこの原点を見失っていないか、それ

を見定めることも社外取締役の役目の1つです。ニーズの
多様化や環境変化を長期視点でどう捉えるか、という問題

もここに含まれます。そしてこうした点につき、私たちは皆

様からの多様なご意見をお待ちしています。

　機関投資家などと独立社外取締役、両者が建設的な目

的を持って対話し、相互理解を深めることで、企業価値向

上への道につながる、という意見には賛同します。皆様が

見ておられるもの、私たちが見えていないものを、その逆も

含め、ともに学びつつ議論し、協同・共創の関係を築いて

いければ、多様なステークホルダーの期待に応える経営に

深化していくのだろうと考えています。 

独立社外取締役からのメッセージ
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ROUNDTABLE 
DISCUSSION 
AMONG
OUTSIDE DIRECTORS

ガバナンス改革を推進し、 
経営とステークホルダー目線の橋渡し役として、 
企業価値の持続的拡大に邁進していきます。

2024年3月期の業績面において、経営統合以来の目標でもあ

る「売上高1兆円」を達成する一方、デジタル事業の損失計上

など一部に課題を残す結果となりました。

グループの現状について、当社社外取締役5名が財務・非財務

両面で意見交換しました。

機関設計変更2年を振り返って 
 

島田
監査等委員会設置会社への

移行（2022年）から2年が経過
しました。この間のガバナンス改革を振

り返ると、取締役会への上程議案の絞

り込み、審議議案と報告議案の区分け

など、モニタリングボードへの進化は着

実に進んでいます。一方で、モニタリン

グの実効性をより高めていくためには、

与えられた個別テーマの議論を超え、

継続的な「常時モニタリング」を実現す

でのグループガバナンスの在り方につ

いても、今後さらに議論を深めていく必

要があります。

川名
取締役会の空気が変わってき

たのは、従来の監査役と異な

り議決権を持つ取締役監査等委員の

参画が大きいと思います。加えて、監査

等委員会の議論内容がスムーズに共

有されるようになったこと、常勤役員会

と取締役会の役割分担がより明確に

なってきたことも重要です。

篠田
一般にグループ全体の監査

は、持株会社の役員だけでで

きるものではありません。私たち持株

会社の監査等委員、各事業統括会社

の監査役、その傘下にある事業会社の

監査役、さらには各社の内部監査部門

る必要があります。今後パーパスと個別

テーマをつなぐ中長期的視点の共有、

適切なアジェンダ設定などについて、議

論を深めていきたいと考えています。

桑原
移行1年目は、従来のマネジ
メントボード的発想が残ってい

たのが、ここへきて、取締役会の役割や

モニタリングの在り方、「何を、いつ、ど

こで論じるか」というアジェンダ設定の

問題が焦点になる、新たなステージに

入ってきました。グローバル化が進む中

まで、広範な協力・連携体制が必要で

す。2年前、事業統括会社を介した情
報共有スキームが強化されたことも、

ガバナンスの進化に大きく寄与してい

ます。

小宮
私自身、事業統括会社の監査

役を務めていた頃と比較する

と、議決権があるかないかで、取締役会

に臨む際の緊張感が違ってきます。ま

た、発言者が増えたことで、多様な視点

からの検討がなされていると感じます。

取締役会での主な提言・活動内容
 

小宮
2024年3月期（以下、当期）
は、デジタル事業で相当額の

評価損・処分損計上がありましたが、

これは以前から課題としてきた部分で

す。現状では業績の拡大で損失分を吸

収できているとはいえ、リスクの極小化

に向けた取り組みを今後とも注視して

いきます。

篠田
一部の海外の事業会社では、

管理部門にやや脆弱な部分

が以前から見受けられました。こうした

会社は比較的規模が小さくリソースも

限られるため、地域統括会社や国内の

グループ管理本部が連携してリーダー

シップを発揮しサポートすることが大切

です。海外展開の拡大に伴い管理面も

重要なファクターになることを、常々強

調しています。

川名
ゲームの開発規模が巨大化す

る中、より効率的なプロジェク

トマネジメントに向け、リソースの最適

化やプロセスの可視化などのエンジニ

アリングの手法が参考になると見てい

ます。またグローバル化との関連では、

権限と責任の整合性、国内外の人材

育成などを重視し、多角的な提言を

行っています。

桑原
当期は残念ながら大きなコン

プライアンス事案があったこと

から、監査等委員会として提言を行いま

した。またデジタル事業の損失について

は、グループ全体では好業績が続く中、

持株会社の取締役会から見えづらい問

題もあることを感じました。この反省を

踏まえつつ、事業統括会社における今

後の対応を精査しサポートしていきます。

川名 浩一
社外取締役

島田 俊夫
社外取締役

篠田 徹
社外取締役 監査等委員

小宮 孝之
社外取締役 監査等委員

桑原 聡子
社外取締役 監査等委員

E S G  S E C T I O N
社外取締役座談会

社外取締役座談会
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島田
取締役会のさらなる進化に向

けた仕掛けとして、実効性評

価の質問票を見直し、資本収益性など

様々な質問項目を網羅しました。コー

ポレートガバナンス・コードの改訂動

向も踏まえ、全員の意識を高めていく

機会になったと思います。また、先ほど

の常時モニタリングの問題に関係しま

すが、特に情報セキュリティや内部統

制といった、日々の継続的取り組みが

物を言うテーマは、取締役会の議題に

上りづらいものです。折に触れ他の議

題に沿いながら、執行側の注意喚起に

努めています。

コンプライアンスの徹底に向けて 
 

桑原
今回のコンプライアンス事案

について、監査等委員会では、

事案発覚の報告を受けて以降、その後

の事態の推移や原因究明・再発防止

の状況についても随時、確認を行いま

した。執行側の事後的対応は概ね妥

当と考えておりますが、原因究明・再発

防止の徹底とともに、グループ全体の

意識向上に向けたトップメッセージの

発信もお願いしました。今後も定期的

に、取り組み状況を確認していきます。 

島田
万単位の人々の日々の行動を

完全に律することは難しく、む

しろ不正を起こさせない、あるいは起こ

しにくい仕組みづくりが重要です。例え

ば、現金の取り扱いの制限や、ITを活
用した複数決裁者の承認義務付けな

どが考えられます。それをどこまで徹底

すべきかは、生産性との兼ね合いであ

り、最終的には事業会社のカルチャー

の問題になるでしょう。

川名
仕組み・文化・リーダーシップ

の3軸からのアプローチが重
要です。まず仕組みに関しては、組織内

に光の当たらない“暗がり”をつくらない

こと。文化に関しては、世界に笑顔と

幸せを送り届ける一員としての自覚を、

一人ひとりに促すこと。そして様々な組

織の責任者が、コンプライアンスの浸

透・定着に向けリーダーシップを発揮

することです。

次期中期計画と 
長期ビジョンに向けて

 

島田
当社グループでは現状、長期

ビジョンの公表を行っていま

せん。中期計画を立てる際、前の中期

計画に新しいものを継ぎ足すより、長期

視点でのありたい姿からバックキャスト

するやり方のほうが、投資家の方々の理

解も得やすいでしょう。業界特有の環境

変化の速さに留意する必要はあるもの

の、検討する価値はあるように思います。

桑原
私が社外取締役に就任した

2017年3月期から役員合宿
がスタートし、その第1回のテーマが
「10年後のありたい姿」で、社内的には
数値目標の設定もありました。今、同

種のものをつくるとすれば、おそらくサ

ステナビリティ課題をより深く掘り下げ

たビジョンになるでしょう。次期中期計

画策定の議論も、そうした将来像を意

識したものになると思います。

篠田
Vision Meetingでも発言が
ありましたが、成長機会を海

外に求めるのであれば、それに対応し

た新たなグローバル人材戦略が必要で

す。事業基盤を支えるコーポレート人

材に加え、IPの獲得・創出に当たる人
材の確保・育成方針は、中期計画ない

し長期ビジョンの中で詰めていく必要

があるでしょう。

小宮
各事業会社が立てた目標を

積み上げるやり方は、それは

それで合理的だと思います。ただ、ある

種の成長投資に関しては、グループ主

導のアプローチが有効ですし、現在そ

れが可能な状況にあると見ています。

2024年3月期の業績評価
 

川名
当期は、これまで業績を牽引

したデジタル事業が足踏みし

た一方で、トイホビー事業、アミューズ

メント事業が過去最高業績を記録しま

した。幅広い事業間の「相互補完」が、

グループ業績の安定的向上をもたらし

ています。現在さらに、各事業間の積極

的な「相乗効果」を創出する、新たな取

り組みが始まっています。ファンの想像

を超えたチャレンジが、様々な分野に波

及していく展開を期待しています。

篠田
売上高が当期初めて1兆円を
突破、営業利益も減益とはい

えまずまずの成績です。他方、デジタル

事業は、かなりの損失を計上しました。

背景として、ユーザーニーズの多様化、

開発期間の長期化・コスト増といった

要因があり、同様の状況は競合他社で

も生じています。抜本的な開発体制見

直しが効果を発揮するには、しばらく時

間がかかると見ています。

島田
アウトプットの数字だけでな

く、事業ごとの業績の内訳ま

で厳しくチェックする必要があるな、と

感じました。特に業績予想の下方修正

があったことを、重く受け止めています。

当社に先を見通す力が足りていなかっ

たというのは、投資家の方々の期待を

結果的に裏切ったことになります。そう

した期待に常に応えられるわけではな

いものの、可能な限りの努力をする責

任があるはずです。

川名
バンダイナムコのようにファン

に世界観を提示するビジネス

の場合、何をするか（what）ということ
は、基本的にはファンと向き合う現場

の人々が決めることでしょう。ただ、そ

のwhatの部分が固まれば、それをい
かに実現するか（how）は、私たちの吟
味の対象となります。様々な助言や疑

問を提供し、実現プロセスに参画して

いきたいと思います。

成長に向け対処すべきリスク
 

小宮
デジタル事業は、ボリュームが

大きいだけに、チャンスとリス

クがともに存在します。リスクとは、開

発期間の長期化により、外部環境の変

化に長くさらされ、また投資額も膨らむ

ことです。リスク最小化とリターン最大

化の間で、適切なバランスが求められ

るでしょう。

篠田
グローバル展開が加速する中、

海外事業のガバナンス構築は

喫緊の課題です。事業の拡大と管理体制

の整備は車の両輪であり、後者にはコー

ポレート人材の確保・育成・配置が含ま

れます。こうした取り組みの立ち遅れが、

最大のリスクになると考えています。

島田
私が考える最大のリスクは、

技術革新あるいは生活スタイ

ルの変化がもたらすゲームチェンジで

す。技術革新の代表例が、AIの進展
で、生活スタイルの変化においては、極

端に“タイパ”を重視する若者世代の消

費行動などが挙げられます。こうした

変化が実際にどれほどのインパクトを

持つのか、あるいはゲームチェンジが

近々起こり得るのかについては、現状

よく分かりません。ただ、こうした理論

的な可能性を常に意識しておく必要は

あるように思います。

桑原
短期的な課題・リスクとして

は、グローバルのグループガバ

ナンスと、ゲーム開発体制見直しの2つ
を想定しています。長期的には、少子

化やメディア視聴環境の変化が進む

中、次世代のファン育成が大きな課題

になっていくでしょう。

川名
事業領域の拡大、ビジネスモ

デルの複雑化に伴い、コンフリ

クトの増大が予想されます。例えばAI

海外ビジネスにおいては、現地の

倫理・宗教観との衝突も 

想定されます。こうした要素を 

適切にコントロールすることが、

企業として勝ち残る条件になって

いくでしょう。

今後パーパスと個別テーマをつなぐ 

中長期的視点の共有、適切な 

アジェンダ設定などについて、 

議論を深めていきたいと考えています。

“

“

”

”

E S G  S E C T I O N
社外取締役座談会
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社外取締役座談会

の導入は、省力化・生産性向上と、人

間的な創造性の対立関係をもたらすで

しょう。また、当社グループと様々な

パートナーの間には、部分的な利害の

不一致も生じ得ます。海外ビジネスに

おいては、現地の倫理・宗教観との衝

突も想定されます。こうした要素を適

切にコントロールすることが、企業とし

て勝ち残る条件になっていくでしょう。

多面的なダイバーシティ推進へ
 

桑原
2023年、持株会社で女性初
の社内取締役である宇田川

取締役が就任しました。各社では、さ

らに女性の登用が進んでいます。とは

いえ、国内主要グループ会社の女性管

理職比率はまだ3割に満たず、引き続
き努力が必要です。ジェンダー以外の

ダイバーシティとしては、真のグローバ

ル化に向け、各地域のグループ会社に

おける現地人材のマネジメント層への

登用の増加、その先の外国籍の取締

役誕生に期待しています。

川名
女性活躍については、人事報

酬委員会でもよく議題に上

がっています。宇田川取締役という

ロールモデルがあり、さらに下の世代

には優秀な方が数多くおられるので、

女性比率の向上は時間の問題と見て

います。今後は徐々に「認知的ダイ

バーシティ」、つまり経験・知見・考え

方の多様性が焦点になっていくでしょ

う。ジェンダーや国籍を問わず、優秀な

人材を発掘・育成し、権限と責任、活

躍する場を与えていくことが重要です。

島田
今のお話に付け加えれば、障

がい者雇用の問題が挙げられ

ます。日本の人口に占める障がい者比

率が9.2%*1である以上、法定雇用率*2

を優に上回る雇用があってしかるべき

です。時価総額で国内トップ100に入
る会社には、相応の社会的責任が求め

られるからです。障がい者にとどまら

ず、DE&I（ダイバーシティ、エクイティ&
インクルージョン）の深化については、

多角的な視点の取り組みが必要と考

えています。 
*1  2023年度　障害者白書より
*2  2025年3月期に従来の2.3%から2.5%、さらに

2027年3月期には2.7%へ引き上げられる。

篠田
障がい者雇用率の抜本的引き

上げには、特例子会社だけで

なく、各社が雇用の受け皿となることが

リサイクルプロジェクトなど、注目すべ

き取り組みもなされています。人事報

酬委員会として今回、評価すべきもの

は評価する姿勢を明確にしたものです。

桑原
サステナビリティ評価について

は、導入そのものが大きな

インパクトを与えたはずです。他方、運

用面ではいくつか課題があります。ま

ず、KPIが達成されたのに正当な評価
がないようでは、十分な動機付けにな

りません。また、KPIがあまりに達成困
難だと、評価スコアが弾力的に変動で

きません。他社動向も参考に見直しを

進め、より良い指標につくり込んでいき

たいと思います。

島田
また、人事報酬委員会では、

経営人材育成の議論を進め

ています。リーダーに求められる様々

な経験・資質を抽出し、その成果は実

際の役員人事にも活かされています。

従来は、次世代の人材を後継者候補

としていましたが、今回さらに、次々世

代も候補に含めました。柔軟かつ思い

切った人材登用ができるよう、対象世

代に幅を持たせるのが目的です。

必要です。現在、一部のアミューズメン

ト施設での障がい者雇用が始まってい

ます。他の地域・事業会社でも、こうし

た取り組みを進めてほしいと思います。

小宮
アミューズメント施設の場合、

近年の人手不足という課題も

抱えています。いずれにせよ、これを機

に、障がい者を含む多様な人材の活用

を強化していくべきでしょう。

人事報酬委員会における取り組み
 

島田
2022年の役員報酬体系見直
しで、サステナビリティ評価が

導入されました。脱炭素や従業員エン

ゲージメントなどに関するKPIを設定
し、その達成度を取締役（監査等委員

および社外取締役を除く）報酬に反映

させるものです。1年目（2023年3月
期）は制度の導入にとどまりましたが、

2年目の当期は、より実質的な運用に
向け、評価スコアをニュートラルから1
段階引き上げました。今後はさらに

KPIそのものの見直し・拡充を検討し
ていきます。

川名
サステナビリティ評価で設定

された指標のうち、脱炭素の

KPIは達成されており、またガンプラ 

グループのさらなる成長に向けて
 

島田
これからは、社外取締役の存

在意義が改めて問い直される

時代になるでしょう。私たちはビジネス

の現場や、世の中の動きを熟知し、両

者の橋渡しをしなければなりません。

投資家の皆様と対話する姿勢を忘れ

ず、外部の視点から経営の客観性を高

めるべく、今後とも研鑽を重ねてまいり

ます。

桑原
進行中の2025年3月期は、現
中期計画の最終年度かつ次期

中期計画に向けた準備の1年です。役員
報酬体系の再設計の議論もスタートしま

す。外部環境が大きく変化する中、ボード

全体として知見を高め、グループのさら

なる成長をサポートしてまいります。

篠田
私は社外取締役であると同時

に、常勤の監査等委員でもあ

ります。グループ各社の監査役や内部

監査部門、さらには当社のほかのボー

ドメンバーとの連携を深めつつ、全社の

ガバナンス強化に貢献してまいります。

小宮
会計・財務知識の絶えざるアッ

プデートに努めるとともに、ビジ

ネスに関する知見を深め、より精度の高

い監査でグループに貢献してまいります。

川名
バンダイナムコの最大の特徴

は、IPを基軸とした事業展開
です。強力な自社IPに加え、IPをとも
に育む能力、豊富なIPの出口戦略を擁
しています。グループがこうした強みを

十分に発揮し、真のグローバル企業と

して羽ばたいていけるよう、監督と助言

の両面でサポートしてまいります。

グローバルにおけるコーポレート

人材やIPの獲得・創出に当たる

人材の確保・育成方針は、中期

計画ないし長期ビジョンの中で

詰めていく必要があるでしょう。

“

”

ジェンダー以外のダイバーシティとしては、真のグローバル化に

向け、各地域のグループ会社における現地人材のマネジメン

ト層への登用の増加、その先の外国籍の取締役誕生に期待

しています。

“

”

E S G  S E C T I O N
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近年の人手不足という課題も抱えてい

る中、これを機に、障がい者を含む多

様な人材の活用を強化していくべきで

しょう。

“

”
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サステナビリティ意識の向上と 
環境整備 

浅古
この2年間、WEB社内報や従業員
向けのイベント「サステナビリティ

WEEK」など従業員に向けた様々な仕掛け
によって環境整備を進めた結果、“事業プラ

スアルファ”ではない、「事業を通じたサステ

ナブル活動」の考え方が浸透してきました。

対外的な情報発信についても改善を続け、

まだ足りない部分はありますがメディアや第

三者機関から一定の評価が得られるように

なりました。グループサステナビリティ委員会

における討議も、課題の優先順位を意識し、

より具体的な議論になってきたと思います。

小林（聡）
私はこの春、着任したばかりです

が、2024年3月期は、一連の環境
整備の効果で、活動が一気に具体化した1
年だと感じています。サステナブル活動には

前任の頃より携わっていましたが、会社や部

署間の交流が行われることで、問題意識の

共有・浸透につながっていると思います。

小林（り）
私は推進室の発足時から在籍し、

WEB社内報の制作を中心に様々
な業務を担当しています。グループ内の意識

の変化、自分事化は、エンゲージメントサー

ベイの結果に表れていますし、日々の業務

でも実感します。国内外のグループ会社が

取り組むサステナブル活動情報が自然に集

まってくるようになったことも、その一例です。

グローバルの「サミット」開催

浅古
時代とともに企業への社会的要

請も高まり、求められる在り方も

変化しています。こうした状況を踏まえ、グ

ループ全体で意思統一と横の情報共有や

連携をはかるべく、2023年10月に第1回
「グローバルサステナビリティサミット」を開

催しました。海外の地域統括会社と国内の

事業統括会社の担当者が一堂に会し、幅

広いテーマで2日間にわたり議論しました。

小林（聡）
サミットでは、国内外での取り

組み内容の説明や、活動に向け

た考え方の統一をはかりました。次回は

2025年開催を予定していますが、グルー
プとしてのロードマップ、特に各バリュー

チェーンにおけるサステナビリティ戦略を

構築していくことが課題になります。

小林（り）
担当者と直接会って話せたこと

で、その後のコミュニケーション

がスムーズになりました。初めての試みと

して、大きな意義があったと思います。

環境課題への対応強化

浅古
2050年のCO2排出実質ゼロと

いう目標に向け、取り組みを進

めています。もっとも、これはScope1／2
の話で、Scope3については状況を精査
している段階です。また削減手法として

は、排出量の削減に加え、カーボンクレ

ジットの活用なども検討しています。な

お、2023年9月にはTCFD提言への賛同
を表明し、簡易なシナリオ分析も実施し

ました。プラスチック廃棄物の削減につい

ては、できるだけ早期に具体的な施策を

推進するため検討を進めています。

小林（聡）
私たちはサステナブル活動を「IP
軸戦略のもと、ファンなどすべて

のステークホルダーとともにサステナビリ

ティを推進する活動」と位置付けています。

例えば「ガンプラリサイクルプロジェクト」

のように、様々なIPの力を活用しつつ、
ファンとともにバンダイナムコらしい活動を

展開していくのが、目指す形です。

マテリアリティとしての人権

浅古
私たちは早くから人権課題に向

き合ってきました。2023年11月
に策定した「バンダイナムコグループ人権

方針」は、社内に存在していた各種規定や

考えを統一・体系化したものであり、今後

仕組みを具体化していく「人権デューディ

リジェンス」（詳しくはP.88をご覧ください）
も従来実施しているトイホビー事業におけ

るCoC（Code of Conduct：行動規範）監
査の発展形です。現時点で主要な事業会

社におけるモニタリングは一通り実施して

います。今後は、各国法令に対応した措置

も含め、幅広く取り組んでいきたいと思い

ます。

小林（り）
サステナビリティというとエコの

イメージが強いのか、マテリアリ

ティの1つ「尊重しあえる職場環境の実現」
に「人権」が含まれるという認識は、まだ

社内に定着していないようです。分かりや

すい伝え方を考えていくのも、推進室の仕

事ではないかと感じます。

小林（聡）
マテリアリティの文言からイメー

ジしやすい活動とイメージしづら

い活動があって、前者の浸透が進む一方、

後者の存在が見えにくくなっていることは

確かです。現場の実情を踏まえて問題点を

整理し、必要に応じて表現方法の変更も

検討していきたいと思います。

コンプライアンスの徹底に向けて

浅古
2023年に開示した複数のコンプ
ライアンス事案についてはステー

クホルダーの皆様にご心配をおかけしまし

た。業務のリモート化が進んだことなどに

より、業務の属人化や牽制が利きづらい状

況となったことが原因だと考えています。

これは元をただせば、平時の体制や意識

の問題です。業務プロセスの徹底的な見

直しにより再発防止に努めるとともに、今

まで以上にコンプライアンス意識の向上に

努めていきます。

小林（聡）
グループの規模が拡大し、事業

内容や人員構成も多様化する

中、潜在的リスクは常にあると認識してい

ます。e-Learningや研修など様々な機会
を通じ、バンダイナムコの考え方を従業員

一人ひとりに繰り返し伝えていきます。

バンダイナムコらしい 
サステナブル活動へ

浅古
どのような方針や施策であっても、

それを形にしていくのは従業員一

人ひとりです。従業員が腹落ちできないよう

な施策は、実効性に欠けるものとなります。

「バンダイナムコらしさ」をどう進化させて

いくかという視点を常に忘れず、様々な課

題に向き合っていきます。

小林（聡）
ガンプラリサイクルプロジェクトや

低消費電力を実現したクレーン

ゲーム機「CLENA3」のように、事業に即した
様々な先進的取り組みが生まれています。

従業員やファンの皆様とともに、IPの力や技
術力を駆使したサステナブル活動を推進し

ていきたいと思います。

小林（り）
エンターテインメント企業らしく、

サステナビリティを身近に楽しく

感じられ、ワクワクしながら参加できるイ

ベント、施策をつくりあげていきたいと思

います。そのためにも私自身、ワクワクす

る気持ちを大切に、日々の業務に取り組ん

でいきます。

2022年4月のサステナビリティ推進室（以下、推進室）設置により、バンダイナムコ
のサステナブル活動は大きく進展しました。

チーフサステナビリティオフィサー（CSO）とともに、一連の取り組みをリードする
推進室のメンバー2人に、この2年間の総括や目指す将来像を聞きました。

YUJI  ASAKO
浅古 有寿 
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役　 
チーフサステナビリティオフィサー（CSO）

SATOSHI KOBAYASHI
小林 聡 
株式会社バンダイナムコホールディングス

経営企画本部 
サステナビリティ推進室 
ゼネラルマネージャー

RIK A KOBAYASHI
小林 りか 
株式会社バンダイナムコホールディングス

経営企画本部 
サステナビリティ推進室 
サステナビリティ推進チーム

DIALOGUE
「バンダイナムコらしさ」を大切に
事業と一体の取り組みを通じて 
持続可能な社会づくりに貢献

サステナビリティへの 
取り組み

E S G  S E C T I O NE S G  S E C T I O N
サステナビリティへの取り組みサステナビリティへの取り組み
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縦と横を意識したグループ人材戦略

　バンダイナムコグループの人材戦略は、

「パーパス“Fun for All into the Future”」
のもと、「つながる」「ともに創る」をキー

ワードとして従業員一人ひとりが笑顔と

幸せを追求することができる環境を整備

していくことだと考えています。

　人材戦略としては、グループ各社が各

社の事業特性に合わせて行う人材戦略

と、グループの事業を支える基盤としての

グループ共通の人材戦略の2軸で展開し
ています。各事業会社としては、個社ごと

の事業戦略と連動した専門的人材育成

および確保に注力しています。一方で、私

たちグループ管理本部では、グループの

経営戦略に沿った横軸としてグループ共

通の人材方針の策定と実行、各事業会

社間の人材交流、階層別人材育成など

を実行しています。グループ管理本部で

は、常に縦と横を意識した取り組みを推

進しています。

従業員との良好なエンゲージメント

　全世界のグループ従業員に対するエン

ゲージメントサーベイを2023年3月期か
ら実施しており、2024年3月期においても
引き続き全体的に高いスコアを維持する

ことができました。特に、「会社への貢献

意欲」「性別にかかわらない活躍機会」「仕

事へのやりがい」「多様な価値観の尊重」

などの指標がベンチマークを大きく上回

り、会社と従業員の良好な関係性や意欲

を持てる就労環境、組織や業務（IPや商
品・サービスそのもの）への愛着など、私

たちグループの特徴がよく表れた形となり

ました。

　これはバンダイナムコの強さの一端が、

垣間見える結果と言えます。一方で、課

題となる項目もあります。国内の従業員

を対象とした男性育児休業取得環境の

項目については引き続き改善の余地があ

ります。また、個社ごとの結果ではバラつ

きもあり、個社の特性を考慮したうえで、

詳細な比較・分析のもと全体としてより

良く改善できるように取り組んでいきます。

この調査については、グループ従業員の

エンゲージメントを把握できる貴重な機

会と捉え、引き続き継続して実施していき

ます。

D&Iの推進と人材育成の取り組み

　バンダイナムコグループは、「パーパス 
“Fun for All into the Future”」のもと、
様々な才能、個性、価値観を持つ多様な

人材が生き生きと活躍することができる企

業グループの集団でありたいと考えていま

す。新卒・キャリア、性別、年齢、国籍、人

種、宗教や性的指向などにこだわらず人

材の確保・登用を行うとともに、多様な人

材が活躍することができ、心身ともに健康

に働くことができる様々な制度や環境の整

備に注力することでダイバーシティ&イン
クルージョン（D&I）を推進していきます。
　また、経営人材育成に関して、新たな

取り組みを開始しました。「バンダイナム

コEDGEプログラム」として、各事業統括
会社を中心に選抜したメンバーに対して

経営への意識の醸成を目的とした育成プ

ログラムを実施します。長期視点で将来

の経営人材の早期育成に着手することで

グループ全体の経営力強化をはかる方針 
です。

　さらに、管理系人材の育成・確保はグ

ループ共通の喫緊の課題と捉えています。

今後の事業成長を考えれば、複数事業を

支える基盤としての管理系の中核人材確

保は必須事項であり、人員増強に加え、

着実な育成に向けた体系的な仕組みづく

りが必要不可欠です。核となる専門性と

事業バリューチェーンを理解しグループを

横断した視点を持ち合わせた人材育成に

向けて、社内育成と新規採用の両面で取

り組みを進めています。

健康経営に向けた推進

　これまでも、環境整備の一環として健

康経営の推進に取り組んできました。そ

の成果として、2024年に複数のグループ
会社が健康経営優良法人認定を初めて

取得しました。認定によってグループ全体

から注目を集め、健康に対する興味・関

心が高まったことは良い効果だったと捉

えています。健康経営の推進には、健康

推進室から一方向で進めるだけではなく、

各事業会社とともに実行していくことが大

切です。そのために、各事業会社の課題

や特性に応じた施策や研修を実施、全体

での健康意識の統一に努めています。最

終的には、グループ全体として健康経営

優良法人認定を目指していきます。

　今後は、今まで以上に予防と健康増進

に重点を置く方針を掲げ、各事業会社の

従業員の健康状態を把握したうえで、事業

規模や体制などを考慮した施策を講じて

いきます。また、各事業会社との連携を深

め、健康推進室への相談がしやすい環境

を整えることが特に重要だと考えています。

グループ全体のさらなる成長に向けて

　運用を開始した「グローバル人事データ

ベース」により、グループ全体の人員の過不

足や分布の偏り状況を俯瞰的に把握できる

ようになってきました。現状は情報収集とし

ての役割が中心ですが、今後はデータベー

スを充実させ情報精査と効果的な活用の

フェーズに入っていきます。グループ各社へ

の情報提供や人的資本の効果的な開示な

ども視野に本格的な活用に努めていきます。

　エンターテインメントは変化の激しい業

界であり、グループ管理本部としても経営

戦略との密接な連携、変化へのスピー

ディな対応を意識しながら、グループの成

長を牽引する人材確保・育成にまい進し

ていきます。同時にエンゲージメントの維

持・向上などを推進し、すべての従業員が

能力を最大限に発揮できる環境を提供す

ることで、グループ全体の成長と持続可能

な発展を支えていきます。

SACHIKO SUMIKAWA
澄川 祥子  
株式会社バンダイナムコビジネスアーク

人事部 
健康推進室 
マネージャー

KOJI HAMANO
濵野 浩二  
株式会社バンダイナムコホールディングス

グループ管理本部人事部 
ゼネラルマネージャー

KOJI TSUYUKI
露木 項治  
株式会社バンダイナムコホールディングス 
執行役員 
グループ管理本部長

分類 設問
ポジティブ

回答（%）

エンゲージメント

今の会社で働くことに幸せを感じる 75

自分の仕事にやりがいを感じる 78

自分の役割を果たすために必要な裁量や権限が 
与えられている 75

組織に貢献するために最善を尽くしたいと思う 85

D&I

今の会社では、性別にかかわらず活躍する機会が 
与えられている 81

バンダイナムコグループでは多様な価値観や考え方を尊重
している 75

エンゲージメントサーベイにおける一部の設問とスコア（2023年度実施）

担当者から一言

人材戦略の最終目標は、企業の
持続可能な成長を支える人材を
育てることにあり、その目標に向
けて従業員の笑顔と幸せが持続
する環境整備に努めていきます。

世界各国で活躍する海外出向者
に対してもサポート体制を強化し、
日本国内・海外にかかわらず、従
業員が健康に生き生きと働けるよ
う健康経営を推進していきます。

パーパスを、一人ひとりが自然に
共感し、自分事化につなげられる
よう、パーパスの浸透・実践に向け
た環境づくりに貢献していきたい
と思います。澄川 祥子 濵野 浩二露木 項治

MESSAGE
すべての従業員が 
能力を最大限に発揮できる環境を提供し、 
成長と持続可能な発展を支えていきます

バンダイナムコ 
グループの 
人材戦略
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サステナビリティマネジメント

マテリアリティの特定  
　当社グループでは、サステナビリティに関するリスクと機会

についてグループサステナビリティ委員会で協議のうえ、当社

グループが取り組むべきマテリアリティを特定、グループ全体

のサステナブル活動を推進しています。

　また、グループ各社がマテリアリティに沿って、その事業特性

に合わせた施策に取り組んでおり、その結果は、連結会計年度

ごとにグループ全体および事業セグメントごとに分析、翌連結

会計年度以降の施策の改善につなげており、併せてその内容

についてグループサステナビリティ委員会にて協議のうえ、 
当社取締役会に報告し、当社取締役会が審議・監督を行って

います。

マテリアリティ5項目  

特定・検証時に重視している観点

 バンダイナムコグループの考え方・方針
 バンダイナムコグループのパーパス
 バンダイナムコグループのサステナビリティ方針
 バンダイナムコグループコンプライアンス憲章
 バンダイナムコグループ中期計画
 グループの関連方針・ガイドライン

 国内外の潮流・社会要請 
  国際機関や調査機関、政府の各種指針、ガイドライン 
例： SDGs（持続可能な開発目標）、環境省「環境報告ガイドライン」、GRIガイドライン、TCFD提言、SASB基準、ESG評価機関の 
ガイドラインやレポート（CDP、MSCI、Sustainalytics、FTSE） など

 外部有識者ヒアリング 
 消費者アンケート（不定期実施）
 サステナビリティ先進企業の取り組み

マッピング

「ステークホルダーの皆様に
とっての重要性」と「バンダイ
ナムコグループにとっての 
重要性」の2軸で評価し 
マッピング

リストアップ

分析対象とする社会課題 
項目を下記の観点からリスト
アップし、20項目に整理

特定

経営討議内容を反映、 
マテリアリティを特定。外部
有識者のコメントを取得

非常に重要
バンダイナムコグループにとっての重要性

バンダイナムコグループでは、「パーパス“Fun for All into the Future”」をグループにおける最上位概念と位置付け、 
パーパスのもとIP軸戦略を活用したバンダイナムコならではの活動に取り組むといったバンダイナムコグループサステ
ナビリティ方針を定めています。その実践に向け、特に重点的に取り組む必要がある5つのテーマをマテリアリティ（重要
課題）として特定し、サステナブル活動を推進しています。

　サステナブル活動の推進にあたっては、当社の常勤取締役

および当社グループの事業統括会社（（株）バンダイナムコ

エンターテインメント、（株）バンダイ、（株）バンダイナムコフィ

ルムワークスおよび（株）バンダイナムコアミューズメント）の

代表取締役社長などで構成され、当社代表取締役社長が議

長を務めるグループサステナビリティ委員会を設置し、事業

と連携した活動に取り組んでいます。サステナブル活動の推

進は経営戦略上の重要な取り組みであるという認識のもと、

当社取締役会直轄となるグループサステナビリティ委員会で

サステナビリティ戦略に関する協議を行い各施策を検討、当

社取締役会に定期的に報告し、当社取締役会がその審議・

監督を行います。また、グループサステナビリティ委員会の下

部組織としてグループサステナビリティ部会を設置、バンダイ

ナムコグループのサステナビリティ方針およびマテリアリティ

に沿った活動に取り組んでいます。

各ユニットのサステナビリティプロジェクトグループサステナビリティ部会

グループにおける 
最上位の概念

グループサステナビリティ委員会

バンダイナムコホールディングス 取締役会

議長 代表取締役社長 川口 勝
メンバー バンダイナムコホールディングス 常勤取締役、 
 事業統括会社等の代表取締役社長、指名者
開催時期 半期定例および随時

内容・目的  グループにおける重要なサステナビリティ戦略に関する議論および
情報共有、取締役会における議案検討および報告事項・協議、 
グループサステナビリティ部会の統括、各ユニット・関連事業会社
のマテリアリティ進捗の統括

Bandai Namco’s Purpose

バンダイナムコグループ 
サステナビリティ方針

バンダイナムコグループは、IP軸戦略のもと、 
ファンとともに、バンダイナムコグループが向き合うべき 
社会的課題に対応したサステナブル活動を推進します。

各事業セグメント・関連事業会社において、重点取り組み施策とKPIを定め、 
マテリアリティに即したサステナブル活動を事業を通じて推進しています。

マテリアリティ（重要課題）

注力する主なSDGsの目標

マテリアリティ

非
常
に
重
要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
様
に 

と
っ
て
の
重
要
性

STEP  

1
STEP  

2

 P.97

 P.98  P.99

 P.100～101 P.99

STEP  

3

地球環境との  
共生

知的財産の  
適切な活用と保護

コミュニティ 
との共生

適正な商品・  
サービスの提供

尊重しあえる 
職場環境の実現

マテリアリティ特定の3ステップ
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　2021年4月よりスタートした「ガンプラリサイクルプロジェク
ト」では、ガンダムシリーズのプラモデル「ガンプラ」のランナー

（プラモデルの枠の部分）を回収し、最先端技術である「ケミカル

リサイクル」によって新たなプラモデル製品へと生まれ変わらせ

ることで、ファンの皆様とともに循環型社会の形成に貢献してい

くことを目指しています。集まったランナーは、（株）BANDAI 
SPIRITSのプラモデル生産工場であるバンダイホビーセンター

に輸送し、同工場の製造工程で

排出されるプラスチックと合わせ

て、一部をケミカルリサイクルの実

現に向けた実証実験用の材料とし、残りをマテリアルリサイ

クルとサーマルリサイクルにより再活用します。2023年度に
おける回収実績は約40トンとなりました。

「ガンダムR作戦」
　2023年度は全国47都道府県で「ガンダムR（リサイクル）作戦」を開催しました。
　全国各地のショッピングセンターや音楽フェス会場などで、回収したランナーを

リサイクルして生産した「エコプラ」の体験キットと特別冊子、限定ステッカーを配

布。その場でエコプラを組み立てていただき、回収ボックスでランナーを回収する

ことで、プラスチックの循環を身近なものとして体験してもらう取り組みを行いま

した。

GUNDAM 

ガンプラリサイクルプロジェクト   

ガンダムエデュケーショナルプログラム  

ランナー回収実績

　全国の自治体と協力する「ガンダムマンホールプロジェク

ト」は2021年8月からスタートしました。本取り組みは、『機
動戦士ガンダム』に登場するキャラクターやモビルスーツな

どがデザインされたマンホール蓋「ガンダムマンホール」を全

国の様々な場所へ設置するものです。地方自治体と協力し、

国内の活性化をはかるとともに、世代を超えたガンダムファン

の皆様とガンダムとの絆の証にしていきたいと考えています。

ガンダムマンホールプロジェクト  

IPを活用したサステナブル活動

ガンダムシリーズでは、ファンや外部パートナーと手を組み、 
未来の子どもたちのための様々なアクションを行っていきます。 　“ガンプラ”やGUNDAM FACTORY YOKOHAMAの“動く

ガンダム”を題材に、モノづくりの楽しさや地球環境などにつ

いて考えるきっかけを与える教育プログラム「ガンダムエデュ

ケーショナルプログラム」を2021年度よりスタートしました。

「エデュケーショナルサポート」
　GUNDAM FACTORY YOKOHAMAでは、2021年11月か
ら、モノづくりへの興味喚起を目的に、小中学生を対象とす

る“エデュケーショナルサポート”として、実物大“動くガンダ

ム”の動く仕組みを知り、体感するプログラムを実施。公開最

終日の2024年3月末までに合計102校、7,554名の子どもた
ちに参加いただきました。

「ガンプラアカデミア」
　全国の小学校で展開しているプラモデル授業「ガンプラア

カデミア」は、2021年10月より開始し、2024年7月までに累
計で小学校8,000校以上、参加児童数60万人以上が参加さ
れました。映像とプラモデルの組み立て体験によって、モノづ

くりの楽しさや、生産の仕事、「ガンプラリサイクルプロジェク

ト」などの地球環境に配慮した取り組みを伝えています。

2022 
年度

2021 
年度

2023 
年度

約40t

約21t

約11t
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THE IDOLM@STER 
『アイドルマスター』シリーズでは、バンダイナムコグループが掲げるマテリアリティ「地

球環境との共生」「知的財産の適切な活用と保護」「コミュニティとの共生」の3つを軸
に、IPを活かしたファンが気軽に参加できる、ファンと「つながる」「ともに創る」サス
テナブル活動に取り組んでいます。

～ファンとつながる、 
ともに創るサステナブル活動～

ライブ会場における古着回収と 
アップサイクル
　2023年3月に開催した「THE IDOLM@
STER SHINY COLORS 5thLIVE If I_wings.」
の会場では、来場者から古着を回収する取り

組みを実施。会場に来場するファンの皆様に

呼びかけ、会場に設置されたボックスにて古

着を回収しました。なお回収した古着は再利

用可能な新素材へ再生され、「THE IDOLM@
STER SHINY COLORS 5.5th Anniversary 
LIVE 星が見上げた空」でパネルとして再利
用しました。

環境省とのコラボ施策 プラスチック資源循環を推進
　2023年4月から約1年間、「アイドルマスター シャイニーカラーズ」と環境省によるコ
ラボ施策として283（ツバサ）プロダクション所属のユニット「放課後クライマックスガー
ルズ」がプラスチック資源循環に関する広報PRを務めました。ゲーム内イベントシナリ
オ「アジェンダ283」では地域の清掃活動を通して、海洋プラスチックごみ問題について
学習、話し合いながら、自然とプラスチック資源循環のための取り組みを実践していま

す。なお「放課後クライマックスガールズ」メンバーから選出されたアイドル・杜野凛世

がナビゲートを務める「プラスチック削減・リサイクル促進」をPRする啓蒙動画も公開
されています。 

リサイクル推進に向けた取り組み    

「アイドルマスター SideM」が銚子を盛り上げる ! 
　（株）バンダイナムコエンターテインメントが

展開する「アイドルマスター SideM」に登場す
る315（サイコー）プロダクション所属のアイド
ルユニット『Jupiter』と銚子電鉄のコラボレー
ションは2021年10月よりスタートしました。
2022年7月には銚子市とのコラボレーション
「銚子PR大作戦!」へと発展し、以降315プロ
ダクションのアイドルたちが銚子市の各スポッ

トをPRしてきました。銚子市の各所では、アイ
ドルたちのポスターや等身大パネルの掲示、オリジナルグッズが販売されており、多くの皆様に足を運んでいただきました。

　さらに2023年11月からユニット『DRAMATIC STARS』がJR東日本千葉支社のPRアイドルに起用され、銚子電鉄開業100周年 
記念& EeeE銚子サービス開始記念銚子観光誘致キャンペーン「315にイイ銚子!」が2023年12月より開催されました。

アイドルたちが街を盛り上げる !みなとみらい×THE IDOLM@STER MILLION LIVE! 
　（株）バンダイナムコエンターテインメント

が展開する「アイドルマスター ミリオンライ
ブ！」は横浜みなとみらいとのコラボ施策を

実施しました。

　みなとみらい21地区では、横浜を音楽の 
街としてブランディングするため、街のさらなる

魅力向上や活性化を目指す『Music Port 
YOKOHAMA』の取り組みを推進しています。 
その一環として2024年2月にKアリーナ横浜 
で開催された「THE IDOLM@STER MILLION 
LIVE! 10thLIVE TOUR Act-4 MILLION THE@
TER!!!!」の公演に合わせ、ソニー（株）のSound AR™ サービス Locatone™（ロケトーン）*を活用し、みなとみらいをまるでアイドルと
一緒に巡っているような体験を楽しめる回遊型イベント「ミリオンおさんぽツアー in みなとみらい」が開催されました。
*「Sound AR」および「Locatone」はソニーグループ（株）またはその関連会社の商標です。

「アイドルマスター ミリオンライブ！」がコラボ !自治体における地域防災力向上  
　（株）バンダイナムコエンターテインメントが

展開する「アイドルマスター ミリオンライブ！」
は、「（一社）江東区の地域防災力向上を目指

す会」主催の「豊洲防災Festiv@l 2024」とコ
ラボレーションしました。

　自治体における防災力向上を目的に、AED
講習会やオリジナル防災グッズの販売など、IP
コラボならではの施策やステージ、「アイドルマスター ミリオンライブ！」の世界観を楽しめる会場づくりが、地域住民の方だけでなく
「アイドルマスター ミリオンライブ！」の“プロデューサーさん（『アイドルマスター』シリーズにおけるファンの通称）”など防災に関わる
機会が少ない若年層の方の参加につながり、期間中には約3.3万人に来場いただきました。

地域創生に向けた取り組み   

い
こ
う
。銚
子

さ
ぁ
、

銚子電
鉄開業100周年 &EeeE銚子サービス開始記念

運気上昇の旅
スマホから始まる
なんかいい調子になっちゃう

※「EeeE銚子」はスマートフォン専用のサービスです。※ご利用の際は、会員登録（登録無料）が必要です。※Tabi-CONNECTは、JR東日本/パートナーが提供する、
スマホひとつで「便利で快適な旅」をサポートする旅のポータルサイトです。※写真・イラストはすべてイメージです。掲載の情報は2023年11月現在のものです。詳しくは EeeE銚子 JR東日本

EeeE銚子とは

JR 東日本千葉支社
マスコットキャラクター
駅長犬（えきちょうけん）

スマホひとつで便利に千葉県銚子エリアの旅を楽しめる

サービス。日本遺産「北総四都市江戸紀行」のひとつであ

る港町銚子は豊富な海の幸や江戸情緒残る町並みなど、

魅力が盛りだくさん！「EeeE銚子」

で銚子エリアの魅力を探しに行こう！

315にイイ銚子！B1ポスター_A

ライブ会場に設置された 
回収ボックス

古着をアップサイクルして制作されたパネル

会場の様子 オリジナル防災グッズ　缶入りソフトパン

IPを活用したサステナブル活動 E S G  S E C T I O N
サステナビリティ
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   「プラスチック削減・リサイクル促進」PR



　（株）バンダイナムコエンターテインメントは、国連の気候行動サミットで発足した

「Playing For The Planet Alliance」のメンバーです。スマートフォン向けゲーム
アプリ「PAC-MAN」を通じて、国連環境計画（UNEP）が主催している「Green 
Game Jam」に参加しています。2023年には、絶滅危惧種の保護の重要性を伝え
ることを目的としたゲーム内イベント「Play for the Himalayas」を実施しました。
　なおBandai Namco Entertainment America Inc.は、3年連続で「Green Game 
Jam」に参加、貢献したことが評価され、2023年度の「Jam Spirit Award*」を受賞
しています。
*   「Green Game Jam」の参加企業の中でも、ゲームに森林再生への取り組みを一貫して盛り込み、そのレベル向上を 
怠らない企業に贈られる賞。 

　複数台設置されるクレーンゲーム機の省電力化は、 
アミューズメント店舗全体の消費電力の削減にもつなが

ります。「CLENA3」においては待機中の電力を削減する
「エコモード」を搭載。電気代を節約・環境配慮をしなが

らクレーンゲーム機に求められる明るさと華やかさを保

つことを実現。さらに「CLENA3 Jack」は「CLENA3」で
は1段階だったエコモードを3段階まで設定可能とし、通
常時（エコモードOFF時）に対し、最大61%の消費電力
の削減を実現しています。

　なお旧シリーズから「CLENA3」への入れ替えを行う
ことにより、（株）バンダイナムコアミューズメントが展開

するアミューズメント店舗においては年間の電気代コス

ト減とともに、年間約500tのCO2削減を実現しています。

　Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.では、未来を担う子どもたちに楽しみながら伝統技術を学んでいただくことを
目的として、環境保護の要素やIP（パックマン）を用いたデザインを加えた「古籍修復」体験イベントを2018年より実施してお
り、中国の無形文化遺産である「古籍修復（古書の修復）」の保護活動に取り組んでいます。

「Playing For The Planet Alliance」への参画  「もっと明るく、もっと省電力」を実現   

バンダイナムコアワード    

中国における無形文化遺産の伝承を支援  

　北米地域では拠点所在地であるカリフォルニア州のプロスポーツチームとスポン

サーシップ契約を締結、地域に根付いた企業としてファンとの交流を進めています。

　地元サッカーチーム「ロサンゼルス・フットボール・クラブ」のホームタウンである

「BMOスタジアム」内にアミューズメント空間「レベルアップ・バイ・バンダイナム
コ」がオープン。家族連れや若者など幅広い年齢層の顧客が飲食をしながらゲー

ムを楽しめる空間となっています。また地元球団「ロサンゼルス・エンゼルス」の

ホームタウンである「エンゼル・スタジアム・オブ・アナハイム」でも、イニング間で

のパックマンレースの実施により、球場を盛り上げています。

北米拠点における地元プロスポーツチームとスポンサーシップ契約を締結   

PAC-MAN クレナシリーズ
世界で最も知られたコンピューターゲームの 
1つであり、誕生から40年以上、世界中のファン
に愛され続けるパックマン。バンダイナムコ 
グループはその IPの力を活かして、世界中で
様々なサステナブル活動に取り組んでいます。 

2004年に稼働を開始し、クレーンゲーム機運営に革命を起こしたクレナシリー
ズ。以来、お客様の要望にお応えすべく、時代に合わせてリニューアルを繰り返

してきました。2022年11月の発売以来累計7,000台を出荷している「CLENA3」
は、初代「クレナフレックス」と比べて消費電力を半減、さらに最新作である

「CLENA3 Jack」はさらなる省力化を進めるとともに、背の低い方やお子様でも
楽しめるユニバーサルデザインとなっています。

IPを活用したサステナブル活動

　バンダイナムコグループでは毎年、「バンダイナムコア

ワード」と題して、その年に最も輝いたチームを表彰して

います。審査にあたっては、コンテンツなどのヒットの状

況、クリエイティブ性、話題性、サステナビリティへの取り

組みなどが重要なポイントとなっています。

　「クレナシリーズ」はその取り組み内容から、バンダイ

ナムコアワード2023にノミネート、ベストサステナビリ
ティ賞グランプリを受賞しています。

IPを活用したサステナブル活動

家族連れでにぎわう「レベルアップ・バイ・バンダイナムコ」

パックマンレースの様子

E S G  S E C T I O N
サステナビリティ

56.4%削減

17.2%削減

クレナフレックス

2004年稼働開始
消費電力：550w

2011年稼働開始
消費電力：290w

2022年稼働開始
消費電力：240w

2023年稼働開始
消費電力：130w

クレナ2クイーン クレナ3 クレナ3ジャック
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脱炭素の取り組み

ガバナンス  
　当社グループは、社会の持続可能性が事業活動において

重要であることを認識しており、サステナビリティに関する活

動をよりスピーディに決定・実行するため、代表取締役社長

が委員長を務めるグループサステナビリティ委員会を設置し

ています。本委員会は半期ごと（年2回）の頻度で開催され、
重要議題の1つとして気候変動対応について協議を行い、各

施策を検討後、グループ各社にて施策を実施しています。当

社取締役会に定期的に結果を報告し、取締役会がその審

議・監督を行います。また、本委員会の下部組織であるグルー

プサステナビリティ部会は、バンダイナムコグループサステナ

ビリティ方針およびマテリアリティに沿った活動の推進に取り

組んでいます。

戦略  
　当社グループでは気候変動によって生じるリスクと機会の

影響を把握するために、シナリオ分析を実施しました。

 シナリオ分析方法
　気候変動による当社グループ事業への影響を明らかにするた

めに、右の2つのシナリオを用いて2030年におけるシナリオ分
析を実施しました。

当社グループでは、気候変動への対応が持続可能な社会の実現と事業の継続的な発展に不可欠であるとの認識のもと、
2021年4月の「バンダイナムコグループサステナビリティ方針」策定と併せて、脱炭素化社会に向けた中長期の目標を設定
しました。また、同年からTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に沿った情報開示を開始するとともに、2023
年9月にはTCFD提言への賛同を表明しました。TCFDコンソーシアムにも参加しており、気候変動に関する最新情報の収集
等に努めています。
引き続き、気候変動が事業に与える影響と、関連するリスクと機会についてシナリオに基づく分析を行い、これらのリスク・
機会への対応を強化、脱炭素に向けた取り組みを推進してまいります。

移行リスク・機会

項目
想定される事象 影響・ 

評価リスク機会 中分類 小分類

リスク

政策・
規制

炭素価格の導入   炭素価格（炭素税や排出権取引制度）の導入により、GHG排出量に応
じた課税やクレジット購入義務等が発生し、操業コストが増加する 大

化石燃料の使用に 
関する規制

  化石燃料の使用に関する規制の強化により、社用車と物流会社の輸
送機における化石燃料使用の削減対応コストが発生する 小

プラスチック・資源 
リサイクル規制

  プラスチック規制の強化により、環境への負荷が少ないバイオプラス
チックや再生プラスチックの使用が必須となり、玩具の製造コストが
増加する

  リサイクル規制の強化に伴い、玩具・ゲーム機のプラスチックや金属
が規制対象になり、製造や廃棄における対応コストが発生する

大

再エネ・省エネ政策
  再エネ政策の拡充により、再エネ需要が高まり、電力価格が高騰する
  省エネ規制が強化され、規制遵守のための技術投資が必要となる

大

情報開示義務
  カーボンフットプリントといった情報の開示義務が課されることにより、
情報を開示するための対応コストが発生する 中

市場 原材料コストの変化
  玩具やゲーム機等で使用されるプラスチックや金属の価格が高騰し、
製造コストが増加する 大

1.5℃シナリオ 4℃シナリオ 

移行リスク 

IEA Net Zero Emission by 
2050 (NZE), IEA Announced 
Pledges Scenario(APS), IEA 
Sustainable Development 
Scenario (SDS) 

IEA Stated Polices 
Scenario (STEPS) 

物理リスク IPCC RCP 2.6 IPCC RCP 8.5 

注：1.5℃シナリオの情報がない場合は、2℃シナリオに分類される参考シナリオを使用

物理リスク・機会

項目
想定される事象 影響・ 

評価リスク機会 中分類 小分類

リスク

急性

異常気象の激甚化
（台風、豪雨、土砂、
高潮等）

異常気象の激甚化に伴う風水害の増加により以下事項が想定される
・自社拠点における防災コスト／復旧コストが増加する
・原材料の調達や商品の販売が困難となり、事業が中断される
・外出意欲の低下によりライブ・店舗運営事業の売上が減少する
・従業員への人的被害が発生する
・保険料が増加する

大

干ばつ
・半導体製造量の減少により、玩具や業務用ゲーム機の製造が遅延する
・営業車両の納期遅延 中

慢性

平均気温の上昇

平均気温の上昇に伴う夏季の猛暑により以下事項が想定される
・外出意欲の低下によりライブ・店舗運営事業の売上が減少する
・空調費等の操業コストが増加する
・従業員への健康被害が発生する

中

降水・気象パターン
の変化

・梅雨等気象パターンの変化により、雨天日が増加した場合、屋外サー
ビスの売上が減少する 中

平均気温の上昇に 
よる原材料生育影響

・食玩に使用される小麦粉等原材料が不作になった場合、価格高騰が
想定され、調達コストが増加する 中

海面上昇
・海面上昇の影響により、沿岸部のアミューズメント施設や物流拠点等
の事業拠点が浸水し、復旧コストが発生する 小

感染症の増加 ・感染症の増加により、外出機会が減少し、ライブ会場やアミューズメン
ト施設への来訪者が減少する 中

機会 慢性

平均気温の上昇 ・平均気温の上昇により、外出機会の減少に伴う自宅におけるデジタル
コンテンツの需要が増加する 中

降水・気象パターンの
変化

・梅雨等気象パターンの変化により、雨天日が増加した場合、屋内サー
ビスの売上が増加する 中

機会

市場 顧客行動変化
・顧客行動における環境への配慮の有無の重要性が高まることにより、
環境への配慮をテーマとしたデジタルコンテンツや玩具（環境教育）を
通して、新規顧客の獲得につながる

大

評価 投資家評価の変化 ・環境への配慮が十分であると投資家から判断されることにより、自社
の評価が向上し、株価の上昇や資金調達機会の獲得につながる 大

E S G  S E C T I O N
サステナビリティ
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脱炭素の取り組み

自社拠点で再生可能エネルギーを積極的に導入  
　脱炭素化に向けて、グループ会社主要拠点において、再生

可能エネルギー由来の電力への切り替えを進めています。

　バンダイナムコ未来研究所、（株）バンダイ本社ビル、（株）

バンダイナムコアミューズメント本社ビル、（株）バンダイナム

コスタジオ本社ビル、（株）BANDAI SPIRITSのプラモデル生
産工場であるバンダイホビーセンター、（株）バンダイロジパ

ルおよび（株）ロジパルエクスプレスの全国物流拠点等、国内

主要拠点において使用する電力の総量を再生可能エネル

ギー由来の電力に切り替えており、オフィス業務で発生する

CO2排出量を実質ゼロとしています。この取り組みによるCO2

排出削減量は8,000t-CO2以上（2023年度）となっています。

太陽光発電の導入  
　（株）BANDAI SPIRITSのプラモデル生産工場であるバン
ダイホビーセンターでは、屋上約1,202m2に400枚のソー
ラーパネルを配した太陽光発電設備を導入しています。この

ほか、（株）バンダイナムコクラフトのKanto-Baseや（株）ハー
トの本社工場においても太陽光発電設備を導入。太陽光 

発電による電力自給に取り組んでおり、これら3拠点におけ
る電力発電量は約73万kwh*となり、年間のCO2排出削減

量は約350t-CO2となる見込みです。
*  JIS 8907 に基づく太陽電池の発電量計算方法により算出

経済産業省「GXリーグ」への参画  
　（株）バンダイナムコホールディングスは、経済産業省による「GXリーグ」*に2024年4月に正式に参画しました。「GXリーグ」に
参画することにより、バンダイナムコグループ全体でカーボンニュートラル実現に向けた知見や技術を蓄積していくとともに、省 
エネルギー施策のさらなる推進や再生可能エネルギーの導入などを進めていきます。
*  「GXリーグ」（GX：グリーントランスフォーメーション）は、2050年カーボンニュートラル実現と社会変革を見据えて、GXヘの挑戦を行い、現在および未来社会における持続的な成長 
実現を目指す企業が同様の取り組みを行う企業群を官・学とともに協働する場として経済産業省により設立されました。

脱炭素に関する取り組み事例

バンダイナムコ未来研究所

バンダイホビーセンター （株）ハート本社工場

リスク管理  
　当社グループでは、サステナビリティに関するリスクと機会

についてグループサステナビリティ委員会で協議、当社グルー

プが取り組むべきマテリアリティを特定し、グループ全体のサ

ステナブル活動を推進しています。推進にあたっては、グルー

プの危機管理体制を統括するグループリスクコンプライアン

ス委員会と連携しています。グループ各社が事業特性に合わ

せた施策にマテリアリティに沿って取り組んでおり、その結果

は連結会計年度ごとに、グループ全体および事業セグメント

ごとに分析し、翌連結会計年度以降の施策の改善につなげ

ています。この分析内容については、グループサステナビリティ

委員会にて協議のうえ、取締役会に報告し、必要に応じて取

締役会が審議・監督を行っています。

指標および目標  
　当社グループは、自社のESG経営の進捗および気候変動
に対する政策リスク等の影響を評価・管理するために、温室

効果ガス排出量を指標として設定し、自社拠点におけるエネ

ルギー由来のCO2排出量を2030年までに2019年度比35%
削減することを中間目標として掲げています。さらに、2050
年までには、自社拠点（社屋、自社工場、直営アミューズメン

ト施設等）におけるエネルギー由来のCO2排出量を実質ゼロ

にすることを目標としています。今後は、目標達成に向けて、

省エネルギー施策のさらなる推進や再生可能エネルギーの

導入等を進めていきます。また2022年度よりサプライチェーン
CO2排出量（Scope3）の算出に着手、サプライチェーン全体
での脱炭素に向けた取り組みを開始しました。

脱炭素化に向けた中長期目標

バンダイナムコグループ 二酸化炭素排出量の推移
（Scope1 ＋Scope2）

注： 1  2021年度の再生可能エネルギー使用（購入）量は非再生可能エネルギー使用量に
合算されております。

 2  Scope3を除く数値については第三者による限定的保証またはレビューを実施してい
ます。

 3  Scope3の対象はバンダイナムコエンターテインメント、バンダイ、BANDAI SPIRITS、
バンダイナムコフィルムワークス、バンダイナムコアミューズメントとなります。

 4 過去の実績値については、集計結果の精査を行い、遡って修正する場合があります。
 5  Scope3におけるカテゴリー別CO2排出量、およびその算出方法はバンダイナムコ 

ホールディングス公式HPサステナビリティサイトをご参照ください。

* 社屋、自社工場、直営アミューズメント施設等

自社拠点*におけるエネルギー由来の二酸化炭素排出量

中間目標 2030年まで

実質ゼロ

目標 2050年まで

2019年度 35%減

（単位：t-CO2）

（単位：t-CO2）

（年度）2019 2020 2021 2022 2023

66,272

57,916 56,517 55,403

49,441

2019年度比

25.4%減

サプライチェーン排出量（Scope3）

2022年度 2023年度

Scope3 1,091,255 1,202,209

　カテゴリー1 購入した製品・サービス 576,512 636,698

　カテゴリー2 資本財 95,884 110,312

　カテゴリー3
 Scope1、2に含まれな
い燃料およびエネルギー
関連活動 

5,758 5,490

　カテゴリー4 輸送、配送（上流） 10,399 9,174

　カテゴリー5 事業から出る廃棄物 2,669 2,931

　カテゴリー6 出張 5,158 8,817

　カテゴリー7 雇用者の通勤 710 837

　カテゴリー8 リース資産（上流） 対象外 対象外

　カテゴリー9 輸送、配送（下流） 3 2

　カテゴリー10 販売した製品の加工 対象外 対象外

　カテゴリー11 販売した製品の使用 21,792 12,284

　カテゴリー12 販売した製品の廃棄 372,368 415,664

　カテゴリー13 リース資産（下流） 対象外 対象外

　カテゴリー14 フランチャイズ 対象外 対象外

　カテゴリー15 投資 対象外 対象外
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ガバナンス  
　当社グループは、社会の持続可能性が事業活動において

重要であることを認識しており、サステナビリティに関する活

動をよりスピーディに決定・実行するため、代表取締役社長

が委員長を務めるグループサステナビリティ委員会を設置し

ています。本委員会は半期ごと（年2回）の頻度で開催され、
重要議題の1つとして人権対応について協議を行い、各施策

を検討後、グループ各社にて施策を実施しています。当社取

締役会に定期的に結果を報告し、取締役会がその審議・監督

を行います。また、本委員会の下部組織であるグループサス

テナビリティ部会は、バンダイナムコグループサステナビリティ

方針およびマテリアリティに沿った活動の推進に取り組んで

います。

戦略  
　当社グループの人権に対する姿勢や取り組みをより明確化

するため、2023年11月に「バンダイナムコグループ人権方針」
を策定しました。企業の事業活動が人権にインパクトを与え

ることを理解し、バンダイナムコグループの事業活動に関わ

るすべてのステークホルダーの人権を尊重することを、企業

としての責任と考えています。

バンダイナムコグループの人権対応におけるリスクと機会

リスク 機会

・ グローバルで強化される法規制への対応の遅延によるビジネスリスクの
増大 
・サプライチェーンにおける人権侵害の発生に伴う生産性の低下 

・ビジネスパートナーとの良好な関係構築および生産性の向上 
・グループ従業員のエンゲージメント向上 

リスク管理  
 人権リスクのマッピング  
　当社グループは事業活動を通じて関与し得る人権への負の

影響について分析し、想定されるリスクについて深刻度・発生

可能性の観点から重要度の高いものを特定しております。2024
年3月期には当社の事業活動により負の影響が生じるリスクの
ある人権課題について、マッピングを行いました。以下の項目を

当社グループにおいて優先的に対策すべき人権リスクと考え、

これらリスクについては人権デューディリジェンスのプロセスに

基づき、顕在的に発生している、あるいは潜在的な人権への 
影響を特定・評価しています。

　潜在的なリスクについては低減のための適切な対策を実施、

そして実際起こっている人権への影響に対しては、負の影響を

取り除く等問題の解決に取り組むとともに、必要に応じて被害

者への適切な救済措置を実施します。

　なお、本マッピングについては継続的に見直しを行っていく 
予定です。

発生可能性

1

2

3

1 2 3

範
囲

 プライバシー  差別 
 労働時間　  労働安全 
 労働安全　  結社の自由　  救済アクセス 
 強制労働   外国人労働者 

 セクハラ 
 パワハラ　  表現の自由 
 児童労働　  差別 

 労働時間

 グループ内における課題　  サプライチェーン上の課題

人権の取り組み  

当社グループは、「パーパス“Fun for All into the Future”」がしめす姿である、エンターテインメントが生み出す心の豊か
さで、人と人、人と社会、人と世界がつながる未来を、世界中のすべての人とともに創りつづけることを目指し、バンダイナム
コグループの事業活動に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重する責任を果たすため、2023年11月「バンダイナ
ムコグループ人権方針」を策定しました。
企業の事業活動が人権にインパクトを与えることを理解し、バンダイナムコグループの事業活動に関わるすべてのステーク
ホルダーの人権を尊重することを、企業としての責任と考え、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」等の国際的な枠
組みに沿った取り組みを推進しています。

バンダイナムコグループ人権方針

バンダイナムコグループは、Bandai Namco’s Purpose「Fun for All into the Future」がしめす姿である、エンターテインメントが生み出す心の 
豊かさで、人と人、人と社会、人と世界がつながる未来を、世界中のすべての人とともに創りつづけることを目指し、バンダイナムコグループの事業

活動に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重する責任を果たすため、「バンダイナムコグループ人権方針」をここに定めます。

 

適用範囲
　本方針は、バンダイナムコグループ（株式会社バンダイナム
コホールディングスおよびその子会社を意味する。以下同じ。）
の役員および従業員に適用されます。
　また、すべてのビジネスパートナーやサプライヤーに対しても、
本方針をご理解いただき、支持、遵守していただくよう求めます。

人権尊重へのコミットメント
　バンダイナムコグループは、自らの事業活動が人権に影響を
与える可能性があることを理解し、その事業活動に関わるすべて
のステークホルダーの人権を尊重する責任を果たしていきます。

人権尊重に関連した法令や規範の遵守 
　バンダイナムコグループは、「国連ビジネスと人権に関する
指導原則」および「子どもの権利とビジネス原則」に基づき人
権尊重の取り組みを推進していきます。
　また、事業活動を行うそれぞれの国および地域において、その
国の国内法、その他の規制を遵守し、国際的に認められた人権
を尊重します。また、相反する要求に直面した場合には、国際的
に認められた人権の原則の尊重に向け、最大限努めていきます。

ガバナンス
　本方針の責任者に代表取締役社長、本方針の推進担当に
サステナビリティ担当役員（チーフ・サステナビリティ・オフィ
サー、CSO）を置き、本方針に則った人権尊重の取り組みを推
進いたします。

人権デューディリジェンス
　バンダイナムコグループは、当社グループの事業活動に関係す
る人権への負の影響を特定、予防、軽減するために人権デュー
ディリジェンスの仕組みを構築し、継続的に実施していきます。

救済・是正
　バンダイナムコグループが、人権に対する負の影警を引き起
こした、あるいはこれを助長したことが明らかになった場合、適
切な手続きを通じてその救済および再発防止に取り組んでい
きます。

教育
　バンダイナムコグループは、本方針が事業活動全体に定着
するよう、関連する方針やガイドライン、その他必要な手続きの
中に反映します。また、すべての役員および従業員が本方針を
理解し、各々の企業活動において実践できるよう、適切な教育
を行います。

ステークホルダーとの対話・協議
　バンダイナムコグループは、本方針の一連の取り組みにおい
て、人権に関する外部の独立した専門家に相談するとともに、
関連するステークホルダーとの対話・協議を行っていきます。

進捗確認と情報開示 
　バンダイナムコグループは、人権方針の遵守状況を継続的
にモニタリングし、改善していきます。本方針に基づく人権の取
り組みの進捗について、株式会社バンダイナムコホールディン
グスの公式ホームページや統合レポート等の媒体を通じて開
示します。

制定年月日　2023年 11月 1日

株式会社バンダイナムコホールディングス

代表取締役社長　グループCEO

川口 勝
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人権の取り組み  

 人権デューディリジェンスの取り組み状況 
　バンダイナムコグループは、自らの事業活動が潜在的に人

権に影響を及ぼしうることを認識しています。従業員とその家

族はもちろん、お取引先等、すべてのステークホルダーの人権

を尊重する責任があるという考えのもと、サプライチェーン 
全体で人権への理解を促進しています。 

　従来は事業セグメントごとにリスク管理を実施してきまし

たが、当社グループとして事業活動に関係する人権への負の

影響を特定、予防、軽減するため、人権デューディリジェンス

の仕組みをグループ内で構築し、リスクベースアプローチに

基づいて継続的な管理を実施していきます。2022年10月に
は、第三者機関による人権デューディリジェンスを主要事業

において実施し、グループの事業の中では、東アジア・東南ア

ジア地域の製造部門における潜在的な人権リスクが高いこ

とを特定。2024年3月期においては国内外すべての事業を対
象にリスク分析を実施。今後も人権課題の顕在化の予防と、

すでに確認されている課題の解決に向けた取り組みを進めて

いきます。

 グループ各社における主な取り組み状況 
　（株）バンダイおよび（株）BANDAI SPIRITSでは、日本国内
向け製品を生産するほぼすべての海外最終梱包工場（2023年
度は約300社）において、「品質監査」と「CoC（Code of 
Conduct）監査」を一元化した「Bandai Factory Audit
（BFA）」を実施、またはSMETA（Sedex Members Ethical 

Trade Audit）やICTI（国際玩具産業協議会）等の「第三者
CoC規格のレポート」において「CoC（Code of Conduct）」の
項目を確認しています。BFAでは、「強制労働」「児童労働」「労
働時間」「賃金および手当」「懲罰」「差別」などの基準の遵守を

宣言した「バンダイCOC宣言」を基本方針とし、独自の「BFA
マニュアル」に基づき、監査を行っています。さらに、取引先と

の情報共有などを行うサプライヤーカンファレンスを開催し、

取引先とともに強制労働、現代奴隷防止などを含めた法令遵

守や労働環境の向上に努めることとしています。（株）BANDAI 
SPIRITSにおいては、前述の「BFA」または第三者の認定取得
がない工場に対し、独自の「BANDAI SPIRITS最低要求監査
書」を基準とした監査を実施し、人権に関する要求事項につ

いて確認しています。

　また、欧米向け主要製品の生産指導・品質指導を行う

BANDAI (SHENZHEN) CO., LTD.においては、主に前述のICTI
が玩具メーカー向けに定めた統一基準で、強制労働や人身売

買、児童労働などの禁止を監査項目に含む「ICTI Ethical 
Supply Chain Program」、SMETA（Sedex Members Ethical 

Trade Audit）など第三者機関の認証を受けた工場と取引を行っ
ています（2023年度に取引した欧米向け製品の一次工場はすべ
て認証済み）。

　（株）バンダイナムコアミューズメントでは、サプライヤーと

の取引開始時に、「強制労働」「児童労働」「労働時間」「賃金

および手当」「懲罰」「差別」「環境保護」の項目に関して違法

行為がないことを確認したサプライヤーのみと取引を行うこ

ととしています。また、新規に取引を行う業務用ゲーム製品

の組付工場に対しては、就労環境を含む確認項目についてヒ

アリングを行います。また、必要に応じて新規および既存の取

引のある工場の監査を実施しています。 

 社内啓発活動 
　人権に関する当社グループの理念や考え方について従業員

に周知し、浸透させるため、グループ役員、従業員を対象にした

啓発活動などを適宜実施しています。 
　「バンダイナムコグループ コンプライアンス憲章」について、海
外拠点を含む全社に同憲章を明記した社内掲示用ポスターを

配付するほか、手引書となる「コンプライアンスBOOK」を作成
し、グループ役員・従業員に配付しています。さらに、グループ

役員・従業員を対象に、コンプライアンスに対する意識調査を

行うとともに、ｅ-Learningや新入社員研修をはじめとする 

各種社内研修等を通じて、憲章で掲げる理念の浸透をはかって

います。 
　また、グループにおける人権対応を強化していくためには経

営者層の理解を促すことが重要と考え、（株）バンダイナムコ

ホールディングスの取締役を対象に、人権に関する勉強会を実

施。従業員に対しても、サステナビリティ、ワークライフバランス、

LGBTQや障がいなどをテーマにしたセミナーやe-Learningを
行い、人権意識の向上につなげるとともに、グループにおける

サステナビリティ文化の醸成をはかっています。

 人権に関する相談窓口 
　バンダイナムコグループは、様々な窓口を通じて人権に関わ

る内部通報や相談を受け付けるとともに、外部プラットフォーム

を通して、幅広いステークホルダーからの人権に関わる苦情・

通報を受け付けています。 

従業員向け通報窓口  
　国内外グループ各社において、メール・電話・対面などの方

法で、社内で発生した人権問題についていつでも相談できるよ

うな内部通報制度を構築しています。なお相談は匿名でも受け

付けており、相談者が不利益な取り扱いを受けないよう保護を

徹底したうえで、迅速に対応しています。 

社外ステークホルダー通報窓口  
　ステークホルダーからの人権に関するお問い合わせは、（株）

バンダイナムコホールディングス公式サイトのお問い合わせ窓

口にて受け付けています。

経営層向け勉強会

BFAの様子

従業員向けe-Learning

人権デューディリジェンス 
実施 

対象：主要事業 
（2022年10月） 

人権問合せ 
窓口開設 
（2023年10月） 

人権方針 
策定 

（2023年11月）

人権デューディリジェンスの実施 
注：実施予定含む 

影響評価・予防是正措置（教育） 
モニタリング・情報開示 

E S G  S E C T I O N
サステナビリティ

8988

E
S
G

E
S
G
セ
ク
シ
ョ
ン：
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

セ
ク
シ
ョ
ン：
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ



プラスチック環境配慮の取り組み

石油由来プラスチック削減への取り組み  
 代替素材の活用
　石油由来プラスチックの使用量を削減し、CO2排出量を削減

するため、商品の一部、もしくは全体にリサイクル素材やプラス

チック代替素材を使用する取り組みを進めています。

　適切に管理された森林から伐採された竹素材でつくられた

ガンダムクラフトパズルを商品化したほか、ガンプラでは、産業

廃棄物として排出される卵の殻や、緑茶飲料の製造工程で排出

される茶殻、木くずなど、石油由来のプラスチックに代わる様々

な素材を活用しています。

 リサイクル材の積極的利用
　（株）メガハウスでは、リサイクル素材でつくられたルービッ

クキューブ「ルービックキューブエコ」を販売しています。本体

を構成する素材も、パッケージに使用している紙も、リサイク

ル素材からつくられています。

　またサンスター文具（株）では、再生プラスチックを活用し

た文具の開発に取り組んでいます。再生プラスチックが混合

されることで素材表面に黒点が発生するという問題点も、印

刷技術を工夫することで解決しました。

 景品袋の使用量削減
　（株）バンダイナムコアミューズメントでは、顧客サービスの

平準化と景品袋の使用量削減を目的に、同グループの（株）

バンダイナムコテクニカが提供する景品袋自動販売機「フクロッ

カー」を、全国のアミューズメント施設「namco」に約300台設
置しています。

　袋の有償化により必要以上の提供抑制へとつながり、2023
年度は2019年度に比べて、景品袋使用量を約67t（約464万
枚）削減することができました。

資源循環型社会構築に向けた取り組み  
 循環経済へのさらなる取り組みを促すパートナーシップに参加
　バンダイナムコグループは、循環経済への取り組みを促進す

る官民一体の枠組みである「循環経済パートナーシップ（J4CE：
Japan Partnership for Circular Economy）に参加しています。
　本パートナーシップは、循環経済への流れが世界的に加速す

る中、企業を含む幅広い国内関係者の循環経済へのさらなる

理解を醸成し、取り組みを促進することを目的として、官民連携

を強化すべく発足されました。

　バンダイナムコグループではJ4CEメンバーとしての活動を通
じて、循環経済に関する情報共有ネットワークの形成をはかる

とともに、循環型社会の実現に向けた取り組みの加速を目指し

ています。

 「ガシャポン」カプセルのリサイクルを推進
　バンダイナムコグループでは、2006年から「ガシャポン」のカ
プセルの回収・リサイクルを実施しています。さらに2021年に
は、取り組みをさらに拡大すべく、（株）バンダイ、（株）バンダイ

ナムコアミューズメントおよび（株）バンダイロジパル3社合同で
の「ガシャポンカプセルリサイクル」を開始しました（2023度回
収実績：約42トン）。
　回収した空カプセルは、カプセルの原料となる「ペレット」（リ

サイクルペレット）の状態に戻され、通常の「ペレット（バージン

ペレット）」との混合、成型を経て、再びカプセルとして生まれ変

わります。現在リサイクルペレットは約20%の割合で配合され
ています。また、「ガシャポンのデパート」「ガシャポンバンダイオ

フィシャルショップ」では、空カプセル回収ボックス「ガシャポイン

トステーション」を施設内に設置し、お客様に楽しんでいただき

ながら空カプセルを回収できるよう工夫しています。

　そのほかにも、従来2種類だったカプセルの構成素材を、リサ
イクルしやすいようポリプロピレン1種類にするといった改良も
行っています。

プラスチックは現代社会にとって有用性の高い素材である反面、過剰な使用や不適切な廃棄により、ライフサイクルで生じる
CO2排出量の増加をはじめ、マイクロプラスチック問題等生態系や環境に大きな影響を及ぼしています。
私たちはプラスチックの有用性を理解しつつも、プラスチックごみが生態系や環境に大きな影響を及ぼしていることを重要
な社会課題と捉え、石油由来プラスチックの使用量削減、および資源循環型社会の構築など、企業として責任ある行動に 
努めます。

緑茶飲料、木くず、卵の殻や竹素材でつくられたガンダム

リサイクル素材のルービックキューブエコ 再生樹脂を利用したクリアファイル

E S G  S E C T I O N
サステナビリティ

リサイクル工場
空カプセルからリサイクルペレットを生産し、 

ガシャポン生産工場へ輸出

ガシャポン生産工場
エコカプセルに入ったガシャポンを生産し 

日本へ輸出

ガシャポン設置施設
空カプセル回収ボックスを設置

空カプセルを
回収・配送
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社員とともに

チャレンジする人材を支援する取り組み  
　バンダイナムコグループの主要会社では、各社の営業利益と

従業員の利益分配金が相関する業績連動の報酬体系を導入

し、従業員のチャレンジ意欲を喚起しています。また、各ユニッ

ト・各社においてIPや商品・サービスに関するアイデア提案制
度などを設け、会社や部門の垣根を越えて、従業員が自ら提案

できる仕組みを構築しています。さらに、チャレンジした部門や

従業員を表彰する制度の導入などにより、チャレンジしやすい

土壌・風土づくりに取り組んでいます。

多様な人材が活躍できるための取り組み  
　バンダイナムコグループでは従業員一人ひとりが持つ才能、

個性を重視しており、事業の特性に応じて多様化をはかってい

ます。女性活躍の推進においては、実力と経験により公正な評

価を実施しており、女性正社員数の増加に応じて女性管理職も

増え続けています。また、事業のグローバル化に伴い、現地採

用の従業員数も年々増加しています。さらに障がい者の雇用促

進のため様々な施策に取り組んでいます。特例子会社（株）バン

ダイナムコウィルでは、オフィスクリーニング・オフィスアシスタン

トや玩具・ゲーム開発サポートなど、グループのビジネスを様々

な面からサポートしています。また障がい者雇用の知見を活か

し、国内グループ各社で直接雇用している障がい者の定着支援

として、障がいを正しく知るサイト「ゆになび」の運営や、障がい

のある従業員向けのインターンシップ等を実施し、障がいへの

理解向上をはかっています。

名称 概要 

育児休業 満2歳に達する誕生日の前日まで取得可能

育児援助措置 小学校6年生修了までの子を養育する従業員は、時短勤務や時間外労働・深夜労働の免除が利用可能

配偶者出産休暇 配偶者の出産時に5日間の特別有給休暇を取得可能

育児フレックスタイム制度 小学校6年生修了までの子を養育する従業員は、育児の状況に合わせてコアタイムを変更することが可能

出産・子育て支援金の支給など
第一子、第二子の誕生時に、それぞれ20万円支給
第三子以降の誕生時に、子1人当たり300万円支給*
* 支給には、連続した1週間以上の育児休業取得と子育てレポートの提出が要件

ライフサポート制度
様々な家庭事情を抱える従業員にとって働きやすい環境を整備することを目的として導入
事由に応じて、30日の休暇取得または時短勤務・フレックス勤務が可能
事由例）➀子の不登校　➁不妊治療　➂家族（2親等以内）の看護および介護　➃疾病での通院

パートナーシップ制度 法律上の婚姻関係を要件としていた社内規定に定める休暇や福利厚生制度等について、パートナーシップ関係
にある従業員も利用可能

働きやすい職場環境実現のための制度の一部（法定以上のもの）

注： 各社によって導入している制度は異なります。

働きやすい職場環境実現に向けた取り組み  
　バンダイナムコグループでは、多様な人材が心身ともに健

康に働くための環境整備を推進しています。従業員誰もが働

きやすい環境を整えるための規定をはじめ、柔軟な働き方を

可能にするためのフレックスタイム制、裁量労働制、短時間勤

務、時差勤務など、グループ各社がその事業形態に合わせて

各種制度を整備しています。また、定期健康診断やストレス

チェックのほか、（株）バンダイナムコホールディングスのグルー

プ管理本部内に長時間労働対策担当を配置しており、従業員

が安心して働ける環境をつくることで、従業員満足度の向上

をはかっています。なお、（株）バンダイナムコエンターテイン

メント、（株）バンダイ、（株）バンダイナムコアミューズメント、

（株）メガハウスは、次世代育成支援対策推進法に基づき「子

育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定（くるみん認定）

を受けています。また、（株）バンダイナムコエンターテインメント、

（株）バンダイ、（株）バンダイナムコビジネスアークは、女性活

躍推進法に基づき、女性の活躍促進に関する状況などが優良

な企業として「えるぼし認定」を受けています。また「健康経営

優良法人2024（大規模法人部門）」においては、（株）バンダイ
ナムコエンターテインメントおよび（株）バンダイナムコスタジ

オが認定されました。

　今後もグループ各社の経営層や人事部門と一体となって従

業員が働きやすい職場環境の整備、また従業員の健康増進に

向けた取り組みを強化してまいります。

バンダイナムコグループは、「パーパス “Fun for All into the Future”」のもと、様々な才能、個性、価値観を持つ多様な人
材が生き生きと活躍することができる企業グループでありたいと考え、中期計画の重点戦略に「人材戦略」を掲げ、様々な分
野における多様な人材の育成をはかっています。新卒・キャリア、性別、年齢、国籍、人種、宗教や性的指向などにこだわら
ず人材の確保・登用を行うとともに、多様な人材が活躍することができ、心身ともに健康に働くことができる様々な制度や
環境の整備に注力します。具体的には、社員のチャレンジを支援する取り組み、グローバルでIP軸戦略を推進する人材を育
成する取り組みなどを推進するとともに、多様な人材が実力を発揮できる働きやすい職場環境実現に取り組みます。

【参考：エンゲージメントサーベイ（2023年度）】

失敗を恐れずにチャレンジできる
会社である

ポジティブ

65%

健康経営優良法人
（株）バンダイナムコエンターテインメント、 
（株）バンダイナムコスタジオ

くるみん認定
（株）バンダイナムコエンターテインメント（2021年認定）、（株）バンダイ（2020年認定）、 
（株）バンダイナムコアミューズメント（2021年認定）、 
（株）メガハウス（2023年認定）

えるぼし認定
（株）バンダイナムコエンターテインメント（認定段階2）、（株）バンダイ（認定段階3）、
（株）バンダイナムコビジネスアーク（認定段階2）
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社員とともに

C O L U M N

多様な人材の活躍

働きやすい職場環境の実現

【対象範囲】2023年度対象：

（株）バンダイナムコホールディングス、（株）バンダイナムコエンターテインメント、（株）バンダイ、（株）BANDAI SPIRITS、（株）バンダイナムコフィルムワークス、 
（株）バンダイナムコミュージックライブ、（株）バンダイナムコアミューズメント、（株）バンダイナムコビジネスアーク

*1 2023年4月入社
*2  特例子会社（株）バンダイナムコウィルの適用会社で
ある連結子会社が対象

*2024年3月期中に育児休業取得実績がある

2023年3月期採用人数：189人 
2024年3月期採用人数：193人

従業員数

中途採用男女比

管理職数男女比 新卒採用数男女比*1

合計：10,205人

女性比率：48.1%

女性比率：22.8% 女性比率：44.0%

  男性：

5,515人   

  男性：

107人   

  男性：

782人   

  男性：

103人   
  女性：

4,690人

  女性：

99人

  女性：

231人
  女性：

81人

男女の育児休業取得率*

健康診断受診率

障がい者雇用率 *2

男女の育児休業復職率

ストレスチェック受検率

有給休暇取得率

男性：

78.5%

99.9%

2.21%

96.7%

98.9%

74.1%

女性：

100.0%

データで見る

バンダイナムコグループの職場環境（2024年3月期）

エンゲージメントサーベイの実施  
　国内外グループ全社において2023年3月期よりエンゲージ
メントサーベイを毎年1回実施しています。当調査は、「仕事へ
のやりがい・会社への貢献意欲」「パーパスの理解度・浸透度」

「ダイバーシティ&インクルージョン」に関する内容となっていま
す。毎年の観測を実施することでグループ全体で従業員のエン

ゲージメント向上に取り組み、多様で個性あふれる人材が生き

生きと働き活躍できる環境づくりを推進しています。

人材育成に向けた取り組み  
　バンダイナムコグループにおいては「パーパス“Fun for All 
into the Future”」のもと、地域やユニットの壁を超え、グループ
が一体となって事業に取り組むALL BANDAI NAMCOによる一
体感醸成とグローバルで活躍する人材の育成を重要視していま

す。役職や年次の節目にはユニットや地域をまたいだグループ

横断研修を実施し、グループ間のつながりや新たな気づきの機

会を提供しています。並行して事業特性に応じた専門的分野に

ついては、ユニットや個社での育成と二軸で取り組んでいます。

また、事業やユニット、地域をまたぐ人事異動を活発に行ってお

り、グループが展開する各事業に対する理解を含め、グループの

核となる人材の育成に取り組んでいます。従業員をはじめバン

ダイナムコグループに関わるあらゆる人々が互いを尊重しあい、

生き生きと働くことができる職場環境を実現することで、社会と

企業の持続的な発展を目指します。

グループ合同研修 研修概要

1年目研修 グループ同期との関わりを通じチームでの成果発揮やグループの意義について考える

5年目研修 パーパスを通じ自身の仕事の意義とキャリアについて考える

新任マネージャー研修 マネージャーとして組織を牽引するためのスキル強化と自チームビジョンの設定

グローバル次期経営者研修 将来グループを担うと期待される人材の意識付けと人脈構築

役員研修 会社の経営を行ううえで必要なマネジメント知識の習得

グループ横断研修実績

注： 上記のほかに個社ごとの人材育成プログラムを実施しています。

【参考：エンゲージメントサーベイ（2023年度）】

今の会社では、性別にかかわらず 
活躍する機会が与えられている

バンダイナムコグループでは多様な
価値観や考え方を尊重している

ポジティブ

81%

ポジティブ

75%
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マテリアリティごとの目標および2 0 2 3年度実績

製品含有化学物質管理の取り組み 地球環境との共生

 
　（株）バンダイナムコアミューズメントは

2005年にアミューズメント業界では初めて
グリーン調達への取り組みをスタート、以

降、人体や環境への悪影響が懸念される化

学物質の適正管理に取り組まれているお取

引先からの調達を進めています。国内外の

法規制に対応するとともに、環境に配慮し

た部品・材料・半製品・製品・販促品・包装

材等を積極的に活用し、環境負荷の低減に

つなげています。

マテリアリティに紐づいたサステナブル活動事例バンダイナムコグループの5つのマテリアリティの指標および目標

マテリアリティ 重点項目 目標

地球環境との 
共生

 気候変動対策の強化
 サプライチェーンマネジメント（環境）

 脱炭素施策に向けた取り組み
　   Scope1,2におけるCO2排出量削減 

2030年まで：2019年度比35% 
2050年まで：実質排出量ゼロ

　   Scope3対応の推進

  資源・原材料の持続的な利用

 サーキュラーエコノミーの推進
　   プラスチックリサイクルシステムの構築
　   製品リサイクルの推進

 環境配慮商品の推進
　   石油由来プラスチックの利用削減
　   環境配慮商品の創出

 廃棄物削減
　   各拠点における廃棄物のリサイクル化

適正な商品・ 
サービスの提供

  適正な倫理表現に基づいた商品・ 
サービスの提供

 グループ情報共有体制の構築と運用
 従業員教育の実施

  商品・サービスの安全・安心
 安全・安心なモノづくりへの取り組み
　   国内外における製品品質の向上
　   従業員教育の実施

   顧客満足の向上  不具合発生防止に向けた取り組み
 迅速かつ丁寧なお客様サポートの推進

知的財産の 
適切な活用と保護

   IPの適切な活用・特許の相互活用   IP・技術の活用による社会的課題の解決に向けた 
取り組みの推進

  IPの保護  知的財産保護対応の強化

尊重しあえる 
職場環境の実現

 働きやすい職場環境の実現
  ワークライフの推進

 育児休業等の取得推進
 休暇制度の見直し

 人材育成  IP軸戦略を推進する多様な人材育成
 パーパスを体現する多様な人材育成

 ダイバーシティ&インクルージョンの推進  障がい者雇用の推進
 多様な背景を持つ従業員が活躍できる風土醸成

 サプライチェーンマネジメント（労働）
 最適なサプライチェーン構築に向けた取り組み
　   人権を尊重したサプライチェーンの構築
　   従業員教育の実施

コミュニティとの 
共生

 地域コミュニティとの連携
 ファンコミュニティの活性化  地域に密着した社会活動の実施

 次世代に向けた教育支援  子どもたちへの教育支援

フードロス削減に向けた取り組み 地球環境との共生

 
　バンダイナムコグループ各社においては

社会的課題である食品残さ問題、フードロ

スの削減に向けて取り組んでいます。

　（株）バンダイでは主力菓子商品である

「釣りグミシリーズ」「キャラパキシリーズ」 
「ラムネ」「デザート」において各種検証実験

を繰り返し行い、5年にわたる研究の結果、
賞味期限の延長を実現しました。さらには

生産工程における製品と原材料のロス削

減、販売期間の延長などに取り組み、10.5
トンのフードロス削減を実現しました。そ

の他、お菓子を取り扱う（株）ハート、また

（株）アートプレストにおいても廃棄商品を

飼料として活用する取り組みを開始。グ

ループ一丸となって廃棄物の削減に取り

組んでいます。

釣りグミシリーズ キャラパキシリーズ

グリーン調達基準を満たしたアミューズメント筐体
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マテリアリティに紐づいたサステナブル活動事例

誰もが楽しめる商品・サービスの提供 適正な商品・サービスの提供

 
　バンダイナムコグループにおいては、誰もが楽しめる商品・

サービスの提供に積極的に取り組んでいます。

　その一例として（株）メガハウスが展開する一体オセロは、黒

石の面に凸、白石の面に凹があり、触ると石の選別が可能です。

さらには石が本体に内蔵されているため、なくすこともないと

いった工夫がなされています。またルービックキューブ ユニバー
サルデザインは、6面の色ごとに凹凸の形状が異なることから、
手触りだけでも揃えることができるようになっています。

　また映像の分野においても（株）バンダイナムコフィルムワー

クスでは、視覚や聴覚に障がいのある方にも映像作品を楽

しんでいただけるよう、作品内の背景や人の動き、表情などを

音声で解説する「バリアフリー音声ガイド」の導入や字幕の 
表示といった1人でも多くの方が楽しめるような商品の提供に
取り組んでいます。

ルービックキューブ ユニバーサルデザイン

バリアフリー音声ガイド導入作品
『しん次元! クレヨンしんちゃん  

THE MOVIE 超能力大決戦  
～とべとべ手巻き寿司～』

一体オセロ

知的財産の侵害対策や啓発活動の推進 知的財産の適切な活用と保護

 
　バンダイナムコグループはIPが持つ世界観を守り、お客様に安
心・安全な商品・サービスをお届けするため、模倣品対策をはじめ

とした「IPの保護」をより一層推進すべく、各国の権利者団体・行政
当局と連携し、侵害対策の強化や知財の啓発に努めています。

　（株）BANDAI SPIRITSでは、模倣品対策の一環としてハイター
ゲット（大人）層向けコレクターズブランド「TAMASHII NATIONS」の
全商品に、正規品であることを証明するマークとして、偽造防止加

工を施した特殊仕様シール*を添付しています（一部商品を除く）。
　また（株）バンダイナムコフィルムワークスは一般社団法人コン

テンツ海外流通促進機構（CODA）が事務局を務める「マンガ・
アニメ海賊版対策協議会」と連携し、日本が誇るマンガ・アニメ

を全世界で守り、さらなる良質な作品を生むプロジェクト

「Manga-Anime Guardians Project」（MAGP）に参画、海賊版
撲滅に向け、業界一体となって取り組んでいます。

　2023年6月には国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）主催で、
Z世代向けの知財啓発イベントが開催されました（共催：世界
税関機構（WCO））。本イベントは、「世界のニセモノ対策最前線！—
知財で目指す、より良い社会—」をテーマに、「模倣品のリアル

を知ってもらう」ことを目的として実施されたもので、イベントで

はオンライン取引において模倣品が世界規模で拡大している現

状や、それに対する企業の取り組み、模倣品の危険性を、 
プレゼンやパネルディスカッションを通じて紹介。IIPPFメンバー
である（株）バンダイ担当者も登壇しました。

* 「TAMASHII NATIONS」の商品に貼付されている 
   特殊仕様シール

クリエイター育成に向けた取り組み 尊重しあえる職場環境の実現

 
　ゲーム業界では、開発の大規模化や開発の長期化が進んでい

ることから、開発を通じたクリエイターの成長の機会が少なく

なっているといった問題があります。そこで（株）バンダイナムコ

スタジオでは、以前から取り組んでいた社内の若手育成の仕組

みを外部にも活かすため、2022年度よりインディーゲームクリエ
イターに向けた「GYAAR Studio インディーゲームコンテスト」を

開始。受賞者に開発機材の貸し出しやクリエイター同士による

コミュニケーションの場の提供などの支援を行っています。

　第2回コンテストでは国内のみならず海外、主にアジア地域
（韓国・台湾）からの応募も増加しており、今後も引き続き将来

のゲーム業界のさらなる活性化を目的に、次世代を担うクリエ

イターの育成に取り組んでいきます。

第2回コンテストグランプリ「BANDIT KNIGHT」

Z世代向けの知財啓発イベント

独自の品質基準に基づく品質保証を実施 適正な商品・サービスの提供

 
　玩具を取り扱う（株）バンダイでは商品の特性や幅広いお客

様のニーズを考慮し、様々な品質基準のもとで設計や素材選定

を行っています。品質管理としては（一社）日本玩具協会の定め

る玩具安全基準（=ST基準*）に加え、「安全性」「性能」「表示」の
大きく3つのカテゴリーに分かれた約260項目の独自基準から
成る品質基準を使用しており、商品の仕様に応じて、これらの基

準から該当する項目を抽出、検査を行ったうえで製品化してい

ます。
*  玩具の業界基準で、機械的安全性、可燃安全性、化学的安全性からなっており、第三者
検査機関によるST基準適合検査に合格した玩具にはSTマークが表示されています。

　また、ハイターゲット（大人）層向けの商品を展開している 
（株）BANDAI SPIRITSにおいても同様に、独自の品質基準を設
けるとともに、海外への出荷時は、海外グループ会社や外部機

関と連携して各国・地域の規制に対応しています。

誤飲防止目的のスモールパーツ
シリンダーを使った試験

落下試験の様子

E S G  S E C T I O N
サステナビリティ

9998

E
S
G

E
S
G
セ
ク
シ
ョ
ン：
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

セ
ク
シ
ョ
ン：
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ



マテリアリティに紐づいたサステナブル活動事例

被災地支援の取り組み コミュニティとの共生

 
　（株）バンダイナムコホールディングスは、2011年から、子ど
も支援活動の専門家である公益社団法人セーブ・ザ・チルド

レン・ジャパンと連携し、国内被災地の子どもたちを対象とし

たワークショップなどを実施しています。またウクライナで被

災された方々や周辺の地域に避難された方々に向けた人道

支援目的での寄付や、同団体の協力のもとサステナビリティの

最新動向などを紹介する従業員向けセミナーも実施。そのほ

かにも株主優待を活用して、株主様とともにセーブ・ザ・チル

ドレン・ジャパンへ毎年合計1,000万円の寄付を行っています。
寄付金は、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンが実施する日本

国内の子どもたちへの支援活動に充当され、被災地支援にも

活用されています。

　また（株）バンダイでは、災害の現場における子どもの不安

やストレスの軽減に向けてセーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの

協力のもと、心のケアを目的としたバンダイ災害時支援おも

ちゃを企画・製造しました。慣れない避難生活の中で子ども

に寄り添い、安らぎを与えてくれる「話し相手」「仲間」となれる

よう企画されたもので、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンが災

害発生時に支援品として現地に届ける「緊急子ども用キット」

に同梱して被災地へ届けられ、2023年度においては、2024年
1月に発生した能登半島地震のほか、（株）バンダイ本社所在
地である台東区や、道の駅等5カ所に寄付をしました。

文化・情報発信の取り組み コミュニティとの共生

 
　バンダイナムコグループの持つIPを活用することで、世界中
のファンの皆様に様々な情報が届いていく。地域やファンから

愛され、社会から必要とされる企業であり続けるために、バン

ダイナムコグループはこれからもIPの力を活用し、様々な活動
に取り組みます。

　（株）バンダイは、日本、世界、エジソン、ホビー（ガンダム）

という個性豊かな4つのテーマミュージアムで構成された、子
どもから大人まで楽しめる「おもちゃのまちバンダイミュージ

アム」を2007年から栃木県壬生町で運営しています。また「未
来を担う子どもたちに向けた教育・体験価値の提供」として、

2023年3月には「トーマス・エジソン特別展」を（株）バンダイ
本社に開設。公益財団法人バンダイコレクション財団が栃木

県壬生町で運営している「エジソンミュージアム」の収蔵品の

中から、実際に動かすことができる蓄音機、白熱電球、トース

ターなどを、アメリカ・オハイオ州のエジソンの生家の一部を

イメージしたブースに展示し、エジソンの生涯や名言などとと

もに紹介しています。

　また（株）バンダイナムコミュージックライブが展開するアニ

ソン合唱プロジェクト「ChoieL（クワエル）」は様々な世代に親
しまれている「合唱」と知的財産の1つであり日本が誇る文化で
ある「アニソン」を融合し、子どもから大人まで幅広い世代の方

と一緒に世界中のファンに歌声を届けて

いくもので、2022年6月からスタートしま
した。合唱コンクールを開催し、第1回・
第2回合わせて、約380名65組が参加、
学校の合唱部や社会人合唱団等、沢山

のファンの皆様が参加されました。

    クワエル特設サイト 
https://project-choiel.jp/

おもちゃのまちバンダイミュージアム

トーマス・エジソン特別展

合唱レコーディングの様子

バンダイ災害支援おもちゃ

ウクライナへの支援の様子
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コーポレートガバナンス 経営企画本部長からのメッセージ

（株）バンダイナムコホールディングス（以下、当社）「パーパス“Fun for All into the Future”」の実現のために、当社に 
関わる様々なステークホルダーの重要性を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に最大化す
ることを経営の基本方針としています。また、変化の速いエンターテインメント業界でグローバル規模の競争に勝ち抜くため
には、強固な経営基盤（コーポレートガバナンス）を構築することが不可欠であると考えています。この考え方に基づき、 
「コーポレートガバナンスに関する基本的な考え」を定めています。
さらに、当社は、コーポレートガバナンス・コードの趣旨・精神を尊重しており、各原則に関する当社の取り組みを「コーポ
レートガバナンス・コードに関する当社の取り組みについて*」として開示しています。

2024年6月24日現在

コーポレートガバナンス体制の特徴  
経営の監督機能強化

組織形態

取締役の任期

社外取締役全員が、当社の定める社外取締役の独立性に関する
基準を満たしています。

採用理由 ： 監査等委員である取締役に取締役会における 
議決権を付与することで、取締役会における監査・監督機能
の強化がはかられると判断しています。

独立社外取締役数

5名／14名 監査等委員会設置会社

監査等委員数

4名／14名

* 詳しくは、当社WEBサイトをご確認ください
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/governance/corporate_
governance/index.html

取締役（監査等委員）

 2年以内
取締役（監査等委員を除く）

1年以内

代表取締役

常勤役員会

グループ事業報告会

グループ経営会議

Vision Meeting

会計監査人

人事報酬委員会

独立役員会

グループリスクコンプライアンス委員会

グループ情報セキュリティ委員会

内部統制委員会

バンダイナムコグループ各社

選任・解任選任・解任

報告

報告

報告

選任・解任 
監督

権限委譲

指示

監査

監査

報告

方針指示

指示 報告

支援

連携・ 
指示 報告

報告

報告方針指示

各種委員会

会計監査 
結果の報告

連携

監査・監督
選任・解任

株主総会

取締役（監査等委員を除く）10名
（うち社外取締役2名）

業務監査室

監査等委員会
取締役（監査等委員）4名
（うち社外取締役3名）

グループサステナビリティ委員会

取締役会

ガバナンスの客観性・透明性を確保し、 
企業価値の持続的向上へ

　経営企画本部では、➀中期計画の策定・推進とガバナンス体

制構築（経営企画部）、➁ステークホルダーとのコミュニケー

ション（コーポレートコミュニケーション室）、➂サステナビリティ

（サステナビリティ推進室）の主に3つの領域で、多岐にわたる活
動を推進しています。それぞれの領域は密接に結びついており、

本部全体として企業価値向上を実現することがミッションだと

捉えています。

　2022年の監査等委員会設置会社への移行により、監査機能
や取締役会の監督機能の強化をはかっています。14名で構成
された取締役会は、3分の1以上となる5名の独立社外取締役
を含んでおり、客観性を重視したガバナンス体制を構築してい

ます。また、取締役会の一部権限を常勤取締役で構成される常

勤役員会に委譲し、審議事項を絞り込むことにより、取締役会

における中長期視点の議論の深掘り、業務執行の迅速化をは

かっています。さらに、中長期での企業価値向上に向けたテー

マを社内外の取締役が自由に論じる場として「役員合宿」や

「Vision Meeting」などのトップミーティングを実施することで、
独立社外取締役からの経営に対する助言や提言についても最

大限反映していきたいと考えています。「Vision Meeting」は、

基本年2回の開催となっており、独立社外取締役がファシリテー
ターを務め、全員が平等に発言しながら議論を進める形を取っ

ています。これにより議論が発展しやすく、独立社外取締役の自

由な視点が入ることによって、社内取締役の重要な気づきにも

つながっています。独立社外取締役は、社内取締役と比較した

時に情報量に差が生じますが、より建設的な議論の実現に向け

て、これを可能な限り是正すべく経営企画本部として最大限の

サポートを実施しています。

　このほか、取締役会評価については、コーポレートガバナン

ス・コードなど外部からの要請に応えつつ、当社らしさも加える

形でアンケートによる質問項目を見直しました。改めて社会の要

請に応える取締役会の在り方を追求すべく取り組んでいきます。

　事業戦略とガバナンスの強化は、企業価値向上に向けた両

輪であり、バランスをとりながら双方に力を注いで取り組む必

要があると考えています。また私たちは様々な課題に対し、ス

ピーディに対応することを大前提としています。スピードは私た

ちのDNAであり、事業推進のみならずガバナンスにおいてもス
ピード感を持って改善をはかっていきます。

MESSAGE

E S G  S E C T I O N
コーポレートガバナンス

TAKASHI TSUJI
辻 隆志 
株式会社バンダイナムコホールディングス

執行役員 
経営企画本部長
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独立役員会  
　当社では、取締役会が適切に機能しているかを、客観的な

視点から評価することを目的に、「独立役員会」を組成してい

ます。独立役員会は、独立社外取締役5名のみで構成され、 

事務局機能も第三者専門機関に設置しています。これにより、 
取締役会における、より実効性の高い監督機能を保持してい

ます。

社外取締役  
　取締役の14名のうち5名が社外取締役となり、いずれの 
社外取締役も独立社外取締役とすることで経営監督機能の

強化をはかっています。

　なお、当社は、「社外取締役の独立性に関する基準」を定

め、この基準をもとに社外取締役を選任しています。現在の社

外取締役は、この基準を満たしており、一般株主と利益相反

が生じるおそれがなく、高い独立性を有していると判断したた

め、全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同

取引所に届け出ています。

　内部監査、監査等委員会監査および会計監査の状況につ

いては、取締役会で報告され、社外取締役（監査等委員を除

く）は取締役会に出席することにより、これらの状況を把握し、

相互連携をはかっています。

　社外取締役（監査等委員）は、取締役会で報告される内部

監査の状況を把握するほか、監査等委員会において監査等 

委員会監査の状況を把握し、内部監査および監査等委員会

監査との相互連携をはかっています。また、取締役監査等委

員全員は、四半期ごとに会計監査人から会計監査の状況につ

いての説明を受けることにより、その状況を把握し、会計監査

との相互連携をはかっています。

　さらに、社外取締役は、内部統制部門の状況について、取締

役会に上程される事項を通じて状況を把握し助言を行うほ

か、当社グループの事業状況を報告する「グループ事業報告

会」に出席し、監督機能を強化するとともに適時適切な助言

を行っています。

　また、社外取締役のサポート体制としては、経営企画本部

がサポートしています。経営企画本部からの情報伝達として

は、主に取締役会開催の都度事前に資料を送付し、必要に応

じて説明を行っています。

取締役候補者選定の方針・プロセス  

会社経営上の意思決定に必要な広範な知識と経験を備え、
あるいは経営の監督機能発揮に必要な出身分野、出身業
務における実績と見識を有すること等に基づき選任。また、 
取締役のうち3分の1以上を社外取締役とするとともに、い
ずれの社外取締役も独立社外取締役とする。

必要な能力、経験、人柄等を検討し、監査等委員会の同意
を得て、取締役会において決定。

委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を独
立社外取締役とする人事報酬委員会を任意に設置し、委
員会の中で実績や見識等を踏まえ議論、推薦を受けるとと
もに、新任の取締役（監査等委員を除く）候補者においては 
独立社外取締役の面談を経て、取締役会において決定。

監査等委員である取締役候補者選定の方針・プロセス取締役（監査等委員を除く）の候補者選定プロセス

企業経営者として豊富な経験を有する者や企業戦略に関
する深い知見を有する者、コンプライアンス等の内部統制
に精通した弁護士、会計・税務実務に精通した公認会計士
および税理士等が適切なバランスで構成されるように 
検討し決定。

独立社外取締役の候補者選定取締役候補者選定の基本方針

コーポレートガバナンス

監査等委員会設置会社への移行  
　当社は、2022年6月より、監査役会設置会社から監査等委
員会設置会社へ移行しました。これにより、コーポレートガバ

ナンス体制の強化をはかるとともに、業務執行に関する一部

権限を常勤役員会へ委譲することで、スピーディな意思決定

と業務執行を行い、企業価値のさらなる向上に取り組んでい

ます。また、経営監視機能を補完するために、取締役のうち3

分の1以上を社外取締役とするとともに、いずれの社外取締役
も独立社外取締役とすることを基本方針としています。

　取締役監査等委員が取締役会の監査・監督を行うとともに、独

立社外取締役がその高い独立性および専門的な知見に基づき、客

観的・中立的な立場で自らの役割を果たすことで、当社の企業統

治体制の強化に寄与することが可能となる体制を構築しています。

取締役会  
　当社は、事業統括会社等の代表取締役社長が当社の取締

役等を兼任することにより、持株会社と事業会社、さらには事

業会社間の連携を強化するとともに、グループとして迅速な意

思決定を行っています。取締役会では、取締役14名中、5名が
独立社外取締役の要件を備えており、経営の監督機能の強化

に努めています。具体的には、取締役会への出席等を通じ、豊

富な経験と幅広い見識に基づき、業務執行から独立した視点

から、また専門的視点から意見を述べる等し、意思決定の過

程において重要な役割を果たしています。

　また、取締役監査等委員4名（うち常勤2名）中、3名が独立
社外取締役の要件を備えており、互いに連携して会社の内部

統制状況を日常的に監視しています。具体的には、豊富な経

験と幅広い見識に基づき、監査等委員会や取締役会への出席

等を通じ業務執行から独立した視点や専門的な視点から意見

を述べ、意思決定の過程において重要な役割を果たしていま

す。これらの社外取締役としての活動は、当社が経営判断を

行うにあたり重要な役割を果たしており、当社として適切な選

任状況であると考えています。

会議名 議長 開催時期 内容・目的 出席者

取締役会 代表取締役社長
川口 勝

毎月定例
および随時

法令等で定められた事項の決議・報告、職務権限基準に 
基づく決議事項、事業執行状況報告、サステナビリティ・ 
危機管理・コンプライアンス関係の報告

取締役、指名者

独立役員会 取締役（社外）
島田 俊夫 年1回

取締役会から独立した立場において、コーポレートガバナン
スおよび企業価値向上の観点から、取締役会の監督機能の
実効性についての評価、意見、提案等の実施

社外取締役、
事務局（外部第三者専門機関）

人事報酬委員会 取締役（社外）
島田 俊夫 適宜開催 グループの役員人事、役員報酬、人材シナジーに関する 

検討および意見の具申

社外取締役（監査等委員を除く）、 
監査等委員会からの代表者、 
代表取締役

グループ 
サステナビリティ 
委員会

代表取締役社長
川口 勝 半期ごと

グループにおける重要なサステナビリティ戦略に関する 
議論および情報共有、取締役会における議案検討および 
報告事項・協議、グループサステナビリティ部会の統括、 
各ユニット・関連事業会社のマテリアリティ進捗の統括

常勤取締役、事業統括会社等の
代表取締役社長、指名者

常勤役員会 代表取締役社長
川口 勝 月2回 取締役会から権限委譲を受けた事項の決議・報告、職務権

限基準に基づく決議・報告、業務執行状況報告
常勤取締役、事業統括会社等の
代表取締役社長、指名者

わいがや会 代表取締役社長
川口 勝 毎週定例 取締役の管掌部門に関わる週次報告等 取締役（監査等委員および社外取締役

を除く）、指名者

グループ事業報告会 取締役
浅古 有寿 年4回 グループ計数報告、ユニット事業報告／

地域統括報告、リスク情報、その他報告事項 取締役、地域統括会社代表者、指名者

グループ経営会議 代表取締役社長
川口 勝 年9回

グループ経営課題・中期計画の議論、ユニット横断課題に
関する討議、その他グループ経営上の課題、戦略の討議、 
グループ全体方針・中長期展望等についての討議

常勤取締役（監査等委員を除く）、 
事業統括会社等の代表取締役社長、
指名者

Vision Meeting 代表取締役社長
川口 勝 年2回 グループのあるべき姿や中長期的な目標についての討議、

継続的な課題への対応についての討議 取締役、指名者

注：2025年3月期の開催予定

主なトップミーティング  
　当社では、下表の通りトップミーティングを開催しており、経営情報を迅速に把握かつ対応できる体制を構築しています。
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人事報酬委員会における役員の報酬等に係る役割・責務  
　委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を独

立社外取締役とする任意の委員会である人事報酬委員会は、

当社グループの役員報酬制度の基本方針、報酬体系、変動報

酬の仕組み等について、役員報酬に関する客観的な情報（最

新の制度整備の状況、他社動向等）に基づき、その制度内容

の有効性について適切な審議を行ったうえで、取締役会への

答申を行っています。当社の取締役会は、当該答申の内容を

受け、役員報酬制度の内容を最終的に決定しています。また、

当社グループの各事業統括会社等の取締役会も同様に、当社

の取締役会の決定を受け、各事業統括会社等の役員報酬制

度の内容を最終的に決定しています。

　なお、審議にあたっては必要に応じて外部の報酬コンサル

タント等より、委員会への同席、または情報提供を受けること

があります。これは実効的な審議・合意形成の側面支援を 
目的としたものであり、取締役会に対する答申内容に係る 
妥当性の提言等は受けていません。

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項  
基本方針

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対

する報酬制度は、株主の皆様との価値共有を促進し、説明

責任を十分に果たせる客観性と透明性を備えたうえで、優秀

な人材を確保・維持できる水準を勘案しつつ、取締役による

健全な企業家精神の発揮を通じて、当社の持続的な成長と

中長期的な企業価値の向上を促す報酬体系とすることを基

本方針としています。

　具体的には、固定報酬としての基本報酬と変動報酬として

の業績連動賞与、業績条件付株式報酬とで構成しています。

また、当社グループの事業統括会社である（株）バンダイナムコ

エンターテインメント、（株）バンダイ、（株）バンダイナムコフィ

ルムワークスおよび（株）バンダイナムコアミューズメントの4
社ならびに（株）BANDAI SPIRITS、（株）バンダイナムコ
ミュージックライブおよび（株）バンダイナムコビジネスアーク

の取締役について、当社と同様の基本方針としています。

コーポレートガバナンス

2024年3月期 取締役会の実効性に関する評価結果の概要 
　当社取締役会は、取締役会の機能を支える基盤や取締役

の実効性は概ね十分であるとの認識が得られた一方で、取締

役会の機能について、ステークホルダーの関心が高い事項に

ついての長期経営方針の監督や、リスクマネジメントをさらに

強化すべきであるとの見解が得られました。

提言

（1） 取締役会実効性評価の課題認識テーマについて取締役会
で議論を行う

　よりモニタリングモデルとしての実効性を高めるため、取締

役会において、中長期の視点に立ち、事業執行への監督に資

する議論を行うことが必要である。具体的には、取締役会実

効性評価であがった課題のうち、重要な複数テーマを取締役

会において議論し、企業価値向上に向けた協議事項にふさわ

しいテーマを探索し掘り下げ、今後のアジェンダ計画の検討に

つなげていくことが必要である。

（2） 人事報酬委員会での検討内容の取締役会における審議の
在り方について

　人事報酬委員会は諮問機関であり取締役会が決議機関で

ある。決議機関として取締役会の審議の在り方を検討し、スキ

ルマトリクスの拡充・深化の在り方も含め、人的資本の質的向

上と成長戦略の実現に向けた議論を深めていくことが必要で

ある。

提言への対応

（1） 取締役会実効性評価の課題認識テーマについて取締役会
で議論を行う

➀ 取締役会の在り方について検討を行う
取締役会の在り方について共通認識を持つために、取締役

会メンバー全員が参加する議論の場を設定し、取締役会が

目指すガバナンスモデルや、取締役の役割について改めて

議論を行う。

➁  取締役会実効性評価であげられた課題について検討を行う
  あげられた課題（資本収益性を意識した資源配分および
サステナビリティの在り方／リスク評価と対策の在り方／

人的資本経営の深化に向けた在り方等）についての取り

組み状況を整理し、取締役会メンバーで共有した上で、現

状の取り組みについて検証し今後議論すべき課題を明確

にする。

  議論すべきテーマの年間アジェンダを策定し、アジェンダ
に沿った議論を進める。当該議論については、取締役会

以外の会議体で十分な時間を確保して行う。

（2） 人事報酬委員会での検討内容の取締役会における 
審議の在り方について

➀  取締役会の構成および人材要件について検討、整理を行う
  グループ会社の取締役会の構成と人材要件を検討、整理
し、共通認識を持つ。

➁  取締役会メンバーのスキルを可視化し、役員選任時の取締
役会での議論の深化をはかる

  グループ会社の取締役会メンバーのスキルマトリクスを作
成し、新任役員については、保有するスキルに関する詳細

資料も作成する。

  人事報酬委員会での審議や取締役会の決議にあたって
は、当該会社の取締役会のスキルバランスが適正かとい

う視点でも判断を行う。

人事報酬委員会における活動

人事報酬委員会の構成・委員長の属性

　当社の人事報酬委員会は、7名以内で構成し、その過半数は独立社外取締役で構成することとしています。なお、委員
長については、社外取締役の互選により決定することとしています。

人事報酬委員会の活動状況

　2024年6月開催の定時株主総会以降の人事報酬委員会の構成は以下のとおりです。

　2024年3月期の報酬額の決定過程における人事報酬委員会の審議は計4回開催し、各回に委員長・委員の全員が 
出席、出席率は100%でした。主な審議事項は以下のとおりです。

人数 4名（社外取締役3名および業務執行取締役1名）

委員長 島田取締役（社外）

委員 川名取締役（社外）、桑原取締役（監査等委員、社外）、川口代表取締役社長

開催日 主な審議事項

2023年4月20日 当社の2023年3月期業績連動賞与におけるサステナビリティ評価について

2023年5月29日 2024年3月期業績条件付株式報酬の算定方法について
当社及び事業統括会社等の2023年3月期業績連動賞与支給額及び業績条件付株式報酬の支給額につ
いて

2023年10月12日 グループリスクコンプライアンス委員会の決定に基づく、対象取締役の報酬減額の件

2024年1月31日 当社及び事業統括会社等の2025年3月期役員報酬について

取締役会の実効性に関する評価  
　当社では取締役会の実効性を高め企業価値を向上させることを目的として、取締役会の実効性に関する評価を定期的に 
実施しています。具体的には、あらかじめ設定した評価項目に関する回答をすべての取締役から得たうえで、独立役員会において、

結果に基づく分析・検証を行い、取締役会へ現状の評価結果および課題の共有と課題を踏まえた提言を行うこととしています。 
それを受け、取締役会にて今後のアクションプランにおいて建設的な議論を行っています。
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コーポレートガバナンス

2024年3月期

報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数（人）

報酬等の種類別の総額 
（百万円）

対象となる
役員の員数（人）業績連動報酬

左記のうち、 
業績条件付株式報酬等役員区分 固定報酬

取締役
（監査等委員および 
社外取締役を除く）

371 220 4 150 84 3

取締役監査等委員
（社外取締役を除く） 28 28 1 － － －

社外取締役 91 91 5 － － －

（注）  業績条件付株式報酬の額については、2024年3月29日の東京証券取引所プライム市場における当社普通株式の終値にて算出しており、実際の支給の際には、交付時
株価を適用します。

　業績条件付株式報酬の算定方法については、人事報酬委

員会に対して諮問し、委員のうち業務執行役員が業績条件付

株式報酬の決定に係る決議に参加しないことを前提に、独立

社外取締役のすべてが業績条件付株式報酬の決定に賛成し

決議したうえで、当社の取締役会の決議により決定していま

す。また、事業統括会社等においては、当社取締役会の決議

による決定に従って事業統括会社等のそれぞれの会社の取締

役会の決議により決定しています。

E S G  S E C T I O N
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　当社の取締役監査等委員および社外取締役の報酬は、職

務に鑑みて、基本報酬のみで構成し、各取締役監査等委員

の報酬額は、 取締役監査等委員の協議により決定し、 取締
役監査等委員を除く各社外取締役の報酬額は、取締役会に

おいて決定しています。

固定報酬（基本報酬）

　当社の取締役（監査等委員を除く）に対する基本報酬は、金銭

による月例の固定報酬とし、年450百万円（うち社外取締役分と
して年100百万円）を限度額として、毎月一定の時期に支給しま
す。また、取締役（監査等委員および社外取締役を除く）について

は、一定割合を役員持株会に拠出して、当社株式を購入するもの

とし、本株式、および業績条件付株式報酬によって取得した当社

株式については、在任期間中継続して保有することとしています。

　当社の取締役監査等委員に対する基本報酬は、金銭による

月例の固定報酬とし、年200百万円を限度額として、毎月一
定の時期に支給します。

変動報酬（業績連動賞与・業績条件付株式報酬）

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対

する変動報酬は、当社グループの経営陣の経営努力の評価

を報酬の支給額に直接的に反映させることを目的として、 
業績連動賞与、業績条件付株式報酬ともに当社グループの

連結営業利益を指標としています。

業績連動賞与

　各事業年度の当社グループの連結営業利益実績に関する

中期計画目標、事業年度目標、前事業年度実績のそれぞれの

達成率に基づき、あらかじめ定めた基準額の0%から200%の
範囲内で算出し、さらに、サステナビリティ評価の評価結果に

基づき、支給率を増減します。なお、達成率が50%以下の場合
は支給しないものとします。業績連動賞与は現金賞与限度額

年550百万円または「親会社株主に帰属する当期純利益」の
1.5%のいずれか小さい金額を限度に支給額を決定し、毎年、
当該事業年度終了後の一定の時期に支給します。

　サステナビリティ評価は、対象取締役のサステナビリティへ

の動機付けを目的として、当社グループのマテリアリティに沿っ

た取り組み（脱炭素化に向けた取り組み等）の活動結果、およ

び従業員エンゲージメントに関わる指標等をもとに評価を検

討し、委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を

独立社外取締役とする任意の委員会である人事報酬委員会

において審議し、取締役会において評価を決定します。

業績条件付株式報酬

　当社グループの連結営業利益が750億円以上となった場
合に限り支給するものとし、1,250億円（中期計画の最終年
度目標／2022年2月時点における設定額）に達した場合に
支給率が100%となるものとします。2022年6月20日開催の
当社第17回定時株主総会決議に基づき年間135,000株*1に

交付時株価*2を乗じた額を上限として、支給の有無およびそ

の水準は、事業年度ごとに判定します。役位に応じて、あら

かじめ基準株式ユニット数を定め、連結営業利益の目標達

成状況に応じて確定した支給株式ユニット数に対応する当

社普通株式および金銭を交付または支給する仕組みとして

います。また、業績連動指標の数値（当社グループの連結営

業利益）が確定した日の翌日から2カ月を経過する日までに
支給します。
*1  当社は、2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っているた
め、業績条件付株式報酬の上限額についても、当該株式分割を適用し、1事業年度
につき135,000株に交付時株価を乗じた額に変更しています。

*2  交付時株価は、各評価対象事業年度に係る定時株主総会の日から2カ月以内に、業
績条件付株式報酬制度に係る当社普通株式の交付のために開催される、取締役会決
議日の前営業日時点での東京証券取引所プライム市場における当社普通株式の終値
（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。

報酬の構成

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の報

酬の構成は、当社の業績状況、および外部専門機関による経

営者報酬についての客観的なベンチマークに基づき、報酬水

準の検証を行うとともに、年間総報酬における固定報酬と変

動報酬の比率や、変動報酬における中長期の比率を総合的

に勘案して決定しています。なお、中期計画の最終事業年度

の目標を達成した場合、年間総報酬における固定報酬と変

動報酬の比率は概ね40：60とし、また、基本報酬の一定割合
の役員持株会への拠出額と業績条件付株式報酬を合算した

株式報酬の割合は年間総報酬の約4割となります。

報酬の決定手続

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の報

酬の方針、報酬体系、業績連動の仕組みについては、社外取

締役の適切な関与と助言を求める観点から、人事報酬委員会

の審議を経て、取締役会において決定しています。なお、人事

報酬委員会審議においては、必要に応じて外部専門機関から

の助言を得るなどして、社外取締役の判断のための十分な 
情報を提供しています。
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業績連動報酬の実績

 参考

KPIに対する業績達成率 80.2%

サステナビリティ評価 +2.0%

KPIに対する業績達成率 72.5%

業績条件付株式報酬の支給率 54.2%

2024年3月期連結営業利益 90,682百万円

業績条件付株式報酬のKPI
連結営業利益 125,000百万円

業績連動賞与のKPI
中期計画目標　事業年度目標　前事業年度実績

それぞれに対する連結営業利益達成率

業績連動賞与の支給率 54.9%

業績達成に伴う支給率 52.9%



コーポレートガバナンス

リスクマネジメント  
　当社では、当社代表取締役社長を委員長とし、常勤取締役

および事務局で構成されるグループリスクコンプライアンス委

員会を設置しています。同組織を統括としてグループ全体のリ

スクマネジメント強化および危機（クライシス）発生時の対応に

関する体制を構築しており、この枠組みの中で、コンプライアン

スの強化およびコンプライアンス違反の防止、情報セキュリティ

の強化などにも取り組んでいます。またグループ各社において

もリスクコンプライアンス組織を設置し、事業統括会社および

海外における地域統括会社の支援のもと、平常時のリスクマネ

ジメントの強化と、危機発生時の収束に向けた対応を担います。

なお、当社および子会社における危機およびコンプライアンス

に関する情報および対応内容等について、グループリスクコン

プライアンス委員会事務局より、毎月取締役会に報告を行って

います。

BCPの策定・運用  
　「バンダイナムコグループBCP（事業継続計画）基本方針」
に基づき、グループ各社で所定の形式によるBCPを作成して
います。災害などで重要リソースが被災した場合は、BCPに
基づいて対応しています。これらBCPについては毎年内容の
見直しと改訂を行うとともに、有事を想定したBCP訓練も各

社で実施しています。なお、国内において一定レベル以上の

地震が発生した場合、もしくは従業員の安全を確認すべき事

態が発生したと判断した場合は、安否確認システムを通じて、

該当地域に勤務・在住する従業員とその家族の安全を確認

します。

E S G  S E C T I O N
コーポレートガバナンス

グループリスクコンプライアンス（GRC）体制フロー

事業統括会社、地域統括会社、関連事業会社の危機またはコンプライアンス違反情報の報告担当

事業統括会社以外のユニット所属会社の危機またはコンプライアンス違反情報の報告担当

経営企画部門
広報、経営企画担当

コーポレート
コミュニケーション室
（広報担当）

常勤取締役
（監査等委員を 

含む）

非常勤取締役

情報共有 

情報共有 
情報共有 

情報共有 

情報共有 

対
応
の
検
討 

・
判
断 

・
決
定

バ
ン
ダ
イ
ナ
ム
コ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

グ
ル
ー
プ
会
社

サステナビリティ推進室
（グループリスクコンプライアンス委員会事務局）

サステナビリティ推進室
ゼネラルマネージャー

グループリスクコンプライアンス担当
取締役・経営企画本部長

グループリスクコンプライアンス委員会

委員長：代表取締役社長

事務局
サステナビリティ推進室

委員：常勤取締役 
（監査等委員を含む）

指名者

広報機能

指
示

指
示

指
示

指
示
指
示

指
示

上
申
・
報
告

上
申
・
報
告

報
告

報
告

報
告

情報に基づき、GRC委員
会を招集して対応すべき
案件であるか否かを協議
のうえ、委員長の判断の
もと判定を行う。

連結純資産に対する割合

銘柄数および貸借対照表計上額 銘柄数
（銘柄）

貸借対照表 
計上額の合計額 
（百万円）

非上場株式 7 1,452

非上場株式以外の株式 32 89,405

2024年3月期において株式数が増加した銘柄 銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る 
取得価額の合計額 
（百万円）

非上場株式 — —

非上場株式以外の株式 — —

2024年3月期において株式数が減少した銘柄 銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る 
売却価額の合計額 
（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 3 52,800

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　政策保有株式については、その保有意義と経済合理性を踏

まえた中長期的な観点から、毎年、全銘柄について取締役会に

て、継続保有の是非を含めた十分な検証を行い、この結果を反

映した保有の目的等について説明を行うものとしています。具

体的には次の観点から検証を行います。

Ⅰ.  IP創出や事業領域の拡大によるIP軸戦略のさらなる強化
等、今後の当社の企業価値向上に向けた必要性

Ⅱ.  現在における当該企業との取引や業務提携の状況等、当
社の企業価値向上への寄与度

Ⅲ.  銘柄ごとの取得価額に対する保有便益と当社資本コスト
との関係性

　政策保有株式に係る議決権の行使にあたっては、保有先企

業の提案を無条件に賛成することはせず、当社との業務提携

や取引関係の維持・強化を通じて、当社の企業価値向上に資

すると認められるかどうかの観点から議決権行使を行うこと

を議決権行使の基準としています。

株式の保有状況  
投資株式の区分の基準および考え方

　当社は、企業価値の向上に資すると認められる政策保有株式

のみを投資株式として保有することとしており、純投資目的の投

資株式（専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって

利益を受けることを目的とする投資株式）は保有していません。
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2023年3月末

18.1%

2024年3月末

13.0%
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買収への対応方針（買収防衛策）  
　当社は、現在のところ買収への対応方針（買収防衛策）を導

入していません。企業価値向上策に従って、経営戦略・事業戦

略を遂行し、グループ企業価値を向上させることが、当社の企

業価値および株主の皆様の共同の利益に資さない買収への

本質的な対抗策であると考えるからです。

　もっとも、株主の皆様から経営を負託された者として、 
今後、法令や社会の動向を注視しつつ買収提案に適切に対応

する体制整備にも努めていきます。

　具体的には、買収提案について、経営陣の保身をはかるこ

となく、企業価値の向上を最優先した判断を下すため、必要に

応じて独立社外取締役のみで構成された独立役員会におい

て客観的な視点での検討を諮ったうえで、取締役会における

十分な審議を行います。さらには、株主の皆様の適切なご判

断に資するために、十分な情報収集と必要な時間の確保に 
努めていきます。

IR活動  
　当社では、企業価値の向上を目指し、情報開示の基準やIR
機会の充実等に関してのIRポリシーに則った様々なIR活動を
行っています。また、IR活動の状況や投資家・アナリストの 
反応は、取締役と共有するとともに、事業統括会社を通じ、 
グループ内に常にフィードバックを行っています。

　さらに、株主・投資家の皆様に対し経営戦略や事業方針に

ついて明確に伝える透明性の高い企業でありたいという 
考えのもと、決算説明会などにおいて、経営者自身が国内外

の投資家および証券アナリストなどに対し、直接語りかける 
場を充実させています。

バンダイナムコグループ コンプライアンス憲章
わたしたちは、すべての人々の基本的人権を尊重するとともに、Bandai Namco’s Purpose「Fun for All into the Future」の
もと、「夢・遊び・感動」でつながる未来を世界中のすべての人とともに創りつづけるために、次の原則を制定し、これに基づき
行動します。

 

  適正な商品サービス
  社員尊重
  情報開示

  知的財産の尊重・活用
   情報・財産の保全
  反社会勢力の拒絶

  環境との調和
  社会との調和

2024年3月期 e-Learning実施内容

 バンダイナムコグループコンプライアンス憲章の遵守 

 情報セキュリティ、個人情報保護、PC・モバイル・SNSインシデント対応 

 インボイス制度、インサイダー取引の防止 

   ダイバーシティ&インクルージョン、贈収賄防止 

   危機に対する備えと発生時の対応、危機発生時の事業継続計画 
（Business Continuity Planning） 

オンライン開催の決算説明会

バンダイナムコグループ
コンプライアンス憲章ポスター

情報セキュリティへの対応  
　当社においては、情報セキュリティへの取り組みを、グルー

プの事業遂行における重要課題の1つと捉えています。法
令・社会情勢の変化も踏まえ、グループの情報資産を守るべ

く取り組んでいます。

　当社では、グループ全体の情報セキュリティ体制の維持・

強化に努める専任組織として、グループ情報セキュリティ委員

会を設置、またグループ会社においては代表取締役社長が自

社における情報セキュリティの最高責任者として情報セキュ

リティ担当取締役（Chief Information Security Officer）を
任命し、法令およびその他の規範に準拠したグループ情報セ

キュリティ管理規程に基づき、保有する情報資産の価値に応

じた適切な情報セキュリティ対策を実施、事故などの予防に

努めています。情報セキュリティの体制の維持・強化は各社

における担当組織のみの活動ではなく、日々の経営活動・業

務活動の一環として全社レベルで実施するものと位置付け、

継続的な改善をはかっています。

腐敗行為防止への取り組み  
　当グループは、「バンダイナムコグループ コンプライアンス
憲章」のもと、特に公務員等に関する腐敗リスクの排除・予

防強化を目的に、グループ贈収賄防止規程を制定しています。

また、各社ではインサイダー取引防止規程を制定し、腐敗行

為防止についての従業員研修を実施するなどグループ体制

の構築、健全な経営確保に取り組んでいます。

内部通報制度  
　バンダイナムコグループ各社では、それぞれ社内規程を制

定し、内部通報制度を整備・運用しています。従業員が法令

違反などを発見した場合、上司に相談するか、あるいは内部

通報制度（ホットライン）を通じて代表取締役、社外相談窓

口、社内相談窓口、監査役等のいずれかに報告することを規

定しています。また公益通報者保護法などに基づき、通報を

行ったことにより不利益を受けることがないよう配慮してい

ます。

コンプライアンス教育  
　当社は、法令遵守、倫理尊重および社内規程の遵守を徹底

することを目的に、当社および子会社の取締役等および従業

員の行動指針として「バンダイナムコグループコンプライアン

ス憲章」を制定しています。 
　「バンダイナムコグループ コンプライアンス憲章」を、グルー
プのすべての役員・従業員に周知徹底するために、「バンダイ

ナムコグループ コンプライアンス憲章ポスター」を作成し、 

社内に掲示するとともに、日々実践するための手引書となる

「バンダイナムコグループ コンプライアンスBOOK」を役員・従
業員に配付等を行っています。

　このほか役員および全従業員がe-Learningを年5回、コン
プライアンスに対する意識調査を年1回実施し、コンプライアン
ス意識の醸成とコンプライアンス体制のさらなる強化に取り

組んでいます。

2024年3月期の主なIR活動実績

投資家・アナリスト向け決算説明会  （オンライン開催） 4回（910回線）

投資家・アナリスト　個別取材対応 818名

投資家・アナリスト向けIRイベント 2回
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内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況  

内部統制システム構築の基本方針に関する決定内容の概要

は、以下のとおりです。

（1） 当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保するための体制　

  当社は、Bandai Namco’s Purpose及びグループコンプラ
イアンス憲章を制定し、当社及び子会社の取締役等及び使

用人に周知徹底をはかり、職務執行が適法かつ公正に行わ

れるように常に心がける。

  当社取締役は、内部統制システムの構築及び運用状況につ
いて定期的に取締役会において報告をする。

  当社は、コンプライアンスに関する規程に基づき、コンプライ
アンス全般を管理するコンプライアンス担当取締役を設置し、

当社及びグループ全体を通して法令遵守、倫理尊重及び社

内規程の遵守が適切に行われる体制をとる。

  当社は、グループ内でコンプライアンス違反、あるいはそのお
それがある場合は、当社代表取締役社長を委員長とするグ

ループリスクコンプライアンス委員会を直ちに開催し、その対

応を協議決定する。

  海外においては、地域別に海外地域統括会社を定め、危機
管理及びコンプライアンスの支援を行う体制をとる。

  当社及び主要な子会社においては、内部通報制度として、社
内相談窓口、社外顧問弁護士等による社外相談窓口及び直

接取締役監査等委員もしくは子会社の監査役へ報告できる

ホットライン（電子メール等）を設置する。

  当社及び主要な子会社においては、執行部門から独立した
業務監査室を設置し、内部監査による業務の適正化をは 
かる。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に 
関する体制　

  当社は、文書管理に関する規程を制定し、稟議書及び各種
会議の議事録、契約書等を集中管理するとともに、各部門に

おいては重要文書を適切に保管及び管理する。また、取締役

はこれらの文書を常時閲覧できる体制をとる。

  当社は、グループ管理の一環として情報セキュリティに関す
る規程を制定し、情報が適切に保管及び保存される体制を

とる。

（3） 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程 
その他の体制

  当社は、グループ管理の一環として、危機管理及びコンプラ
イアンスに関する規程を制定し、グループ全体を通して危機

発生の未然防止及び危機要因の早期発見に努める。

  当社は、危機発生に際して、グループリスクコンプライアンス
委員会を直ちに開催し、迅速かつ的確な対応と、事業への影

響の最小化をはかる。

  当社は、大規模災害等によるグループの経営に著しい損害を
及ぼす事態の発生を想定し、グループの事業継続計画（BCP）
の基本方針を制定するとともに、事業の早期回復・再開を実

現するため、グループにおける事業継続計画（BCP）の策定
及び事業継続マネジメント（BCM）体制の整備に取り組み、
当社及び子会社の取締役等及び使用人に周知する。

（4） 当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に
行われることを確保するための体制

  当社は、子会社を事業セグメントに基づきユニットに分類し、
その担当取締役及びその事業統括会社を定め、グループにお

ける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の

組織に関する規程に基づき、効率的な事業の推進をはかる。

  当社は、３事業年度を期間とするグループ全体及び各ユニッ
トの中期計画を策定し、当該中期計画に基づき、毎事業年度

の予算を定める。

  当社は、常勤の取締役によって構成される常勤役員会を設
置し、一部の業務執行の決定について取締役会から権限委

譲することにより、意思決定の迅速化をはかる。

（5） 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社 
への報告に関する体制

  当社は、グループ事業報告会及びグループ経営会議等の会
議を設置し、グループの連絡報告及び意思決定体制を整備

する。

（6） その他当社及び子会社における業務の適正を確保 
するための体制

  当社は、グループコンプライアンス憲章について、法令等の
改正やグループを取り巻く社会環境の変化に対応して適宜

見直し、また、コンプライアンスBOOKの配付及び研修によ
り、同憲章を当社及び子会社の取締役等及び使用人に周知

コーポレートガバナンス

徹底させる。また、当社及び子会社の取締役等及び使用人

を対象にしたコンプライアンス意識調査を定期的に実施し、

同憲章の認知度等を検証するとともに、その後のグループの

コンプライアンス推進活動に活用する。

  当社及び子会社は、業務の有効性と効率性の観点から、業
務プロセスの改善及び標準化に努め、また、財務報告の内部

統制については、関連法規等に基づき、評価及び運用を行う。

（7） 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する 
事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取
締役を除く）からの独立性に関する事項

  当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置
くことを代表取締役社長に対して求めた場合、速やかにこれ

に対応するものとする。なお、当該使用人が、他部署の使用

人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先する。

  当社は、当該使用人の人事に関しては、取締役会からの独
立性を確保するため、監査等委員会の同意に基づき行う。

（8） 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する 
指示の実効性の確保に関する事項

  当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、
監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に

周知徹底する。

（9） 当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役
を除く）等及び使用人が当社監査等委員会に報告を 
するための体制

  当社及び子会社の取締役（監査等委員を除く）等及び使用
人は、法令に定められた事項、その他当社及び当社グループ

に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況及びコン

プライアンスに関する事項について、速やかに監査等委員会

に報告をする。

  当社及び子会社の取締役（監査等委員を除く）等及び使用
人は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項につい

て報告を求められたときは、速やかに適切な報告をする。

  当社は、内部通報制度として、当社取締役監査等委員へ直
接報告を行うことができるホットライン（電子メール等）を設

置する。

（10） 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを確保 
するための体制

  当社は、監査等委員会への報告や相談を行った者に対して、
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をグループリスク

コンプライアンス規程に明文化するとともに、当社及び子会

社の取締役等及び使用人に周知徹底する。

（11） 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払
または償還の手続きその他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する
事項

  当社は、取締役監査等委員が、その職務の執行について生ず
る費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該取締

役監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（12） その他監査等委員会の監査が実効的に行われること
を確保するための体制

  当社の取締役（監査等委員を除く）は、取締役監査等委員が
重要な会議に出席できる体制を整備するとともに、取締役及

び使用人との定期または随時の会合、内部監査部門及び会

計監査人との連携がはかられる体制を確保する。

  当社の子会社においては、規模や業態等に応じて適正数の
監査役を配置するとともに、子会社の監査役が当社監査等

委員会への定期的報告を行う体制を確保する。

E S G  S E C T I O N
コーポレートガバナンス
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取締役の体制
2024年6月24日現在

役職
氏名
担当分野

所有する 
当社株式の数 
（株）

（2024年3月末日現在）

選任理由

主な経験や専門性 取締役会への出席状況
（2024年3月期）

企業経営
事業部門経験

財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

出席回数／開催数デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器

人事報酬委員会

代表取締役社長 グループCEO
川口 勝

203,100

前中期計画を達成し過去最高業績を更新するなど、2020年の当社取締役
副社長、2021年の当社代表取締役社長就任後も経営の監督を適切に
行っているとともに、豊富な経験と実績・見識を有しており、当社グループ
の継続的成長のために適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役
浅古 有寿

経営企画本部・
グループ管理本部担当

158,300

経営企画および経理財務などの経営管理に関する豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、IR・PR・SRなどの社内外コミュニケーションのほ
か、情報セキュリティやサステナブル活動の責任者を務めるなど、当社グ
ループの経営戦略の推進および持続的な企業価値向上のために適切な人
材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役
桃井 信彦

グループ事業戦略本部長
29,600

国内外のトイホビー事業における豊富な経験・実績・見識を有するととも
に、2022年からはグループ事業戦略本部長としてグループの事業間連携
に取り組むなど、グループ経営の連携強化に適切な人材であると判断し、 
選任しています。

18／18

取締役（非常勤）
宇田川 南欧

エンターテインメントユニット
デジタル事業担当

67,500

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2023年からは当社グループにおけるエンターテイン
メントユニットデジタル事業の事業統括会社である（株）バンダイナムコ 
エンターテインメント代表取締役社長として事業を牽引するなど、デジタ
ル事業とグループ経営の連携強化に適切な人材であると判断し、選任して
います。

14／14

取締役（非常勤）
竹中 一博

エンターテインメントユニット
トイホビー事業担当

80,700

トイホビー事業における豊富な経験・実績・見識を有するとともに、2021
年からは当社グループにおけるエンターテインメントユニットトイホビー事
業の事業統括会社である（株）バンダイ代表取締役社長として事業を牽引
するなど、トイホビー事業とグループ経営の連携強化に適切な人材である
と判断し、選任しています。

18／18

取締役（非常勤）
浅沼 誠

IPプロデュースユニット担当
76,300

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2019年からは当社グループにおける現在のIPプロ 
デュースユニットの事業統括会社である（株）サンライズ（現（株）バンダイ 
ナムコフィルムワークス）代表取締役社長として事業を牽引するなど、IPプ
ロデュース事業とグループ経営の連携強化に適切な人材であると判断し、
選任しています。

18／18

取締役（非常勤）
川﨑 寛

アミューズメントユニット担当
88,350

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2021年からは当社グループにおけるアミューズメン
ト事業の事業統括会社である（株）バンダイナムコアミューズメント代表取
締役社長として事業を牽引するなど、アミューズメント事業とグループ 
経営の連携強化に適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役（非常勤）
大津 修二

（株）バンダイナムコビジネスアーク
担当

145,600
公認会計士としての専門的知識や豊富な経験・実績を有することから、 
グループ経営体制の強化と透明性の高い経営の実現に適切な人材である
と判断し、選任しています。

18／18

注： 宇田川 南欧は2023年6月19日開催の第18回定時株主総会において選任されたため、出席率の基準となる取締役会の回数が他の取締役と異なります。

業務執行取締役

当社取締役会は、各事業、あるいは会社業務などに精通し、機動性のある業務執行を実行している業
務執行取締役と、高度な専門性を有し、幅広い視点による経営に対する助言と監督が期待できる社
外取締役とで、全体をバランス良く構成することとしています。また、その役割・責務を果たすための
知識・経験・能力を備え、多様性と適正規模を両立させる形で構成するよう努めることとしています。

E S G  S E C T I O N
取締役の体制
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取締役の体制
2024年6月24日現在

役職
氏名 主な兼任状況

所有する当社 
株式の数（株）
（2024年3月 
末日現在）

選任理由

主な経験や専門性

独立性

取締役会への出席状況
（2024年3月期）

企業経営

事業部門経験
財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器 出席回数／開催数

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）
島田 俊夫

（株）CAC Holdings 特別顧問
イオンディライト（株）社外取締役

—

企業経営者としての豊富な知識と経験を有するこ
とから、経営の監督とチェック機能をより強化する
とともに、経営とデジタルテクノロジーの融合に関
する豊富な知見を経営視点に取り入れることを期
待し、選任しています。

18／18

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）
川名 浩一

（株）ispace社外取締役
（株）クボタ社外取締役
（株）レノバ取締役会長

—

企業経営者として豊富な知識と経験を有する 
ことから、経営の監督とチェック機能をより強化す
るとともに、豊富な海外勤務経験によるグローバ
ルな経営視点を取り入れることを期待し、 
選任しています。

18／18

取締役（監査等委員）

役職
氏名 主な兼任状況

所有する当社 
株式の数（株）
（2024年3月 
末日現在）

選任理由

主な経験や専門性

独立性

取締役会への出席状況
（2024年3月期）

企業経営
事業部門経験

財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器 出席回数／開催数

取締役
金子 秀 10,400

長年にわたり管理部門において業務に従事し、財
務・会計・税務実務に精通していることから、その
知識および経験を、当社の監査体制に活かしてい
ただくことを期待し、選任しています。

―

独立役員会

取締役
（社外）
篠田 徹

公認会計士 1,400

長年にわたり監査実務に精通し、公認会計士の
資格も有していることから、会計および監査に関
する高度な知識および経験が当社の監査体制に
活かされることを期待し、選任しています。

18／18

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）
桑原 聡子

弁護士 外苑法律事務所パートナー
（株）ユニカフェ社外監査役
（株）三菱UFJフィナンシャル・グループ
社外取締役
日本郵船（株）社外取締役（監査等委員）

—

長年にわたり弁護士として活躍していることから、
リーガルリスクの観点からの高度な知識および経
験が当社の監査体制に活かされることを期待し、
選任しています。

18／18

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）
小宮 孝之

公認会計士
税理士 400

長年にわたり会計・税務実務に精通し、公認会計
士および税理士の資格も有していることから、会
計・税務および監査に関する高度な知識および経
験が当社の監査体制の強化に活かされることを
期待し、選任しています。

18／18

社外取締役（監査等委員を除く）

注： 金子 秀は、2024年6月24日開催の第19回定時株主総会において選任されたため、2024年3月期の取締役会への出席はありません。

E S G  S E C T I O N
取締役の体制
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FINANCIAL  
				   SECTION財務セクション

121 　6ヵ年連結財務サマリー

122 　連結貸借対照表

124 　連結損益計算書及び連結包括利益計算書

125 　連結株主資本等変動計算書

126 　連結キャッシュ・フロー計算書

（注） 連結財務諸表は円貨で表示されております。ただし、読者の便宜に供するため、
2024年3月期の連結財務諸表は2024年3月31日の東京外国為替市場におけ
るおよその実勢為替レートの1米ドル151.41円を用いて米ドル換算されており
ます。この換算は、連結財務諸表に表示されている円金額が同レートで米ドル
に転換可能という意味ではありません。

6ヵ年連結財務サマリー
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
3月31日に終了した会計年度

 
百万円（1株当たり情報及び主要財務指標を除く） 

2019 2020 2021 2022 2023 2024

会計年度 :

売上高 ¥732,347 ¥723,989 ¥740,903 ¥889,270 ¥990,089 ¥1,050,210 

売上総利益 262,555 260,948 282,006 356,265 368,656 370,959 

販売費及び一般管理費 178,510 182,172 197,352 230,769 252,183 280,277 

営業利益 84,045 78,775 84,654 125,496 116,472 90,682 

経常利益*1 86,863 79,797 87,612 133,608 128,006 104,164 

親会社株主に帰属する当期純利益 63,383 57,665 48,894 92,752 90,345 101,493 

包括利益 69,952 53,312 90,527 96,299 116,064 110,456 

資本的支出 29,016 33,406 31,507 36,554 45,737 49,116 

減価償却費 21,370 23,239 24,684 25,726 28,671 38,364 

営業活動によるキャッシュ・フロー 79,811 43,131 60,483 121,212 95,625 88,906 

会計年度末 :

総資産 ¥612,955 ¥619,819 ¥732,782 ¥862,650 ¥926,358 ¥971,838 

流動資産 397,951 383,662 455,210 577,206 592,637 642,622 

流動負債 163,893 142,506 175,920 243,362 247,323 244,119 

純資産 429,644 454,684 511,433 584,233 652,133 699,823

1株当たり情報（単位 :円）:
当期純利益*2 ¥    96.13 ¥    87.46 ¥    74.19 ¥140.70 ¥136.88 ¥153.85 
配当金 145.00 132.00 112.00 212.00 206.00 60.00

主要財務指標 :

自己資本当期純利益率（ROE）*3（%） 15.5 13.1 10.2 16.9 14.6 15.0 

総資産経常利益率（ROA）*4 （%） 15.1 12.9 13.0 16.7 14.3 11.0 

売上高販管費率（%） 24.4 25.2 26.6 26.0 25.5 26.7 

売上高営業利益率（%） 11.5 10.9 11.4 14.1 11.8 8.6 

売上高親会社株主に帰属する当期純利益率（%） 8.7 8.0 6.6 10.4 9.1 9.7

自己資本比率（%） 70.0 72.5 69.7 67.7 70.4 72.0 

デット・エクイティ・レシオ（倍） 0.00 0.01 0.05 0.05 0.03 0.02

*1 経常利益は日本の会計基準上の項目です。
*2  当社は、2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。 

2018年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「1株当たり当期純利益」を算定しております。
*3 ROE=親会社株主に帰属する当期純利益÷平均自己資本
*4 ROA=経常利益÷平均資産総額
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連結貸借対照表
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2023年及び2024年3月31日現在

百万円 千米ドル（注）

2023 2024 2024 

（資産の部）

流動資産 :

 現金及び預金 ¥   280,226 ¥   321,868 $  2,125,805

 売上債権及び契約資産 99,007 118,190 780,596 

 貸倒引当金 (1,086) (1,075) (7,104)

 棚卸資産 152,223 140,597 928,588 

 その他 62,266 63,042 416,367 

  流動資産合計 592,637 642,622 4,244,254 

有形固定資産 :

 建物及び構築物 44,724 47,640 314,642 

 アミューズメント施設・機器 59,443 65,103 429,979 

 土地 46,476 46,702 308,451 

 使用権資産 13,967 18,165 119,976 

 その他有形固定資産 158,272 175,148 1,156,781 

  合計 322,885 352,759 2,329,832 

 控除 :減価償却累計額 (215,426) (234,123) (1,546,290)

  有形固定資産合計 107,458 118,636 783,541

無形固定資産 :

 のれん 14,561 11,608 76,668 

 その他無形固定資産 21,622 20,568 135,843 

  無形固定資産合計 36,183 32,176 212,511

投資その他の資産 :

 投資有価証券 140,706 116,127 766,976 

 繰延税金資産 27,572 33,976 224,400 

 退職給付に係る資産 596 6,123 40,440 

 その他 21,860 22,920 151,378 

 貸倒引当金 (656) (744) (4,915)

  投資その他の資産合計 190,078 178,403 1,178,280 

  資産合計 ¥   926,358 ¥   971,838 $  6,418,587

百万円 千米ドル（注）

2023 2024 2024 

（負債、純資産の部）

流動負債 :

 仕入債務 ¥  99,244 ¥ 99,254 $  655,534 

 未払法人税等 26,022 23,192 153,176 

 契約負債 22,567 27,728 183,135 

 引当金 4,078 3,095 20,444 

 その他 95,409 90,848 600,017 

  流動負債合計 247,323 244,119 1,612,309 

固定負債 :

 引当金 118 — —

 退職給付に係る負債 3,710 4,925 32,530 

 繰延税金負債 5,457 4,291 28,341 

 その他 17,614 18,678 123,362 

  固定負債合計 26,901 27,895 184,234 

  負債合計 274,224 272,014 1,796,544

純資産 :

 株主資本

 資本金 10,000 10,000 66,045 

  発行可能株式総数 :2,500,000,000株*

  発行済株式数：666,000,000株*

 資本剰余金 52,897 53,321 352,168 

 利益剰余金 523,923 579,417 3,826,811 

 自己株式：（2023年：5,949,648株、2024年：11,813,756株）* (2,102) (19,293) (127,428)

  小計 584,718 623,445 4,117,597

 その他の包括利益累計額

 その他有価証券評価差額金 62,671 49,262 325,359 

 繰延ヘッジ損益 (656) 1,022 6,752 

 土地再評価差額金 (4,016) (4,016) (26,529)

 為替換算調整勘定 11,049 29,637 195,743 

 退職給付に係る調整累計額 (1,915) 166 1,096 

  小計 67,132 76,071 502,423 

 非支配株主持分 282 306 2,022 

  純資産合計 652,133 699,823 4,622,043

  負債、純資産合計 ¥926,358 ¥971,838 $6,418,587

*  当社は、2023年4月1日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式総数は1,500,000,000株増加し、2,500,000,000株となっております。 
また、発行済株式数、自己株式については、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、算定しております。

123122 123122

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン



連結損益計算書及び連結包括利益計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2023年及び2024年3月期

円  米ドル（注）

2023 2024 2024 
1株当たり情報*
3月31日現在の純資産額 ¥ 987.58 ¥ 1,069.29 $ 7.06 
当期純利益
 潜在株式調整前 136.88 153.85 1.02 
 潜在株式調整後 — — —
当期に係る配当金 206.00 60.00 0.40 
*  当社は、2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。 
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

百万円 千米ドル（注）

2023 2024 2024
売上高 ¥990,089 ¥1,050,210 $6,936,205 
売上原価 621,433 679,251 4,486,170 
  売上総利益 368,656 370,959 2,450,034 
販売費及び一般管理費 252,183 280,277 1,851,116 
  営業利益 116,472 90,682 598,917

その他の損益 :
 受取利息及び受取配当金 2,639 4,320 28,536 
 支払利息 (332) (310) (2,047)
 為替差損益 5,010 6,417 42,386 
 デリバティブ評価損益 309 (184) (1,215)
 持分法による投資損益 2,323 2,121 14,010 
 繰延報酬制度資産運用損 (144) (282) (1,863)
 控除対象外消費税等 (2) (114) (755)
 投資有価証券売却益 0 45,517 300,626 
 投資有価証券評価損 (553) (751) (4,963)
 固定資産除売却損益 (491) (394) (2,606)
 減損損失 (1,251) (1,674) (11,061)
 新型コロナウイルス感染症に伴う雇用調整助成金等 132 — —
 土地整備損失引当金繰入額 — 550 3,632 
 その他 2,103 742 4,903 

9,742 55,958 369,580 

税金等調整前当期純利益 126,215 146,640 968,498 

法人税等 35,870 45,125 298,033 

当期純利益 90,345 101,515 670,464 

非支配株主に帰属する当期純利益 0 21 144 

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 90,345 ¥  101,493 $  670,320 

連結損益計算書

連結包括利益計算書

百万円  千米ドル（注）

2023 2024 2024
当期純利益 ¥ 90,345 ¥101,515 $670,464 
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 17,688 (13,606) (89,865)
　繰延ヘッジ損益 (1,554) 1,676 11,074 
　為替換算調整勘定 9,164 18,590 122,779 
　退職給付に係る調整額 478 2,081 13,750 
　持分法適用会社に対する持分相当額 (57) 199 1,316 
　その他の包括利益合計 25,719 8,941 59,054 
包括利益 ¥116,064 ¥110,456 $729,519 
（内訳）
　親会社株式に係る包括利益 ¥116,063 ¥110,432 $729,360 
　非支配株主に係る包括利益 0 23 158 

連結株主資本等変動計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2023年及び2024年3月期

2023年3月期
百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付
に係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 ¥10,000 ¥52,574 ¥482,147 ¥(2,140) ¥542,581 ¥45,037 ¥  901 ¥(4,016) ¥ 1,886 ¥(2,394) ¥41,413 ¥237 ¥584,233
剰余金の配当 (47,310) (47,310) (47,310)
親 会社株主に帰属する 
当期純利益 90,345 90,345 90,345
連結範囲の変動 (1,258) (1,258) 44 (1,214)
連 結範囲の変動に伴う 
為替換算調整勘定の増減 — 223 223 223
自己株式の取得 (4) (4) (4)
自己株式の処分 323 42 365 365
持 分法適用会社に対する 
持分変動に伴う自己株式
の増減 0 0 0
株 主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 17,634 (1,557) — 8,940 478 25,495 0 25,495
当期末残高 ¥10,000 ¥52,897 ¥523,923 ¥(2,102) ¥584,718 ¥62,671 ¥  (656) ¥(4,016) ¥11,049 ¥(1,915) ¥67,132 ¥282 ¥652,133

2024年3月期
百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付に
係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 ¥10,000 ¥52,897 ¥523,923 ¥ (2,102) ¥584,718 ¥ 62,671 ¥  (656) ¥(4,016) ¥11,049 ¥(1,915) ¥67,132 ¥282 ¥652,133

剰余金の配当 (45,998) (45,998) (45,998)

親会社株主に帰属する 
　当期純利益 101,493 101,493 101,493

自己株式の取得 (17,240) (17,240) (17,240)

自己株式の処分 423 48 472 472

持分法適用会社に対する 
　 持分変動に伴う 
自己株式の増減 0 0 0

株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額） (13,409) 1,678 — 18,587 2,081 8,939 23 8,963

当期末残高 ¥10,000 ¥53,321 ¥579,417 ¥(19,293) ¥623,445 ¥ 49,262 ¥1,022 ¥(4,016) ¥29,637 ¥  166 ¥76,071 ¥306 ¥699,823

2024年3月期
千米ドル（注）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付に
係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 $66,045 $349,368 $3,460,293 $ (13,883) $3,861,824 $413,921 $ (4,333) $(26,529) $ 72,978 $(12,653) $443,382 $1,864 $4,307,071

剰余金の配当 (303,802) (303,802) (303,802)

親会社株主に帰属する 
　当期純利益 670,320 670,320 670,320

自己株式の取得 (113,865) (113,865) (113,865)

自己株式の処分 2,799 320 3,119 3,119

持分法適用会社に対する 
　 持分変動に伴う 
自己株式の増減 1 1 1

株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額） (88,561) 11,085 — 122,765 13,750 59,040 158 59,198

当期末残高 $66,045 $352,168 $3,826,811 $(127,428) $4,117,597 $325,359 $ 6,752 $(26,529) $195,743 $  1,096 $502,423 $2,022 $4,622,043
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連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2023年及び2024年3月期

百万円 千米ドル（注）

2023 2024 2024 
営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 ¥126,215 ¥146,640 $  968,498 
 減価償却費 28,671 38,364 253,382 
 減損損失 1,251 1,674 11,061 
 のれん償却額 2,431 2,676 17,674 
 貸倒引当金の増加（減少）額 (1,169) (86) (570)
 その他の引当金の増加（減少）額 191 (1,131) (7,472)
 退職給付に係る負債の増加（減少）額 138 230 1,524 
 受取利息及び受取配当金 (2,639) (4,320) (28,536)
 支払利息 332 310 2,047 
 為替差損益 (21) 637 4,207 
 持分法による投資損益 (2,323) (2,121) (14,010)
 デリバティブ評価損益 (309) 184 1,215 
 固定資産除売却損益 491 394 2,606 
 アミューズメント施設・機器除却損 228 106 701 
 投資有価証券売却損益 (0) (45,517) (300,626)
 投資有価証券評価損 553 751 4,963 
 繰延報酬制度資産運用損 144 282 1,863 
 売上債権の減少（増加）額 28,484 (15,360) (101,446)
 棚卸資産の減少（増加）額 (26,107) 15,369 101,510 
 アミューズメント施設・機器設置額 (5,180) (8,537) (56,386)
 仕入債務の増加（減少）額 (1,595) (1,880) (12,420)
 契約負債の増加（減少）額 (894) 4,361 28,808 
 その他の流動資産の減少（増加）額 (1,769) (1,911) (12,627)
 その他の流動負債の増加（減少）額 (2,013) 1,320 8,718 
 その他 (2,258) (3,873) (25,585)
  小 計 142,852 128,562 849,104 
 利息及び配当金の受取額 2,579 4,290 28,334 
 利息の支払額 (341) (321) (2,122)
 法人税等の支払額 (49,464) (44,132) (291,479)
 補償金の受取額 — 508 3,356 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 95,625 88,906 587,193 
投資活動によるキャッシュ・フロー
 定期預金の増減額（純額） (2,386) (5,975) (39,465)
 有形固定資産の取得による支出 (25,376) (24,699) (163,128)
 有形固定資産の売却による収入 99 86 571 
 無形固定資産の取得による支出 (8,431) (10,210) (67,437)
 投資有価証券の取得による支出 (513) (716) (4,732)
 投資有価証券の売却による収入 2 53,641 354,278 
 関係会社株式の取得による支出 (551) (1,797) (11,871)
 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 (2,019) — —
 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 (114) — —
 その他 (1,587) (191) (1,267)
  投資活動によるキャッシュ・フロー (40,878) 10,136 66,946 
財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額 (179) 157 1,038 
 長期借入れによる収入 180 — —
 長期借入金の返済による支出 (10,382) (10,206) (67,409)
 自己株式の取得による支出 (4) (17,240) (113,865)
 自己株式の処分による収入 0 0 1 
 非支配株主からの払込みによる収入 9 — —
 配当金の支払額 (47,310) (45,998) (303,802)
 その他 (1,837) (1,949) (12,876)
  財務活動によるキャッシュ・フロー (59,524) (75,237) (496,914)
現金及び現金同等物に係る換算差額 3,174 11,170 73,774 
現金及び現金同等物の増加（減少）額 (1,602) 34,975 230,999 
現金及び現金同等物の期首残高 277,891 276,288 1,824,772 
現金及び現金同等物の期末残高 ¥276,288 ¥311,264 $2,055,771 

会社情報
2024年3月31日現在

大株主 氏名または名称 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 130,153 19.89
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 61,572 9.41
JP MORGAN CHASE BANK 380815 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 32,837 5.02 

有限会社ジル 18,000 2.75 
中村 恭子 16,353 2.50 
野村信託銀行株式会社（退職給付信託三菱UFJ銀行口） 13,758 2.10 
株式会社マル 13,200 2.02 
GIC PRIVATE LIMITED - C（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 11,822 1.81 
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 11,647 1.78 

任天堂株式会社 11,537 1.76 
注：持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

株数（単元） 持株比率（%）

所有者別株式分布 政府・地方公共団体 — —
金融機関 2,441,581 36.68
金融商品取引業者 219,374 3.30
その他の法人 758,702 11.40
外国法人等 2,396,267 35.99
個人・その他 840,538 12.63

社名 株式会社バンダイナムコホールディングス

本社 〒108-0014 
東京都港区芝5-37-8　バンダイナムコ未来研究所 
URL：www.bandainamco.co.jp/

資本金 100億円

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場（証券コード：7832）

事業内容 バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行 
グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理

株式の状況 会社が発行する株式の総数 2,500,000,000株
発行済株式総数 666,000,000株
単元株主数 57,716名
一単元の株式数 100株
注：上記の株式情報は2024年5月21日付の自己株式消却（6,000,000株消却）前の株式数となります
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インデックスへの 
採用状況

• 日経平均株価（日経225） 
• TOPIX100 
• JPX日経インデックス400 
• MSCI日本株女性活躍指数（WIN） 
• FTSE Blossom Japan Sector Relative Index 
• iSTOXX MUTB Japan プラチナキャリア 150 インデックス
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主要グループ会社一覧
2024年10月現在

株式会社バンダイナムコホールディングス    バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行、グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理 
（東証プライム市場上場）

Bandai Namco Holdings USA Inc.   米州地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

Bandai Namco Holdings Europe S.A.S.  欧州地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など 

Bandai Namco Holdings Asia Co., Ltd.  アジア地域（中国を除く）における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.  中国地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

Bandai Namco Holdings UK Ltd.  英国における地域持株会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

エンターテインメントユニット
 デジタル事業

株式会社バンダイナムコエンターテインメント   ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・配信・販売

株式会社バンダイナムコスタジオ   家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、PCコンテンツなどの企画・開発・運営

株式会社バンダイナムコオンライン   インターネットを利用したオンラインゲーム、その他ソフトウェア、サービスの企画・開発・運営

株式会社ディースリー・パブリッシャー   家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

株式会社B.B.スタジオ   家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、業務用ゲームなどの企画・開発

株式会社バンダイナムコネットワークサービス   ネットワークサービスにおけるコンテンツ運営・配信・デジタルマーケティング・ローカライズおよび技術支援など

株式会社バンダイナムコセブンズ   遊技機開発・販売、映像基板開発・製造・販売、その他新規事業企画運営

株式会社バンダイナムコ研究所 　   バンダイナムコグループ全体のサービスに活用するための技術開発、新領域の実証・検証

株式会社バンダイナムコネクサス   オンラインゲームおよび配信するプラットフォーム、IPファン向けサービスの開発・運営・分析など

株式会社バンダイナムコエイセス   家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、PCコンテンツなどの企画・開発・運営

株式会社バンダイナムコ島根スサノオマジック プロバスケットボールチーム「島根スサノオマジック」の運営

Bandai Namco Entertainment Europe S.A.S.   家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

Bandai Namco Entertainment America Inc.   家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

Reflector Entertainment Ltd.  ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・制作

Bandai Namco Mobile S.L.  ネットワークコンテンツの開発およびマーケティング

Bandai Namco Studios Singapore Pte. Ltd.   家庭用ゲーム、業務用ゲームなどの企画・開発

Bandai Namco Entertainment (Shanghai) Co., Ltd.  ネットワークコンテンツの企画・運営・プロデュース  
玩具、カプセルトイ、カード、食玩、プラモデル、景品などの企画・開発・製造・販売、および中国向け玩具などの製造販売

Limbic Entertainment GmbH ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・制作

 トイホビー事業
株式会社バンダイ   玩具、カプセルトイ、カード、食玩・菓子・食品、アパレル、生活用品などの企画・開発・製造・販売

株式会社BANDAI SPIRITS   プラモデル、ハイターゲット向け玩具、キャラクターくじ、アミューズメント専用景品などの企画・開発・製造・販売

株式会社メガハウス  玩具、フィギュアなどの企画・開発・製造・販売、および受託製造

サンスター文具株式会社  キャラクター・アイデア文具、その他雑貨の企画・開発・製造・販売

株式会社ハート  季節催事菓子および玩具菓子の企画・開発・製造・加工・販売

株式会社プレックス   キャラクターデザインやバンダイ商品のデザイン・企画と自社商品の企画・販売

株式会社バンダイナムコクラフト  玩具、プラモデル、電子関連機器などの企画・開発・製造、各種検査、試験業務受託（ISO17025試験所認定）

株式会社バンダイナムコプライズマーケティング  アミューズメント景品の企画・開発・販売

株式会社バンダイナムコヌイ ぬいぐるみ、繊維製品・布製玩具および雑貨などの企画・開発・製造・販売

株式会社アートプレスト  企画・デザイン・印刷（パッケージ、カタログ、ポスター、カード）、WEBページ制作、イベント企画運営

Bandai Namco Toys & Collectibles America Inc.  米州における玩具およびコレクターズフィギュアなどのハイターゲット層向け商品の販売・プロモーション、 
イベント販売、EC事業など

BANDAI S.A.S.   フランスにおける玩具関連商品の販売

BANDAI UK LTD.   イギリスにおける玩具関連商品の販売

BANDAI ESPAÑA S.A.   スペインにおける玩具関連商品の販売

Bandai Namco Entertainment (Shanghai) Co., Ltd.   ネットワークコンテンツの企画・運営・プロデュース  
玩具、カプセルトイ、カード、食玩、プラモデル、景品などの企画・開発・製造・販売、および中国向け玩具などの製造販売

Bandai Namco Asia Co., Ltd.  アジア地域での玩具などの調達、販売および輸出入

BANDAI (SHENZHEN) CO., LTD.   協力工場に対する生産指導や開発支援、品質管理などのサービス提供、品質検査や工場監査などのサービス提供

Bandai Namco Korea Co., Ltd.  韓国における玩具関連商品の企画・販売

Bandai Namco (Thailand) Co., Ltd.  スーパー戦隊シリーズのロボット玩具、金型などの製造

Bandai Namco Philippines Inc.  玩具（主にカプセルトイ・フィギュア・低単価商品）の製造、カプセル自販機の製造、その他

Bandai Namco Trading (HK) Ltd.  アミューズメント専用景品およびコンビニエンスストアなどに向けたキャラクターくじおよび海外販売商品の調達管理

BANDAI CORPORACION MEXICO, S.A. de C.V. メキシコにおける玩具関連商品の販売

IPプロデュースユニット
株式会社バンダイナムコフィルムワークス  アニメーションなどの映像コンテンツおよび映像関連サービスの企画・製作・販売および著作権・版権の管理・運用

株式会社バンダイナムコミュージックライブ 音楽コンテンツの企画・制作・管理・運用・アーティストの発掘・育成、ライブイベントのプロデュース

株式会社創通 アニメーション番組の企画・製作および版権ビジネス、スポーツビジネスのプロデュース業務や代理店業務

株式会社バンダイナムコピクチャーズ アニメーションなどの映像コンテンツの企画・製作および著作権・版権の管理・運用

株式会社アクタス アニメーション作品の企画・制作

株式会社エイトビット  アニメーション作品の企画・制作および商品開発

株式会社バンダイナムコベース コンサートホール施設の管理、運営

SUNRISE (SHANGHAI) CO., LTD. 映像の企画・製作および著作権・版権の管理・運用など

アミューズメントユニット
株式会社バンダイナムコアミューズメント   リアルエンターテインメントに関わる施設・機器・サービスの企画・開発・運営・販売

株式会社プレジャーキャスト  エンターテインメント施設の企画・運営

株式会社花やしき  遊園地「浅草花やしき」および多目的ホール「浅草花劇場」の企画運営など

株式会社バンダイナムコテクニカ  業務用ゲーム関連のアフターサービス事業、中古業務用ゲーム・他社商品の仕入れ・販売、オリジナル商品開発

株式会社バンダイナムコアミューズメントラボ   リアルエンターテインメント施設向けコンテンツおよびアミューズメント機器関連の研究、企画開発に関する業務

Bandai Namco Amusement America Inc.  業務用ゲームの企画・生産、屋内用レクリエーション商品の企画・生産・販売、他社製業務用ゲームの対欧・対日輸出、
業務用ゲームの補修 

Bandai Namco Amusement Europe Ltd.  エンターテインメント施設の企画・運営、業務用ゲームの販売

NAMCO ENTERPRISES ASIA LTD.  エンターテインメント施設の企画・運営

Bandai Namco Amusement (Shanghai) Co., Ltd.   エンターテインメント施設の企画・運営

関連事業会社
株式会社バンダイロジパル  国際物流事業、通関業、アミューズメント関連事業、商品検査業務、商品の生産支援業務など

株式会社ロジパルエクスプレス  貨物自動車運送事業、産業廃棄物収集運搬業、物流管理事業、倉庫業、車両整備業など

株式会社バンダイナムコビジネスアーク  バンダイナムコグループの総務、人事、経理財務、情報システムに関する業務の受託など

株式会社ジェイ・ブロード  新卒・中途採用計画に関するコンサルティング、採用広報メディアの企画・制作・発行、採用関連情報の収集・ 
分析・提供、企業向採用教育テストの販売、大学・短大等広報・教育関連の企画立案、学生向就職摸擬テストの実施、
人材紹介業（許可番号13-ユ -010991）

株式会社バンダイナムコウィル バンダイナムコグループの障がい者雇用を促進することを目的とした特例子会社
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